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はじめに 

 

平成１７年１０月の市町村合併（新城市、鳳来町、作手村）後、最初に取り組んだ大きな事

業の一つが、平成１８年１２月に策定した「新城市地域情報化計画」に基づき、平成１９年度

において市内全域に光ファイバによる地域情報通信基盤を整備することでした。 

当時、平成２３年７月の地上波テレビ放送の完全デジタル化への移行を控え、中山間地

域では地上デジタル放送への対応、高速インターネット環境整備、携帯電話等不感地域の

解消など取り組むべき喫緊の課題があり、都市部との間に大きな情報格差が広がってしまっ

た状況にありました。 

こうした状況を解消するため、議論百出のなかで、多くの市民の皆さんの努力、議会の英

断、民間事業者の協力もあって、「公設の光ファイバ敷設と民間によるケーブルテレビ＆ブ

ロードバンド事業展開 ＝ 公設民営型の地域情報通信基盤整備」に大きな一歩を踏み出

すことができました。 

 

今回、新たに策定しました「第２次新城市地域情報化計画」に沿って、これまでに整備さ

れた地域情報通信基盤の積極的な利活用や、ＩＴ経費の削減だけでなく、先の東日本大震

災でも証明されたように、災害発生時の安全対策面からも有効なシステムである自治体クラ

ウドの導入を進めて、質の高い住民サービスを目指します。 

 

最後に、本計画を策定するにあたり、貴重なご意見やご提案をいただきました「第２次新

城市地域情報化計画策定委員会」の委員の皆さんやアンケート調査にご協力いただきまし

た市民の皆さんに心から感謝するとともに、今後とも本市の情報化施策に対するご理解とご

協力をお願いいたします。 

 

 

 

  平成２５年３月 

 

                   新城市長 穂 積 亮 次 
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第1章 地域情報化計画策定にあたって 

1.1. 計画策定の目的 

新城市（以下、本市という。）においては、平成１８年１２月に「新城市地域情報化計画」（計画期間：平

成１９年度～平成２３年度の５年間）を策定し、市内全域に光ファイバネットワーク整備を行い、テレビ難視

聴やブロードバンド環境の改善、携帯電話不感エリアの解消など情報格差の是正に努め、また本庁と支

所等を結ぶ公共施設間のネットワーク化などの地域情報化に取り組んできました。 

一方、計画の策定から６年が経過し、ＩＣＴ（情報通信技術）の進展は目まぐるしく、ブロードバンドやモ

バイル、ワイヤレス通信などＩＣＴをめぐる環境変化は、多様なものとなっています。新しい技術やサービス

の代表として、クラウドコンピューティング、スマートフォン、タブレットＰＣ、ソーシャルメディアなどが挙げら

れ、人々が、いつでもどこでもインターネットにつなぎ、さまざまなサービスが利用できる環境に移行しつ

つあるなど情報化を取り巻く環境は大きく変化しています。 

また、行政分野においても、これらの情報通信技術を活用したサービスに対する期待はより一層高まっ

ており、これまでに整備された情報通信基盤の積極的な利活用や、業務・システムの見直しによる更なる

最適化を進めつつ、市民の視点に立った効率的で効果的な情報化を推進していくことが重要となってい

ます。 

このようなことから、今回策定する「第２次新城市地域情報化計画」は、「第１次新城市総合計画」に掲

げている地域情報化に関する各種施策の実現に向け、国や県の情報施策との方向性・整合性を図りな

がら、平成２５年度以降の本市における情報化推進の方向性を示すとともに、具体的な取り組みについて

も明らかにするために策定するものです。 

 

1.2. 計画の位置付け 

「第２次新城市地域情報化計画」は「第１次新城市総合計画」を上位計画とし、その基本構想

（平成２０年度～３０年度）や中期基本計画（平成２３年度～２６年度）で目指す高度情報化の

実現に向け、本市の地域情報化に関する取り組み内容等を示すための基本的な計画とします。 

また、将来計画の後期基本計画（平成２７年度～３０年度）における情報ビジョンの施策方針

の土台となる計画として位置付けます。 
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新市まちづくり計画 

（平成１７年度） 

新城市地域情報化計画 

（平成１９年度～２３年度） 

第２次新城市地域情報化計画 

（平成２５年度～２９年度） 

第１次新城市総合計画（平成２０年度～３０年度） 

前期基本計画（平成２０年度～２２年度） 

中期基本計画（平成２３年度～２６年度） 

【将来計画】後期基本計画（平成２７年度～３０年度） 

市民情報化意向調査 

職員情報化意向調査 関連諸計画 

国・県・近隣自治体

等の動向 

IＣT 技術動向 ICT動向

 

 

図表 1-1 計画の位置付け 
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1.3. 計画の期間 

計画の期間は平成２５年度から平成２９年度までの５年とします。 

ただし、情報化の今後の動向や、市民のニーズ、計画の進捗状況、また将来計画における「第１次新

城市総合計画後期基本計画」策定状況に応じて見直すこととします。 

 

1.4. 計画の構成と視点 

「第２次新城市地域情報化計画」は、「第1次新城市総合計画」の中期基本計画（平成２３年度～２６

年度）情報ビジョンである「情報技術を活用した行政サービスの推進」の具体的な施策を実現するため

に、問題点、課題、目指すべき姿を明確にし、地域情報化の基本方針や情報化施策、具体的取り組み

などを示すものです。 

第１次新城市総合計画

基本計画（中期）

・・・

新城市地域情報化計画

行政経営ビジョン

情報ビジョン

市民との情報共有・情報交流の推進

情報技術を活用した行政サービスの推進

情報技術の活用
（電子自治体の構築、自治体クラウド等）

行政サービスの推進
（窓口サービス、学校支援システムの充実等）

第２次新城市地域情報化計画

地域情報化の現状と課題

地域情報化推進の基本方針

地域情報化施策

地域情報化推進に向けて

 

図表 1-2 計画の構成と視点 
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図表 1-3 「第 1 次新城市総合計画」の情報ビジョン「情報技術を活用した行政サービスの推進」の内容 

項 目 取り組み 

(ア)情報技術の活用

にあたって 

市民の多様な生活スタイルや年齢・身体的な条件等による情報技術の利用機会及び活用能力

の格差是正に取り組み、より多くの市民が情報技術を活用し、情報の交流と行政サービスを享受

できる環境の整備を進めます。 

情報技術の活用による事務事業の迅速化、効率化、市民手続きの簡素化を進めるため、あいち

電子自治体推進協議会等と連携して、行政手続きのオンライン化の推進や総合行政ネットワー

ク（ＬＧＷＡＮ）、住民基本台帳カードの利活用の推進など、電子自治体の構築を進めます。 

自治体クラウド・コンピューティングなど情報技術の活用を進める施策の展開にあたっては、情報

技術の進展動向を注視し、導入・運用経費と市民の活用度合い等を比較検討するなど、経費の

節減や費用対効果に配慮することとします。 

情報技術の活用や電子自治体化にあたっては、職員の情報セキュリティ意識の徹底を図り、個

人情報等の非公開情報の漏洩防止に努めることで、市民の財産を守り、市民から信頼される行

政をめざします。 

(イ)情報技術を活用 

した行政サービ

スの推進 

住民の生命や財産、生活の安全を確保するため、地震・台風などの大規模災害や犯罪の発生時

に、被害の拡大防止と迅速で適切な対応を支援する「防災情報システム（防災行政無線、携帯電

話による情報配信など）」の運用とＰＲに努めます。 

インターネットを通じて各種申請手続きができる「電子申請システム」を活用し、多様化する市民

ニーズに対応する窓口サービスの充実に努めることや、税金等の納付（コンビニ納付）などの導

入に向けた検討を進めます。 

本市の未来を担う児童・生徒が、情報技術に親しみ、基礎的な情報技術を習得しながら成長でき

るよう、小中学校における情報教育環境の整備を進めるとともに、市内の小中学校における教

材・情報の共同利用やテレビ会議システムによる研究発表などを可能とする「学校教育支援シス

テム」の充実を図ります。 

市民の市政への参加を促し、市民に開かれた市議会を身近な市議会とするためケーブルテレビ

による「議会放映」や市民が時間的制約を受けずに議会の審議過程を知ることができる「インター

ネットを活用した議会放映」の視聴向上に努めます。 

インターネットを活用した公平で透明性や利便性の高い電子入札システムは、引き続き事業者へ

積極的に PR を行い、利用促進に努めます。 

市民同士、市民と行政の情報交流を推進するため、電子会議室等の設置についての研究を進

めます。 

携帯電話不通地域の解消に向け、携帯電話事業者に働きかけるとともに、情報通信基盤の未利

用芯線の開放を進め、携帯電話サービスの提供地域の拡大を進めます。 

市民生活の利便性の向上において、特に、市民満足度調査でも関心の高い防災・防犯支援、介

護支援、公共施設予約、健康づくり支援、子育て支援、図書館高度利用など、利便性の高いアプ

リケーション導入に向けた検討を進めます。 
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第2章 地域情報化の現状と課題 

2.1. ＩＣＴ及び情報化の社会動向 

ＩＣＴの進展は目まぐるしく、ブロードバンドやモバイル、ワイヤレス通信などＩＣＴをめぐる環境変化は、

多様なものとなっています。新しい技術やサービスの代表として、クラウドコンピューティング、スマートフォ

ン、ソーシャルメディアなどが挙げられ、人々が、いつでもどこでもインターネットにつなぎ、さまざまなサー

ビスが利用できる環境へと変化しています。 

 

（１） 情報通信端末の世帯保有率  

平成２３年末の情報通信機器の普及状況について、「携帯電話・ＰＨＳ※１」及び「パソコン」の世帯普

及率は、それぞれ９４．５％、７７．４％となっています。また、「携帯電話・ＰＨＳ」の内数である「スマートフ

ォン※２」は、２９．３％（前年比１９．６ポイント増）と急速に普及が進んでいます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１「携帯電話・ＰＨＳ」には、平成２１年末以降は携帯情報端末（ＰＤＡ）も含み、平成２２年末以降は

スマートフォンを内数として含む。なお、スマートフォンを除いた場合の保有率は８９．４％。  

※２「スマートフォン」は「携帯電話・ＰＨＳ」の再掲。 

 

図表 2-1 情報通信端末の世帯保有率の推移 

 （出典 総務省「平成２３年通信利用動向調査」） 
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（２）インターネット利用の人口普及率及び利用端末の種類  

インターネットの利用状況において、平成２３年末のインターネット利用者数は平成２２年末より１４８万

人増加して９，６１０万人（前年比１．６％増）、人口普及率は７９．１％（前年比０．９ポイント増）となり、イン

ターネット利用者数、人口普及率の双方が、昨年に引き続いて上昇しています。 

また、端末別インターネット利用状況をみると、「自宅のパソコン」が６２．６％と最も多く、次いで「携帯

電話」（５２．１％）、「自宅以外のパソコン」（３９．３％）となっており、「スマートフォン」は１６．２％、以下

「家庭用ゲーム機」、「タブレット型端末」、「インターネットに接続できるテレビ」と続き、利用場所や利用

端末などに多様性が見られます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 2-2 インターネットの利用者数及び人口普及率の推移  

（出典 総務省「平成２３年通信利用動向調査」） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 2-3 インターネット利用端末の種類（平成２３年末）  

（出典 総務省「平成２３年通信利用動向調査」） 
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（３） インターネット利用で感じる不安や情報通信ネットワーク利用上の問題点  

「インターネットを利用したことがある世帯が、利用時にどのような不安を感じているか」については、 

７２．８％の世帯が「ウイルスの感染が心配である」を挙げており、次いで、「個人情報の保護に不安があ

る」が７２．６％、「どこまでセキュリティ対策を行えばよいか不明」が６１．６％等と、コンピュータウイルスへ

の感染や個人情報保護への懸念が上位を占めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 2-4 世帯におけるインターネット利用で感じる不安（複数回答） 

（出典）総務省「平成２３年通信利用動向調査」 
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（４） 個人情報保護対策  

個人情報保護のため、何らかの対策を実施している世帯の割合は７４．５％で、平成２２年末から０．６ポ

イント増加しています。主な対策としては、「掲示板などのウェブ上に個人情報を掲載しない」が５１．１％で

最も多く、次いで、「軽率にウェブサイトからダウンロードしない」が４１．０％、「懸賞等のサイト利用を控え

る」が２８．４％等と続き、７割を超える世帯が、専門知識がなくても実施できる対策を講じて個人情報の保

護に努めていることがわかります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 2-5 世帯における個人情報保護対策の実施状況（複数回答）       

（出典）総務省「平成２４年版情報通信白書」 
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（５） クラウドコンピューティング  

クラウドコンピューティングとは、ネットワーク上で提供されるサービスを共同で利用する形態のことで

す。利用者自身においてシステムを構築・管理する必要がないため、コスト削減や管理負担の軽減、

短期間での導入・利用開始が可能である点がメリットとして挙げられます。クラウドコンピューティングの

市場は今後拡大していくものと考えられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 2-6 クラウドコンピューティングのイメージ  

（出典）テックバイザージェイビー 

（６） スマートフォン・タブレット型端末  

近年、携帯電話とＰＤＡ（携帯情報端末）が一体化したスマートフォンの普及が進んでいます。スマー

トフォンは、通常の携帯電話と比較して画面が大きく通信機能も強化されており、多くのウェブサイトが

スマートフォンに対応しているため、ウェブサイトの閲覧が容易で、音楽を聴くことや動画を閲覧すること

もできるなどパソコンに近い機能を持っています。 

国内のスマートフォン市場においては、モバイル環境におけるソーシャルメディアの利用が年々増加

するなど、利用者の関心が高まっており、今後も増加が見込まれています。なお平成２５年には、国内

市場におけるスマートフォンの出荷台数は３,２８５万台と予測されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 2-7 国内スマートフォン市場規模推移 

（出典）矢野経済研究所「スマートフォン市場に関する調査結果２０１１」 

 

 

クラウドコンピューティング 

http://www.computerworld.jp/images/_main/200808/1186693.jpg
http://www.computerworld.jp/images/_main/200808/1186693.jpg
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また、タブレット型端末とはスマートフォンよりも大きな画面を 

直接触って操作する、平板型の携帯情報端末のことをいいます。  

    電子書籍や、教育機関の講義資料の閲覧に利用するなど、 

用途もよりパソコンに近いものとなっています。 

最近では、電子書籍の閲覧に機能を絞った、より安価なものも 

販売され、電子書籍の普及も期待されています。                 タブレット端末の例 

 

（７） ソーシャルメディア 

 ソーシャルメディアとは、個人がインターネット上で不特定多数の人に情報を発信することで、それ

を閲覧した多くの人々が参加し、双方向でのユーザ同士のつながりを創造していくメディアのことです。

ＳＮＳ・ツイッター・ブログ・フェイスブックなどがその代表ですが、これらを利用して、文字情報だけでな

く、個人が動画を作成して手軽にインターネット上に公開することができ、情報提供や情報伝達の形

態も多様化しています。 

平成１６年にｍｉｘｉやＧＲＥE、平成１８年にはモバゲータウンなどのＳＮＳがサービスを開始し、その

後サービスを拡大しています。日本のソーシャルメディア人口の推計値は、平成２３年（２０１１年）は３,

５３０万人でしたが、平成２４年（２０１２年）５月時点では１,５３０万人増加し、５,０６０万人となりました。ソ

ーシャルメディア人口は特にこの２年間で伸びが加速しており、そのうち投稿や書き込み等、何らかの

情報発信を行っているユーザは３,２９０万人と推計されます。これは、ソーシャルメディア利用者の６

５％に該当します。 

さらにスマートフォン向けのコミュニケーションアプリであるLINEは、国内外を問わず無料で通話や

メールをすることができ、平成２３年（２０１１年）６月にサービスを開始して以来、急激にユーザ数を増

やしています。２０１２年１２月には世界で８,５００万人（うち国内３,７００万人）のユーザがおり、現在で

は１億人を突破しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

             図表2-8 ソーシャルメディア人口推計値  

（出典）株式会社インプレスＲ＆Ｄ「ソーシャルメディア調査報告書２０１２」 
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※ＳＮＳとは 

ソーシャル・ネットワーキング・サービスの略であり、社会的ネットワークをインターネット上で構築す

るサービス全般をいいます。日本最大の会員数を持つmixi、モバイル向けでゲームを主体としている

GREEやモバゲー、海外では世界最大の会員数を持つFacebook、それに次ぐMyspaceなどがその代

表例です。基本的な機能として、プロフィール機能、メッセージ送受信機能、ユーザ検索機能、コミュ

ニティ機能などを有しています。匿名で参加できるものと実名登録が求められるサービスがあります。 

また、自治体が主体となってＳＮＳを提供し（地域ＳＮＳ）、行政情報・災害情報と連携する事例や、

市のホームページ・庁内コミュニケーションそのものをFacebookで実現する自治体も出てきています。 

 

※Facebook（フェイスブック）とは 

フェイスブック（Facebook）は、Facebook, Inc.の提供するＳＮＳです。２００４年にアメリカ合衆国の学 

生向けにサービスを開始し、その後一般にも開放され、日本語版は２００８年に公開されました。１３歳

以上であれば無料で参加できますが、実名登録制となっており、個人情報の登録も必要となっていま

す。 

２０１１年９月現在、世界中に８億人のユーザーを持つ世界最大のＳＮＳとなり、日本国内の利用者

数は、２０１１年９月末に１,０００万人を超えています。２０１０年から１１年のチュニジアでのジャスミン革

命、２０１２年のエジプト騒乱では、情報交換のためにフェイスブックが大きな役割を果たしたことが知

られています。 

また、一部自治体では、フェイスブックで市の公式ページを開設し、情報発信に利用しています。 

 

※Twitter（ツイッター）とは 

１４０文字以内の「ツイート」 (tweet) と言われる短文を投稿できる情報サービスをいいます。      

tweetは「鳥のさえずり」の意味で、日本では「つぶやき」と訳され定着が進んでいます。前述の

Facebook等も含め、災害時の即時性の高い情報提供、収集ツールとしても期待されています。 

 

※LINE（ライン）とは 

LINEはスマートフォン向けの無料電話・無料メール等のコミュニケーションツールを基本コンセプト

としたアプリです。チャットやIP電話などをスマートフォンに特化した形でサービスを提供し、さらに携

帯電話のメールにおける絵文字に似たスタンプ機能が充実しているのが特徴です。 
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2.2. 国・県の動向 

2.2.1. 国の情報化施策 

2.2.1.1. 国の動向 

平成２２年５月、高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部（ＩＴ戦略本部）は「新たな情報通信技術

戦略」を策定しました。続いて６月には「新たな情報通信技術戦略工程表」を策定し、その実現に向けて

動きだしました。この戦略は、「国民本位の電子行政の実現」「地域の絆の再生」「新市場の創出と国際

展開」の３つを重点政策の柱とし、その目標と具体的な取り組みを示しています。以下、各政策について

示します。 

 

（１） 国民本位の電子行政の実現 

(ア)２０２０年までに国民が、自宅やオフィス等の行政窓口以外の場所において、国民生活に密接

に関係する主要な申請手続や証明書入手を、必要に応じ週７日２４時間、ワンストップで行える

ようにします。この一環として、２０１３年までに、コンビニエンスストア、行政機関、郵便局等に設

置された行政キオスク端末を通して、国民の５０％以上が、サービスを利用することを可能としま

す。 

(イ)２０１３年までに政府において、また、２０２０年までに５０％以上の地方自治体において、国民が   

行政を監視し、自己に関する情報をコントロールできる公平で利便性が高い電子行政を、無駄

を省き効率的に実現することにより、国民が行政の見える化や行政刷新を実感できるようにしま

す。 

（ウ）２０１３年までに、個人情報の保護に配慮した上で、２次利用可能な形で行政情報を公開し、原 

則としてすべてインターネットで容易に入手することを可能にし、国民がオープンガバメントを実

感できるようにします。 

 

（２） 地域の絆の再生 

(ア)２０２０年までに情報通信技術を活用することにより、すべての国民が地域を問わず、質の高い 

医療サービスを受けることを可能にします。また、２０２０年までに、高齢者などすべての国民が、 

情報通信技術を活用した在宅医療・介護や見守りを受けることを可能にします。 

(イ) ２０２０年までに、情報通信技術を利用した学校教育・生涯学習の環境を整備すること等により、

すべての国民が情報通信技術を自在に活用できる社会を実現します。 

    (ウ)２０１５年頃を目途にすべての世帯でブロードバンドサービスの利用を実現する「光の道」を完成 

させることにより、暮らしに密着した医療・教育・行政等の飛躍的な向上や地域の活性化を実現

します。 

 

（３） 新市場の創出と国際展開 

(ア)環境・エネルギー、医療・介護、観光・地域活性化等の分野において、クラウドコンピューティン 

グ等の新しい情報通信技術の導入や関連する規制の撤廃等を進め、アジア市場の取り込みも

視野に入れつつ、２０２０年までに約７０兆円の関連新市場を創出します。 
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(イ)２０２０年までにスマートグリッドを一般化するとともに、情報通信技術を用いたゼロエネルギー住  

宅を標準的な新築住宅で、ゼロエネルギーオフィスをすべての新築公共建築物で、それぞれ

実現すること等により、家庭及び業務部門において、率先してＣＯ₂の排出を削減することを可能

にします。また、２０２０年までに、高度道路交通システム（ＩＴＳ）等を用いて、全国の主要道にお

ける交通渋滞を２０１０年に比して半減させることを目指しつつ、自動車からのＣＯ₂の排出削減

を加速します。 

(ウ)２０１３年までに、新世代・光ネットワーク、次世代ワイヤレス、クラウドコンピューティング、次世代 

コンピュータ、スマートグリッド、ロボット、次世代半導体・ディスプレイ等の革新的デバイス、組込

みシステム、三次元映像、音声翻訳、ソフトウェアエンジニアリング等の戦略分野における産学

官連携での集中的な研究開発を進め、我が国の情報通信技術企業が主要海外市場における

知的財産権及び国際標準の戦略的な獲得、国際展開を可能とします。 

 

この「新たな情報通信技術戦略」の特徴は、工程表を設け、各施策の実現に向けて、期限を区切って

具体的取り組みを明記し、連携が必要な施策においては、個々の役割分担と達成すべき事項を明確に

している点にあります。 

なお、ワンストップサービス等、利用者向けのサービスや自己の情報をコントロールする新しいしくみ

等が整備される一方で、その実現には個人情報保護や情報セキュリティ対策に関連する法制度や技術

的対策の整備等といった課題が存在します。 

新たな情報通信技術戦略の重点政策の３つの柱（区分）とその目標、具体的な取り組みについて、次

ページにまとめます。 
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区
分

H22年度
(2010年度）

H23年度
(2011年度）

H24年度
(2012年度）

H25年度
(2013年度）

・・・
H32年度

(2020年度）

そ
の
他

新
市
場
の
創
出
と
国
際
展
開

地
域
の
絆
の
再
生

国
民
本
位
の
電
子
行
政
の
実
現

目
標

自宅やオフィス等の行政窓口以外で主要な申請や証明書発行手続き24時間365日
ワンストップで実現（～2020年）

コンビニ、行政機関、郵便局等のキオスク端末で国民の50%
以上がサービスの利用を実現（～2013年）

政府、50%以上の地方自治体において、国民が行政の監視と自己の情報のコントロールを実現可能な行政の見える化を実現
（政府：～2013年、地方自治体：～2020年まで）

個人情報保護に配慮した行政情報の2次利用が可能な形での
公開、オープンガバメントを実現（～2013年）

①これまでのICT投資の総括とそれを教訓とした行政刷新
②行政サービスのオンライン利用に関する計画の策定
③行政ポータルの抜本的改革と行政サービスへのアクセス向上
④国民ID制度の導入と行政監視の仕組みの整備
⑤政府の情報システムの統合・集約化
⑥全国共通の電子行政サービスの実現　                ⑧行政情報の公開、提供と国民の政治決定への参加等の推進
⑦「国と地方の協議の場」の活用　　　　　　　　　　　⑨行政機関が保有する情報の活用　　　※①②⑤⑦は目標達成に向けた共

情報通信技術を活用することにより、すべての国民が地域を問わず質の高い医療サービスの享受ができ、また在宅医療・
介護・見守りをうけることを実現（～2020年）

学校教育・生涯学習の環境を整備し、すべての国民が情報通信技術を自在に活用できる社会の実現（～2020年）

すべての世帯にブロードバンドサービスを利用できる「光の道」を実
現し、暮らしに密着した医療・教育・行政等の飛躍的な向上と地域活
性化を実現（～2015年）

目
標

具
体
的
取
組
み

具
体
的
取
組
み

①「どこでもＭＹ病院」構想の実現
②シームレスな地域連携医療の実現
③レセプト情報等の活用による医療の効率化
④医療情報データベースの活用による医療品等安全対策の推進
⑤高齢者等に対する在宅医療･介護、見守り支援等の推進
⑥高齢者、障害者等に優しいハード･ソフトの開発・普及    ⑦テレワークの推進   ⑧児童生徒の情報活用能力の向上
⑨教員の負担の軽減　⑩図書館等公共施設の活用による生涯学習支援
⑪地域の活性化    　⑫災害・犯罪・事故対策の推進              ※⑨⑩は3本柱の取組みの一部

環境・エネルギー、医療・介護、観光・地域活性化等の分野でクラウド等の新技術導入と関連規制撤廃による約70兆円の
関連市場の創出（～2020年）

スマートグリッドを推進、情報通信技術を用いたゼロエネルギー建築物による家庭・業務部門、高度道路交通システム等
による渋滞半減によるCO2排出削減の実現（～2020年）

目
標

新世代・光ネットワーク等、戦略分野の産学官連携による集中的な研
究開発の推進と情報通信技術企業の知的財産権・国際標準の戦略的獲
得と国際展開の実現（～2013年）

具
体
的
取
組
み

①スマートグリッドの推進と住宅やオフィスの低炭素化　 ②人・モノの移動のグリーン化の推進
③情報通信技術分野の環境負荷軽減　　　　　　　　　　 ④デジタルコンテンツ市場の飛躍的拡大
⑤空間位置情報サービスその他の電子情報を活用した新市場の創出
⑥高度情報通信技術人材の育成　　　　　　　　　　　　 ⑦アジア太平洋地域内の取組
⑧国際物流における貨物動静共有ネットワークの構築　　 ⑨情報通信技術グローバルコンソーシアム組成支援
⑩情報通信技術による公共調達市場の拡大　　　　　　　　　　　　　 ※③⑥⑦⑨は目標達成に向けた共通的施策

安心・安全な情報セキュリティ環境の実現

政治活動に関する電子化

 

図表 2-9 新たな情報通信技術戦略の概要 
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2.2.1.2. 自治体クラウド 

国では、電子自治体※の基盤構築としてクラウドコンピューティングの活用を推進しています。総務省

では、平成２１年度から自治体クラウド開発実証事業に取り組んでおり、地方自治体の情報システムを耐

震性やセキュリティ等に優れたデータセンターに集約し、業務パッケージソフトウェアを市町村が共同で

利用することによって、割り勘による利用を促進し、情報システムの効率的な構築と運用の実現を目標と

しています。この地方自治体における情報システムのクラウド化を「自治体クラウド」と呼びます。 

この自治体クラウドの導入は、昨今の著しい技術革新に伴うネットワークの高速化、広域化による進展

などを背景とし、地方自治体での業務効率化、市民サービスの向上などを目的として進められています。

東日本大震災の発生により、行政事業の継続性確保や事業継続計画（ＢＣＰ）を検討する上で、地方自

治体が、堅牢なデータセンターに情報システムを設置してクラウドとして情報システムを利用する動きも

みられます。 

※電子自治体とは 

 コンピュータやネットワークなどのＩＣＴを、行政のあらゆる分野に活用することにより、住民や企業

の事務負担の軽減や利便性の向上、行政事務の簡素化・合理化などを図り、効率的・効果的な自

治体を実現しようとするものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 2-10 自治体クラウドのイメージ 

（出典 総務省「自治体クラウドの現状と今後の課題」平成２４年１月） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 2-11 自治体クラウドの基本的な考え方 

（出典 総務省「自治体クラウドの現状と今後の課題」平成２４年１月） 
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2.2.1.3. 今後予定されている法制度改正 

本市の地域情報化計画を検討する上で、重要な法制度改正について以下に示します。 

 

（１） 社会保障・税番号制度（マイナンバー（個人番号）の活用） 

社会保障・税番号制度は、「新たな情報通信技術戦略」の重点施策の一つであり、正確な本人確

認を前提に、国民一人ひとりに付番されるマイナンバー（個人番号）を活用して行政機関での情報共

有の推進と国民自己の情報をコントロールが可能な電子行政の共通基盤を目指しています。 

マイナンバー（個人番号）は社会保障・税・防災の分野において、「個人が利用する番号」であり、

窓口に提示したり、申告書に記入したりするため、利用者にとって「見える番号」となります。これによ

り、「よりきめ細やかな社会保障給付の実現」や「所得把握の制度の向上等の実現」、「自己の情報の

入手や必要なお知らせ等の情報の提供」などが期待されています。 

一方で、「国民ＩＤ」と呼ばれている番号が別に存在しています。これは、幅広い行政分野における

データ連携を行う際、「コンピュータの処理に利用される番号」であり、利用者にとって「見えない」番

号となります。これにより行政機関手続きのワンストップ化の実現が検討されています。 

社会保障・税番号制度の中では、国民IDを含む、個人を識別する仕掛けを総称して“符号”と呼

んでおり、この“符号”の利用範囲は、制度開始から５年後に見直されることになっています。 

国は、この制度が社会保障と税の一体改革を進める上でも重要な制度となることから、マイナンバ

ー法案（正式名称「行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律

案」）等を平成２４年（２０１２年）２月に閣議決定し、国会で継続審議としていました。 

しかし、平成２４年（２０１２年）１１月１６日の衆議院解散でマイナンバー法案は廃案となりましたが、 

安倍政権となった政府は、平成２５年（２０１３年）３月１日に閣議決定し国会へ提出したことにより成立

する公算が大きくなり、制度の実施は平成２８年（２０１６年）１月からの見通しとなりました。 

 

図表 2-12 社会保障・税番号制度及び国民ＩＤ制度のイメージ 

（出典）総務省「平成２４年版情報通信白書」 
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(２) 障害者総合支援法（平成２５年４月） 

日常生活・社会生活の支援が共生社会を実現するため、社会参加の機会の確保及び地域社 

会における共生、社会的障壁の除去に資するよう「障害者総合支援法」が施行されます。 

 

（３） 国民健康保険退職者医療制度の終了（平成２６年度） 

平成１８年６月に「医療制度改革関連法」が成立し、平成２０年４月に医療保険制度の一部が改正

され、新たな高齢者医療制度が制定されたことに基づく制度改定が予定されています。 

 

（４） 国民健康保険の一部及び全部の都道府県移管（時期未定） 

市町村国民健康保険は、小規模なものが多く、財政不安定となりやすいことや、被保険者は、無

職の方や高齢者が多く、保険税負担能力が低い一方、医療費は高い傾向にあるなど厳しい状況に

おかれています。こうしたことから、国民健康保険税財政の安定化を目指し、広域的な事業運営推

進が都道府県単位で検討されています。 
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2.2.1.4. 各自治体におけるICT利活用事業の状況 

（１） 東日本大震災における情報提供の取り組みと課題  

平成２３年３月１１日、三陸沖を震源とするマグニチュード９．０の地震が発生し、宮城県栗原市で震度７、

宮城県、福島県、茨城県、栃木県で震度６強など広い範囲で強い揺れを観測するとともに、太平洋沿岸

を中心に高い津波を観測し、特に東北地方から関東地方の太平洋沿岸では大きな被害が生じました。こ

の東日本大震災においては、地方自治体から住民に対する情報提供について、様々な取り組みがなさ

れたものの、課題も指摘されています。 

この東日本大震災を踏まえ、地方自治体にとって、災害時における住民への情報提供の課題につい

て、「発災時の迅速・適確な情報提供」、「災害による被害や避難・安否に関する継続的な情報提供」、

「地域密着情報のきめ細かな提供」の３段階で国が調査したところ、「発災時の迅速・適確な情報提供」が

６８．５％と最も回答が多いという結果となりました。この結果から、発災直後にいかに住民に対して情報を

提供するか、ということに対して、地方自治体の高い関心が伺えます。 

また、震災を踏まえた地方自治体の具体的な災害情報提供に関しては、これまでも防災無線などの取

り組み等が行われてきていますが、緊急速報メール、放送の活用など、発災直後の情報提供の充実に向

けても、地方自治体の関心が高まっていることが分かります。 

 

図表 2-13 災害時の住民への情報提供の課題 

(出典）総務省「地域におけるICT利活用の現状及び経済効果に関する調査」（平成２４年） 

 

 図表 2-14 東日本大震災を受けて、住民への災害情報の提供に関する取組の状況 

(出典）総務省「地域におけるICT利活用の現状及び経済効果に関する調査」（平成２４年） 
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（２） 災害時におけるインターネットの活用 

東日本大震災においては、ソーシャルメディアをはじめとするインターネットの活用が指摘されました。

地方自治体では災害時におけるインターネットの活用について、全体の約７割の団体が震災を契機とし

て活用を強化しており、震災を踏まえた地方自治体の意向の変化が伺えます。その具体的な内容として

は、ホームページを中心とした活用が多いものの、ソーシャルメディアの活用やポータルサイトの活用を挙

げる地方自治体も存在し、多面的な取り組みが進められていることが分かります。 

インターネットの利活用を進める上での利点としては、「時間・場所を問わないこと」、「広範囲に情報を

発信すること」等を挙げる地方自治体が多くみられました。一方で課題面も指摘されており、「確実に受け

手に情報が届くかわからない」、「全員がインターネットを使えるわけではない」、「誤った情報等が流れる」

等の回答が多くみられました。 

 

 図表 2-15 震災を踏まえた災害時におけるインターネットの活用について 

(出典）総務省「地域におけるICT利活用の現状及び経済効果に関する調査」（平成２４年） 

      

 図表 2-16 災害時にインターネットを利用する利点   図表 2-17 災害時にインターネットを利用する課題 

(出典）総務省「地域におけるICT利活用の現状及び経済効果に関する調査」（平成２４年） 
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（３） クラウドサービスへの期待  

東日本大震災においては、自治体の庁舎が壊滅・損壊する、住民データ等が消失するなどの被害が

発生し、業務執行が困難となるケースが発生しました。一方、クラウドサービスは、庁舎から離れた場所に

あるデータセンターの資源を活用して業務を行うもので、仮に災害等で庁舎において業務が継続できな

い事態になったとしても、仮庁舎と当該データセンターとの間を結ぶことにより、早期に業務の再開が可

能となるほか、住民データ等の保全も実現の可能性があります。 

総務省において開催した自治体クラウド推進本部有識者懇談会の取りまとめ（平成２３年６月）において

は、「コスト面だけでなく、災害時の業務継続や早期の行政機能回復を図る観点から、導入について検討

を行うべきである」という提言もなされました。 

このような背景も踏まえ、地方自治体におけるクラウドサービスの利用状況においては、全庁的に利用

している地方自治体が６．３％、一部の部門で利用していると回答した自治体を含めると４５．０％に及び

ます。自治体別にみると、都道府県での利用はないものの、市区町村では全庁的なクラウドサービス利用

がみられ、特に町村では８．２％と比較的多くなっています。これは規模的に全庁的な導入がしやすいこ

とが理由と考えられます。また、クラウドサービスについて導入検討を進めている団体は、全体で７９．０％

となっており、都道府県に限ると全ての自治体で導入検討が進められています。特に、東日本大震災を

踏まえ、より積極的に導入又は導入検討を進めていると回答した団体は全体では４０．２％、市区及び町

村でも約４割に達しており、クラウドサービスに対する導入・検討に向けた意向が増加していると言えま

す。 

なお、クラウドサービス導入においては、これまでも利点とともに課題も指摘されてきており、地方自治

体からは、利点として「自前の資産、保守体制が不要」「バックアップとしてのデータの保管」「停電になっ

てもサービスを利用できる」等が挙げられていますが、一方で、課題として「ニーズに応じたカスタマイズが

できない」、「セキュリティが不安」、「ネットワークの安定性が不安」などが挙げられています。 

 

 図表 2-18 クラウドサービスの利用状況  

(出典）総務省「地域におけるICT利活用の現状及び経済効果に関する調査」（平成２４年） 
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 図表 2-19 クラウドサービスの導入・検討状況 

(出典）総務省「地域におけるICT利活用の現状及び経済効果に関する調査」（平成２４年） 

 

 

   

 図表 2-20 クラウドサービス導入における利点     図表 2-21 クラウドサービス導入における課題  

(出典）総務省「地域におけるICT利活用の現状及び経済効果に関する調査」（平成２４年） 
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（４） 各行政分野でのICTの利活用について  

総務省では、地方経済の活性化や少子高齢化への対応等、地域が抱える諸課題の解決手段として  

ICTの利活用が重要であると捉え、これらの課題解決を目指す先進的なモデルづくりを行い、各地域の成

果を全国へ普及するための支援を行っています。これによる効果が各地で出始めており、様々な地域で

システム導入に向けた動きが始まっているところです。 

この調査結果の概要によればICT利活用については、防災、教育、防犯、福祉分野での取り組みが全

国的に進んでおり、今後は、交通、観光分野への取り組みについても期待されています。一方で、地域

ICT事業に取り組む上での課題として「導入・運用コスト」「費用対効果」といった費用面での課題が多く挙

げられています。以下の課題としては、「ノウハウ」「インフラ」「利用者の理解」が認識されています。 

 

      図表 2-22 地域 ICT 利活用事業の取組状況（平成２２年度・２３年度調査） 

（出典）総務省「地域におけるICT利活用の現状及び経済効果に関する調査」（平成２４年） 
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図表 2-23 地域ＩＣＴ利活用における課題（全分野平均：上位５位までの複数回答） 

（出典）総務省「地域におけるICT利活用の現状及び経済効果に関する調査」（平成２４年） 
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地域におけるＩＣＴ利活用事業の具体例１（防災分野） 

＜岐阜県岐阜市「地域防災ＩＣＴモデル構築事業」平成１９年度～平成２１年度＞ 

ＩＣＴによる防災業務の高度化を実現するため、災害情報を迅速かつ的確に収集・一元管理

し、３つのシステムで構成される「岐阜市総合防災情報システム」を構築しました。この３つ

のシステムとは、庁内、出先機関、避難所等との防災情報や映像情報の共有環境である防災情報シ

ステム、岐阜県と防災情報の共有を図り、警戒期から発災に至る情報の広域的な収集・提供を可能と

する防災情報共有システム、並びに公園の監視カメラによる撮影、映像保存、閲覧を可能とするシス

テムです。 

■防災情報システム 

  「災害名管理機能」「配備体制管理機能」「避難勧告・指示管理機能」「避難所管理機能」「被害情

報管理機能」などで構成されており、災害発生時における、配備体制の確立や避難者情報・被害情

報の登録・管理・集計・共有などが迅速に行えるシステム。 

■防災情報システム 

岐阜県及び岐阜市から提供する県内における防災関連情報を一元的に表示・更新が行えるシ 

ステム。 

■映像情報システム 

長良公園に設置した監視カメラで、２４時間の撮影・映像保存・閲覧が可能なシステム。 

 

地域におけるＩＣＴ利活用事業の具体例２（福祉分野：子育て、健康） 

＜岩手県遠野市 「遠野型すこやかネットワークによる保健福祉情報活用モデル事業」平成２０年度＞ 

市の重要課題である市民一人ひとりの生涯にわたる「健康づくり」と「自立した生活」を、ＩＣＴと関係

機関相互のネットワークを活用して、保健・福祉分野の情報取得と、健康管理を応援するためのツー

ルを提供する目的で、以下の３つの事業で構築されました。 

■助産院「ねっと・ゆりかご」  

・医師不在の中、地域のマンパワー（助産師）による妊産婦さんの不安を軽減  

・妊産婦さんの通院に伴う負担、送迎に伴う家族の負担軽減（トラベルコスト軽減） 

■すこやか電子手帳 

・身近なアイテムで健康管理が可能 

■健康増進ネットワーク 

・参加者の行動変容と健康改善の効果 

 

 

 

 

    

 

 

図表2-24 「遠野型すこやかネットワークによる保健福祉情報活用モデル事業」構成イメージ 
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地域におけるＩＣＴ利活用事業の具体例３（福祉分野：高齢者見守り支援） 

＜岐阜県白川町 平成２３年度＞ 

    岐阜県白川町では２０１２年から、「高齢者見守り安心システム」を導入しています。高齢者宅に設

置した端末画面に、町役場から「お元気ですか」とメッセージを配信し、そのメッセージへの返信をもと

に高齢者の安否確認を行います。回答のないときは電話による確認を行い、電話に出られないときは、

近所の見守り協力員に連絡して訪問してもらうことで安否確認を行います。テレビ電話として利用でき、

利用者が家庭から町保健福祉課内の保健師に相談するといった活用も行えます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表2-25 岐阜県白川町高齢者見守り安心システム構成イメージ 
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地域におけるＩＣＴ利活用事業の具体例４（防犯分野：子どもの安全確保） 

＜北海道岩見沢市「地域コミュニティ協働型児童見守りｼｽﾃﾑ構築・検証事業」平成２１年度＞ 

学校・家庭・地域（町内会等）の連携のもと、児童の登下校時における安全確保に寄与するICT利活

用システムの構築と実フィールド上での利用検証を以下の機能で行いました。 

■登下校確認（メール配信） 

見守りセンターノード（ＩＰカメラ等付）が設置された学校及び児童館の出入り口等通過時に保護者

にメール送信。 

   ■状態把握 

登下校時確認メールに記載された専用ホームページにアクセスすることで、通過時間や通過場所、

経路等を地図や写真等により確認。 

■情報提供 

専用ホームページにおいて、児童の安心安全に関する情報を行政、町内会、住民等が共有。 

■危険通報（不審者情報等一斉同報） 

保護者等に不審者情報等をメール送信。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表2-26 北海道岩見沢市「地域コミュニティ協働型児童見守りシステム」概要 
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地域におけるＩＣＴ利活用事業の具体例５（福祉分野：買い物支援） 

＜鳥取県 日南町、島根県 奥出雲町 過疎地域でのCATV網の多目的活用調査研究事業＞ 

 鳥取、島根の両県は、次期過疎対策においては、広域連携対策が重要な政策課題になると考え、 

県境を接する日南町・奥出雲町をフィールドに、総務省の補助事業により、ＣＡＴＶ網（ＦＴＴＨ対応） 

を活用した、生活支援サービス（買い物支援システム）の有効性について地元商店・モニター家庭の 

協力を得て、調査・研究を行いました。 

 

■買い物支援システムの基本的な流れ 

１．各商店が商品をシステムに登録（陳列）します。 

２．利用者（モニター家庭）が端末機器やテレビ画面上で商品の注文をします。 

３．商店が注文情報を参照し、配送準備（梱包、配送リスト）をします。 

４．配送受託者（シルバー人材センター）が各商店を廻り配送商品及び配送リストを受け取ります。 

５．配送受託者が配送先を順次廻り、商品と引き換えに代金を受け取ります。 

６．配送受託者が代金を商店に渡します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表2-27 鳥取県 日南町、島根県 奥出雲町 「買い物支援システム」の調査研究イメージ 
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2.2.2. 県の情報化施策 

愛知県では、ＩＣＴを活用して豊かな県民生活と活力ある地域社会を実現するため、ＩＣＴに関する第

３次の総合指針として「あいちＩＣＴアクションプラン２０１５」を策定しました。目標年度を２０１５年度（平成

２７年度）に定め、基本目標を「『世界と闘える愛知』を支える」とし、ＩＣＴにおける外部環境の変化や、地

域特性・県庁の特性の現状を分析した結果、以下の方向性及び施策を示しています。 

施策展開の方向性

・自治体クラウドの推進
・業務システム基盤の再構築 など

・楽しさを視点に置いた
「ネットあいち」のリニューアル
・安全情報伝達体制の強化 など

・「PLAY!AICHIプロジェクト」の推進
・ソーシャルメディアの活用 など

・研究開発の促進
・情報通信産業等の誘致・育成 など

・情報社会の安全性・信頼性の確保
・地理的情報格差の解消 など

基本課題

■クラウドコンピューティング
などの新技術を生かして、効
率的な業務システムを確立す
ることが重要

■高度なICT環境を生かして、
県民生活の不安を解消して
いくことが重要

■高度なICT環境を生かしながら
地域資源の情報発信力を強化
し、国内外で存在感のある地
域ブランド力を構築すること
が重要

■情報通信関連製造業が次世代
自動車などのモノづくりの高
付加価値化を支えていくこと
が重要

■多様な主体と連携しながら、
情報通信社会の安全性を高め
るとともに、インターネット
等の未利用者の不利益を軽減
することが重要

「世
界
と
闘
え
る
愛
知
」を
支
え
る

産
業
力
、
地
域
力
な
ど
を
生
か
し
つ
つ
、
経
済
、
財
政
を
豊
か
に
す
る
こ
と
に
よ
り
、
住
民
サ
ー
ビ
ス
を
充
実

クラウドをベースとした
業務システムへの進化

暮らしに役立つ
行政サービスへの進化

デジタルコンテンツで加速する
地域ブランディングへの進化

モノづくりの高付加価値化を支える

情報通信産業への進化

信頼のおける
情報通信社会への進化

 

図表2-28 「あいちＩＣＴアクションプラン２０１５」概要 
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2.2.2.1. 愛知県における自治体クラウド推進の動向 

愛知県は、「あいち電子自治体推進協議会」の中に、「自治体クラウド事業部会」を設置し、ＩＴ経費の

削減や災害対策の強化を目的とし、「あいち自治体クラウド推進構想」を推進しています。 

背景として、地方自治体業務に対するクラウド導入は、行政コストの大幅な圧縮、実質的な業務の標

準化の進展、住民サービスの向上のための電子自治体の確立などの観点から喫緊の政策課題となって

おり、平成２２年７月３０日には総務省に「自治体クラウド推進本部」が設置されました。また、国の「新た

な情報通信技術戦略工程表」のうち、「全国共通の電子行政サービスの実現 工程表」では、地方自治

体システムのクラウド化移行の促進がうたわれています。 

また、クラウド化により自治体システムのコストダウンが図れることが、総務省の実証実験、先行事例に

より判明してきており、各自治体における今後のクラウド化推進を後押ししています。 

自治体クラウド事業部会において、自治体クラウド化を推進するにあたり、複数自治体で共同評価グ

ループが構成されています。 
 

※あいち電子自治体推進協議会とは 

愛知県及び県内全市町村（名古屋市を除く）が、共通の目標である電子自治体化を、経費や人

的な面で効率よく、地域全体として格差なく、早期に実現することを目的に平成１５年４月に設立し

た協議会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図表 2-29 あいち自治体クラウド推進構想 
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2.3. 本市情報化の現状 

2.3.1. 新城市地域情報化計画書における主眼とその具体的取り組みについて 

（１）主眼 

「新城市地域情報化計画」は、平成１６年８月策定の新市まちづくり計画（新市建設計画）を受け、本市

の地域情報化の方向性を示すとともに、以下の２つを計画策定の主眼として策定しました。 

・高度情報化社会に対応した地域情報ネットワークを構築するための情報通信基盤整備を通じ、 

テレビ難視聴やブロードバンド環境の改善、携帯電話不感エリアの解消など情報格差の是正 
 

・本庁と支所等を結ぶ情報通信網の整備による、防災・教育・福祉・医療・窓口業務などの各種情報・ 

証明発行サービスの充実を図ることによる電子自治体の構築の推進 

 
 

（２）情報通信基盤整備 

主眼の一つである情報通信基盤整備については、具体的には、市全域における光ファイバによる双方

向の超高速情報通信網を整備して、その基盤を活用した市全域での①ケーブルテレビサービスの提供

や②光インターネットサービスの提供、及び③地域公共ネットワークの整備（公共イントラ）、並びに④携

帯電話エリア整備を主な事業として策定しました。 

本計画書に基づき、平成２０年５月には、総務省の地域情報通信基盤整備推進交付金事業等で、①、

②、③の事業が実現し、また④の一部のエリア（２箇所）についても並行して事業を実施しました。 

④の携帯電話エリア整備については、平成２２・２３年度の２か年で、整備された光ファイバ設備（伝送

路 ９ルート）や愛知県情報通信格差是正事業（移動通信用鉄塔施設整備事業 ７箇所）の活用により、

９箇所（２箇所については、携帯電話事業者の鉄塔自主整備、市の光ファイバ施設の貸与）の携帯電話

不感エリア解消がほぼ実現しました。なお点在する携帯電話不感エリアについては、フェムトセル※サー

ビスの誘致を検討することにより広義の意味で１００％の解消を目指します。またソフトバンクのプラチナバ

ンドサービスが平成２４年７月に開始され、同年度内に１万数千局、平成２５年度末には２万数千局に拡

大を計画しているなど、今後つながりにくいエリアの解消が期待されています。 

 

※フェムトセルとは 

一般家庭や小規模オフィス向けの携帯電話用の超小型基地局として動作をする通信機器のことです。 

 

（ア）光ファイバネットワーク整備事業 

・１８年度（補正） （国）地域情報通信基盤整備推進交付金事業 

               （県）三河山間地域情報格差対策費補助金事業 

・整備対象地域 市内全域 

（イ）移動通信用鉄塔施設整備事業 

・２２・２３年度       （県）三河山間地域情報格差対策費補助金事業 

・整備対象地域 携帯電話不感エリア（７箇所） 
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（３）電子自治体構築の推進 

もう一つの主眼である、新市まちづくり計画（新市建設計画）の７つの基本方針※を機軸にした地域情

報化の主要な施策の推進を行うべく、段階的なシステム導入について検討することを示しました。 

これらについては、情報システム課や各担当課において調査や検討を重ね、今後の効率的な情報化

投資と本市の喫緊の懸案でもあったブロードバンド環境に対応するための情報基盤整備を優先して実施

することとしました。これまでは、市ホームページで技術的な知識がなくても情報を発信することが簡単に

できるＣＭＳ（コンテンツマネジメントシステム）、小中学校の情報発信を積極的に行うための教育システム

の整備、教職員の情報共有・発信に不可欠なグループウェアの導入などを行ってきました。 

また、本市教育システムの整備として実施した各学校ホームページの開設においては、現在小中学校

のホームページ更新回数は１日あたり１．８回、児童生徒数から見た閲覧率は４８．０％であり、これは児童

生徒の家庭の約半数、もしくは２日に１回の割合でホームページを見ているという計算になります。 

今回策定する第２次新城市地域情報化計画においては、合併以降に浮き彫りになってきている諸問

題の解消や本市の目指すべき方向へ情報化の面から寄与するため、前計画の検討内容や世の中の動

きなども加味し、必要に応じて見直しを図りながら、情報通信基盤を有効に利活用したしくみ、システムな

どについて計画し段階的な整備を図り、市民サービスや情報の中心拠点としての新庁舎情報システム整

備・利活用を見据え、あいち電子自治体推進協議会や東三河市町村と共同・連携しつつ、電子自治体

構築を推進していく必要があります。 
 

※ 新市まちづくり計画（新市建設計画）の７つの基本方針とは 

新市の将来像（～人と自然が織りなす～ 笑顔・活力創造都市）を実現するための基本方針 

①自然環境の保全と共生のまちづくり、②活力あふれる産業振興のまちづくり、③潤いと快適の住環

境をめざすまちづくり、④健康と安全・安心のまちづくり、⑤個性を磨く教育・文化のまちづくり、⑥住

民参加と協働のまちづくり、⑦健全な行財政運営をめざすまちづくり 
 

図表 2-30  地域情報化計画目標期間に導入した主要なシステム 

主要な施策 システム名 機能・概要 所管課 
導入 

年度 

防災で安心し

て生活できる

環境づくり 

デジタル防災行政無

線【同報系・移動系】

システム 

無線室に設置された親局から発信された電波を、３

箇所の中継局を介して市内８５箇所の屋外拡声子

局、約 16,000 台の個別受信機で受信する同報システ

ム及び消防職員・消防団連絡用移動無線システム 

防災安全課 H21 

全国瞬時警報システ

ム 

（J－アラート） 

弾道ミサイル情報、津波情報、緊急地震速報等、対

処に時間的余裕のない事態に関する情報を、人工衛

星を用いて国（内閣官房・気象庁から消防庁を経由）

から送信し、市町村の同報系の防災行政無線等を自

動起動することにより、国から住民まで緊急情報を瞬

時に伝達するシステム 

防災安全課 H22 

災害時要援護者支

援システム 

災害発生時に備えて、災害時要援護者（体の不自由

な方や高齢者など）情報を、住民情報システムや福

祉関連システム等を基盤にして平常時から適切に入

力・管理しておき、緊急時や災害発生時には、それら

の情報を活用し、住民に対する迅速な対応を支援す

る災害業務支援システム 

防災安全課 H22 
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主要な施策 システム 機能・概要 所管課 
導入 

年度 

防災で安心し

て生活できる

環境づくり 

ケーブル緊急地震速

報システム 

地震発生直後、気象庁は震源に近い地震計でとらえ

た初期微動（P 波）を解析して、震源（経度、緯度、深

さ）や地震の規模（マグニチュード）を推定します。 

気象庁から提供されるこれらの情報（緊急地震速報）

を基に、主要動（S 波）が到達するまでの予測時間や

予測震度を計算し、その結果を専用端末から音声で

素早く伝えるシステム 

行政課 

防災安全課 

こども未来課

へき地医療支

援室 

教育総務課 

H23 

被災者支援システム 

被災者台帳の作成から被災者証明書、り災証明書の

発行、各種義えん金の配布など、震災発生直後から

必要となる管理等が短期間で利用できるシステム 

防災安全課 H24 

地域に根ざし

た個性ある文

化の創造 

教育支援システム 

CMS（コンテンツマネ

ジメントシステム） 

学校の沿革や教育目標など、いつも決められた場所

に掲載しておきたい情報と日々の学校の様子が伝え

られる情報を切り分けた、総合的な学校ホームペー

ジをデザイン、構築するシステム 

学校教育課 H19 

小中学校グループウ

ェア 

学校間や教育委員会との情報を共有することで、さま

ざまな校務の作業時間を削減し、確実な情報伝達を

実現するとともに、校務のスムーズな ICT 化を支援す

るシステム 

学校教育課 H19 

学校メール配信シス

テム 

携帯電話等のメールアドレスを登録することにより、

学校から保護者へ各種情報を配信するシステム 
学校教育課 H20 

開かれた市政

の推進をささ

える情報化 

電子調達共同システ

ム（CALS/EC） 

インターネットに接続したパソコンから入札参加資格

申請、入札を電子的に実施し、開札結果の閲覧がで

きるシステム 

契約検査課 H19 

新城市ホームページ

及び市民病院ホー

ムページ 

CMS（コンテンツマネ

ジメントシステム） 

市及び市民病院のホームページについて、テキスト

データとウェブページのテンプレート（デザイン）を、そ

れぞれデータベースに登録しておき、条件に添ってテ

キストデータとテンプレートから新しいウェブページを

自動的に生成するシステム 

秘書広報課 

市民病院 
H20 

ケーブルテレビ・デー

タ放送システム 

地域番組チャンネルでイベント情報、お知らせ、休日

夜間診療所、メール配信情報をテキストで自動配信

するシステム 

秘書広報課 H21 

電子調達共同システ

ム 

（物品等システム） 

インターネットに接続したパソコンから入札参加資格

申請、入札を電子的に実施し、開札結果の閲覧がで

きるシステム 

契約検査課 H21 

地方税電子申告シス

テム 

税額の計算から申告書の作成、提出に至るまでの申

告手続き全般にわたり、申告書を持参・郵送しなくて

も、自宅・オフィスなどからインターネットで申告が可

能となるシステム 

税務課 H21 
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主要な施策 システム 機能・概要 所管課 
導入 

年度 

開かれた市政

の推進をささ

える情報化 

ケーブルテレビ議会

中継、投票・開票速

報 

地域番組チャンネルで、市議会一般質問、市長・市

議会議員選挙開票の生放送システム 

議会事務局 

行政課 
H21 

インターネット議会中

継 

インターネットライブ中継やアーカイブ（公開されたフ

ァイルの保管庫）システム 
議会事務局 H21 

行政評価システム 

事務事業レベルでの評価を行い、主要事業、実績報

告、予算要求調書、決算資料などをリンクさせたシス

テム 

企画課 H23 

効率的な行財

政運営の推

進 

光ファイバネットワー

ク監視システム 

光ネットワークを、リモート･テスト、ネットワーク監視

し、異常が発生すればメールで通知するシステム 

情報システム

課 
H19 

オーダリングシステ

ム 

紙に手書きしていた伝票や処方箋内容をコンピュー

タに入力することによって、薬局での処方箋処理から

医事会計までを電子化したシステム 

市民病院 H19 

電子レセプトシステ

ム 

診療報酬の請求を電子媒体に収録した「電子レセプ

ト」で提出を行うシステム 
市民病院 H19 

公営住宅管理システ

ム 
公営住宅の入退居、料金等を管理するシステム 都市計画課 H20 

源泉徴収システム 
源泉徴収票の発行、税務署への報告書の作成等、

源泉徴収事務を管理するシステム 

人事課 

会計課 
H23 

備品管理システム 
契約管理システムと一部連動し、備品を登録・管理す

るシステム 
会計課 H23 

公図デジタル 

マイラーや紙で管理されている公図をデジタル化し、

パソコンで管理する事により閲覧・検索・印刷を簡単

に誰でも行う事ができるシステム 

税務課 H23 

滞納管理システム 
滞納者情報を一元化し、徴収業務を効率よく迅速に

行うシステム 
税務課 H23 

電子カルテシステム 

従来からの紙に記載するカルテに代わって、コンピュ

ータの記憶装置に残すように設計されたデジタルカ

ルテで、患者のデータを共有するシステム 

市民病院 H24 
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図表 2-31  新城市公式ホームページのアクセス数 

年度 H21 年度 H22 年度 H23 年度 

月平均アクセス数 23,600 件 27,000 件 24,900 件 

  

図表 2-32  新城市立学校ホームページの利用状況（平成 24 年 8 月 21 日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（※閲覧率：児童生徒数からみた一日の平均アクセス数の割合） 

本年度累計 一日平均

1 新城小学校 12,457 87.1 19.4 449

2 千郷小学校 16,958 118.6 17.3 684

3 東郷西小学校 7,090 49.6 17.2 289

4 東郷東小学校 15,669 109.6 47.4 231

5 舟着小学校 8,645 60.5 99.1 61

6 八名小学校 13,239 92.6 39.6 234

7 庭野小学校 4,096 28.6 86.8 33

8 鳳来中部小学校 7,489 52.4 27.1 193

9 鳳来寺小学校 4,837 33.8 109.1 31

10 鳳来西小学校 5,399 37.8 145.2 26

11 海老小学校 13,830 96.7 644.8 15

12 連谷小学校 5,050 35.3 706.3 5

13 山吉田小学校 5,964 41.7 74.5 56

14 黄柳野小学校 4,762 33.3 222.0 15

15 東陽小学校 13,746 96.1 82.9 116

16 鳳来東小学校 4,035 28.2 166.0 17

17 菅守小学校 4,317 30.2 215.6 14

18 開成小学校 2,943 20.6 60.5 34

19 巴小学校 7,671 53.6 109.5 49

20 協和小学校 4,293 30.0 250.2 12

21 新城中学校 20,500 143.4 53.5 268

22 千郷中学校 23,504 164.4 45.4 362

23 東郷中学校 19,210 134.3 48.1 279

24 八名中学校 12,788 89.4 59.6 150

25 鳳来中学校 23,572 164.8 56.8 290

26 作手中学校 11,607 81.2 104.1 78

市内全体 273,671 1913.8 48.0 3991

児童生徒数
アクセス数（回） 閲覧率（％）

※
学校名
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図表 2-33  ケーブル緊急地震速報システム導入施設一覧 

 設置施設名 所管課 導入年度 

1 新城市役所東庁舎 

行政課 H23 2 作手総合支所 

3 鳳来総合支所 

4 新城市消防防災センター 防災安全課 H22 

5 新城小学校 

教育総務課 

H23 

6 千郷小学校 

7 東郷西小学校 

8 東郷東小学校 

9 舟着小学校 

10 八名小学校 

11 庭野小学校 

12 鳳来中部小学校 

13 鳳来寺小学校 

14 鳳来西小学校 

15 海老小学校 

16 連谷小学校 

17 黄柳野小学校 

18 東陽小学校 

19 鳳来東小学校 

20 菅守小学校 

21 開成小学校 

22 巴小学校 

23 協和小学校 
H21 

24 山吉田小学校 

25 新城中学校 

H23 

26 千郷中学校 

27 東郷中学校 

28 八名中学校 

29 鳳来中学校 

30 作手中学校 

31 新城幼稚園 

こども未来課 H23 

32 八名幼稚園 

33 中央保育園 

34 城北保育園 

35 千郷東保育園 
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 設置施設名 所管課 導入年度 

36 千郷中保育園 

こども未来課 H23 

37 千郷西保育園 

38 東郷東保育園 

39 東郷中保育園 

40 東郷西保育園 

41 東部保育園 

42 宇利保育園 

43 長篠保育園 

44 鳳来保育園 

45 鳳来西保育園 

46 山吉田保育園 

47 大野保育園 

48 作手保育園 

49 吉川保育園 

50 おおぞら園 

51 鳥原児童館 

52 児童館たんぽぽ 

53 しんしろ助産所 へき地医療支援室 H23 

 

2.3.2. 情報通信環境 

（１）ケーブルテレビ 

山間地域など、地理的な条件によりテレビが受信できない地域においては、共聴組合などを設立し、

共同受信施設を使ってテレビ番組を視聴していました。平成１９年度時点において、市内には６１の共聴

組合があり、市全体では２２．９％の世帯が加入しており、平成２３年７月に地上波テレビ放送がアナログ

からデジタルへと全面変換されたことを受けて、アナログテレビの地上デジタル対応や、共同受信施設の

改修、新たな難視聴地域が発生することなどが予想されたためその対応に迫られていました。 

光ファイバネットワーク整備事業によって整備した光ファイバ施設を、公設民営方式（※）で豊橋ケーブ

ルネットワーク（株）[ティーズ]に貸与することにより、ケーブルテレビサービスの提供が開始され、全市域

において、平成２３年７月の完全地上波デジタル化に向けた受信環境が整いました。 

なお、新城地区の場合、自宅でテレビアンテナを設置することにより、多くの世帯でテレビの視聴が可

能であり、新城地区でのケーブルテレビ加入率は３１％弱と必ずしも高くないため、市政番組等の地域番

組や行政情報等を視聴されていない世帯もあります。しかし、今後ケーブルテレビとインターネットを融合

させたサービス、コミュニティＦＭとの連携や自主放送番組の効果的な展開次第では、加入率の拡大が

期待されるところです。 

また、自主放送番組の取り組みによって、市民の情報共有が進み新たなコミュニティの実現に効果を

発揮しつつあります。 
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※ 公設民営方式とは 

ＩＲＵ（Indefeasible Right of User：破棄し得ない使用権）契約（協定）によって定められ、関係当時者の

合意がない限り破棄又は終了させることができない長期安定的な使用権のこと。これにより地方自治体等

が保有する光ファイバ等を芯線単位で民間等へ貸与することが可能となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 2-34 光ファイバネットワーク整備イメージ（一戸建住宅） 
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図表 2-35 ケーブルテレビ対応【ｃ．ＬＩＮＫ】集合住宅一覧表（公営住宅） 

区別 公 営 住 宅 戸 数 計 

市営住宅 

市営東原住宅 A 棟 24 

228 

市営東原住宅 B 棟 16 

市営東原住宅 C 棟 30 

上市場西住宅 A 棟 12 

上市場西住宅 B 棟 12 

上市場西住宅 C 棟 12 

上市場東住宅 A 棟 24 

上市場東住宅 B 棟 24 

上市場東住宅 C 棟 18 

城山ハイツ   4 

草谷ハイツ 10 

大野住宅 18 

長篠住宅 A 棟 12 

長篠住宅 B 棟 12 

県営住宅 

県営弁天住宅１街区 1 棟 72 

276 

県営弁天住宅１街区 2 棟 60 

県営弁天住宅 2 街区 1 棟 44 

県営弁天住宅 2 街区 2 棟 64 

県営弁天住宅 2 街区 3 棟 36 

※ｃ．ＬＩＮＫとは 

 テレビのアンテナ線などに使われる同軸ケーブルを使い、高速伝送速度を実現する通信技術です。集

合住宅に高速なインターネット接続を提供する場合はイーサネットなどの配線を新規に敷設する必要があ

りますが、古いRC造（鉄筋鉄骨コンクリート）のマンションでは新しい配線を通すだけの空間が確保されて

いないケースも多い。一方、テレビ共聴システムの同軸ケーブルは各世帯を確実にカバーしており、さら

に既設の配線を活用できるため、大規模な工事が必要ないというメリットがあります。 
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図表 2-36 ティーズチャンネル（地域番組）の番組表（平成 25 年 1 月） 
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（２）ブロードバンド 

本市のブロードバンド（１Ｍｂｐｓ以上）環境は、豊橋ケーブルネットワーク（株）[ティーズ]が光インターネ

ットサービスを提供するまでは、ＮＴＴ西日本をはじめとしたインターネットにおける光サービスの提供はさ

れておらず、ＡＤＳＬ４７Ｍｂｐｓ等が展開されていましたが、地域によってはＡＤＳＬ環境が不十分であり、

情報格差が生じていました。 

なお、光収容（アナログ電話回線などの一部区間を、多重化して光ファイバに収容すること）によりＡＤＳ

Ｌを利用できない地域は、中心市街地（人口密度が高い地区）に多くあり、その世帯は全市域の約１５％

を占めています。 

また、光収容の該当地域以外においても、比較的人口が集中している地域では、局から距離が遠いな

どの要因により伝送損失が大きいため、ＡＤＳＬの通信環境が悪い状況にありました。 

しかし、市が市内全域に光ファイバによる双方向の超高速情報通信網を整備したことにより、全市民が

超高速インターネットへ接続できる環境（人口カバー率１００%）が整い、ブロードバンドゼロ地域を解消す

ることが出来ました。 

 

図表 2-37 本市における光ファイバ引込線施設設置工事申込とケーブルテレビサービス申込推移 

世帯数 率 世帯数 率 世帯数 率 世帯数 率

H20.9末 16,471 12,532 76.09% 8,198 49.77% 6,371 38.68% 4,733 28.74%

H21.3末 16,531 12,607 76.26% 8,428 50.98% 7,076 42.80% 4,905 29.67%

H21.9末 16,560 12,777 77.16% 8,724 52.68% 7,220 43.60% 5,173 31.24%

H22.3末 16,602 12,839 77.33% 8,999 54.20% 7,365 44.36% 5,449 32.82%

H22.9末 16,643 12,974 77.95% 9,274 55.72% 7,511 45.13% 5,734 34.45%

H23.3末 16,673 13,148 78.86% 9,624 57.72% 7,668 45.99% 6,087 36.51%

H23.9末 16,735 13,411 80.14% 10,024 59.90% 7,856 46.94% 6,458 38.59%

H24.3末 16,791 13,660 81.35% 10,224 60.89% 7,924 47.19% 6,698 39.89%

H24.9末 17,206 13,915 80.87% 10,527 61.18% 8,029 46.66% 6,991 40.63%

新　城 12,038 9,100 75.59% 5,853 48.62% 3,722 30.92% 4,417 36.69%

鳳　来 4,166 3,877 93.06% 3,745 89.89% 3,500 84.01% 2,041 48.99%

作　手 1,002 938 93.61% 929 92.71% 807 80.54% 533 53.19%

対象世帯 TV申込世帯 ＮＥＴ申込世帯

市 豊橋ケーブルネットワーク（株）

引込申込 ﾃｨｰｽﾞ申込世帯申込年月

 

※平成２０年６月より、加入申込開始 

※平成２４年９月 外国住民に係る住民基本台帳制度の一部改正 

 

（３）地域公共ネットワーク（公共イントラ） 

地域公共ネットワーク（市の公共施設の間を光ファイバなどで接続）の整備により、行政情報の提供や、

窓口のサービスとして住民票、税証明等の発行サービスを行い、また行政内部の情報処理として財務会

計システムやグループウェアへ活用するなど、行政サービスの利便性の向上や行政事務の効率化を推

進する環境を構築できました。 

 また、小学校等の教育機関（幼稚園２、小学校２０、中学校６）は、この地域公共ネットワークに接続し、

学校教育支援システムや財務会計システム、グループウェアなどの行政事務の効率化や情報共有を図る

アプリケーションを導入し、利活用できるようになりました。なお、全国の地方自治体等を相互に接続する

総合行政ネットワーク（ＬＧＷＡＮ）は、すべての地方自治体を相互に接続する行政専用のセキュアなネッ

トワークで構築され、運用されています。さらに、ケーブルテレビでのカメラ中継用ポイントとして市内 6 箇

所をネットワークで接続しました。このネットワークは議会中継等で運用されています。 
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図表 2-38 地域公共ネットワークのイメージ 

 

図表 2-39 イントラ拠点施設一覧表（平成２４年１２月現在） 

№ 拠点施設 住所 備考 

１ 新城市役所 新城市字東入船６－１ 

本庁舎、東庁舎、第二庁舎、仮庁舎、体育

館、勤労青少年ホーム、はつらつセンター

（西館） 

２ 鳳来総合支所 新城市長篠字下り筬１－２ 開発センター含む 

３ 作手総合支所 新城市作手高里字縄手上３２ 消防署作手出張所、歴史民俗資料館含む 

４ 消防防災センター 新城市平井字新栄８３  

５ 消防署鳳来分署 新城市門谷字万寿３－２０  

６ 中央保育園 新城市字東沖野２８－２  

７ 城北保育園 新城市字宮ノ後７８   

８ 千郷東保育園 新城市杉山字野中６４－１  

９ 千郷中保育園 新城市豊栄字スハ山２４８－４  

１０ 千郷西保育園 新城市豊島字馬渡１１－２  

１１ 東郷東保育園 新城市大海字黒瀬２３－７  

１２ 東郷中保育園 新城市八束穂字天王１０４１－２  

１３ 東郷西保育園 新城市上平井字昭和９７０   

１４ 東部保育園 新城市日吉字上ノ風呂５８  

１５ 宇利保育園 新城市中宇利字坂４４－８  

１６ 吉川保育園 新城市吉川字中山４３－１  

新城市
情報センター

新城市役所
＜本庁舎、東庁舎、第二庁舎、仮庁舎＞

鳳来総合支所

その他公共施設

環境関連施設

福祉医療施設
保育園／幼稚園

作手総合支所

小学校

中学校

消防署、鳳来分署、作手分署

インターネット

光ファイバ網
（自営）

100Mbps
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№ 拠点施設 住所 備考 

１７ 長篠保育園 新城市長篠字丸井１９－１  

１８ 鳳来保育園 新城市玖老勢字便福１７    

１９ 鳳来西保育園 新城市布里字栗峯２０－５  

２０ 山吉田保育園 新城市上吉田字松沢５  

２１ 大野保育園 新城市大野字久羅下３９  

２２ 作手保育園 新城市作手高里字縄手上２０－１  

２３ おおぞら園 新城市能登瀬字白岩３２ 旧能登瀬保育園 

２４ 新城幼稚園 新城市字東入船３２－１  

２５ 八名幼稚園 新城市富岡字杉畑５４－５  

２６ 新城小学校 新城市字西入船７６  

２７ 千郷小学校 新城市杉山字前野４－１  

２８ 東郷西小学校 新城市平井字東原３７－１  

２９ 東郷東小学校 新城市八束穂４０４－２  

３０ 舟着小学校 新城市日吉字小袋１３  

３１ 八名小学校 新城市富岡字半ノ木１５－１  

３２ 庭野小学校 新城市庭野字川大田３３  

３３ 鳳来中部小学校 新城市長篠字竹田１４  

３４ 鳳来寺小学校 新城市玖老勢字大栗平１  

３５ 鳳来西小学校 新城市布里字小松ケ根５０  

３６ 海老小学校 新城市海老字宮前１７  

３７ 連谷小学校 新城市四谷字前田３－２  

３８ 山吉田小学校 新城市下吉田字紺屋平１０１  

３９ 黄柳野小学校 新城市黄柳野字池田６８４－２３  

４０ 東陽小学校 新城市大野字小林７０  

４１ 鳳来東小学校 新城市川合字コシ７５－１  

４２ 菅守小学校 新城市作手菅沼字マンゼ１８  

４３ 開成小学校 新城市作手田原字朴橋３  

４４ 巴小学校 新城市作手清岳字ココメ沢９  

４５ 協和小学校 新城市作手杉平字本郷７３  

４６ 新城中学校 新城市字滝ノ上１  

４７ 千郷中学校 新城市杉山字道目記２４  

４８ 東郷中学校 新城市竹広字宮川１６２－２  

４９ 八名中学校 新城市富岡字萩平野３  

５０ 鳳来中学校 新城市長篠字仲野１  

５１ 作手中学校 新城市作手高里字ブック田５  

５２ 清掃センター 新城市庭野字向河原１－１  
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№ 拠点施設 住所 備考 

５３ クリーンセンター 新城市日吉字樋田５６  

５４ 養護老人ホーム寿楽荘 新城市一鍬田字東清水野１２－３  

５５ 新城保健センター 新城市矢部字上ノ川１－８  

５６ 鳳来保健センター 新城市長篠字仲野１６－１１  

５７ 作手保健センター 新城市作手高里字縄手上１０－１ 作手診療所 

５８ 新城市民病院 新城市字北畑３２−１  

５９ 設楽原歴史資料館 新城市竹広字信玄原５５２  

６０ 鳳来寺山自然科学博物館 新城市門谷字森脇６  

６１ 長篠城址史跡保存館 新城市長篠字市場２２－１  

６２ 作手Ｂ＆Ｇ海洋センター 新城市作手白鳥字鬼久保５－２３  

６３ つくで手作り村管理棟 新城市作手清岳字ナガラミ１０－２  

６４ つくで手作り村情報案内施設 新城市作手清岳字ナガラミ１０－２  

 

図表 2-40 新城市内ケーブルテレビ中継ポイント一覧表（平成２４年１２月現在） 

№ 中継ポイント コンセント設置 種類 中継内容 

１ 新城市役所 東庁舎３F 議場 コンセント 議会 

２ 新城市民体育館 ３F 競技場 コンセント 開票速報 

３ 新城文化会館 小ホール コンセント 文化イベント 

４ 新城まちなみ情報センター ３F デジタル工房 
定点カメラ 

コンセント 
定点カメラ、映像伝送 

５ 消防防災センター 災害対策本部室（講堂） コンセント 映像伝送 

６ 県立桜淵自然公園 笠岩橋付近 
定点カメラ 

コンセント 
さくらまつり、開花情報、花火大会 

 

（４）携帯電話 

携帯電話は、移動通信手段として今や固定電話と同様に日常生活に深く浸透しています。本市では

平成１９、２２、２３年度の３か年において、携帯電話不感エリアを解消するために、携帯電話サービス提供

を前提とした市の光ファイバ伝送路貸し出しや、携帯電話鉄塔施設整備工事を実施し、平成１９年度にお

いては、塩瀬、一色の２地区、平成２２年度では、作手高松（赤羽根【北側】）、作手高松（東高松）、作手

岩波、作手木和田（上木和田）、作手木和田（下木和田）の５地区、平成２３年度では、作手鴨ケ谷、作手

守義（小田）、中島（山中）、川合【宇連ダム付近】の４地区において携帯電話のサービスエリア拡大に取り

組んできました。 

しかし事業終了後においても、未だ、一部の点在する地域においては携帯電話不感エリアが残されて

います。今後も、携帯電話事業者に対し、これらの地区の携帯電話不感エリアの解消を引き続き要望して

いきます。ただし鉄塔基地局を設置してもなお残る携帯電話不感エリアについては、家屋内などにピンポ

イントで電波状況を改善する超小型基地局用ホームアンテナによるフェムトセルサービスの誘致が有効な

方策となります。 

なお、フェムトセルのサービスを受けるには、光ブロードバンドの接続が必要であり、ソフトバンクモバイ

ル(株)においては、豊橋ケーブルネットワーク（株）[ティーズ]の光インターネットで平成２４年１２月からサ

ービス利用ができるようになりました。 
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図表 2-41 携帯電話エリア拡大地区（携帯電話不感エリア解消） 

エリア整備年度 エリア名 サービス提供会社 市の施設整備 

平成１９年度 
塩瀬エリア docomo 伝送路 

一色エリア docomo 伝送路 

平成２２年度 

作手高松（赤羽根）エリア【北側】 docomo 鉄塔＋伝送路 

作手高松（東高松）エリア docomo 伝送路 

作手岩波エリア docomo 伝送路 

作手木和田（上木和田）エリア docomo 鉄塔＋伝送路 

作手木和田（下木和田）エリア docomo 鉄塔＋伝送路 

平成２３年度 

作手鴨ヶ谷エリア au 鉄塔＋伝送路 

作手守義（小田）エリア au 鉄塔＋伝送路 

中島（山中）エリア docomo 鉄塔＋伝送路 

川合エリア【宇連ダム付近】 docomo 鉄塔＋伝送路 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  光ファイバ伝送路と携帯電話鉄塔施設整備（無線基地局） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 2-42 携帯電話エリア拡大における設備イメージ 

 

 

 

 

フェムトセル （超小型基地局用ホームアンテナ） 
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2.3.3. 市民の情報化意向調査（アンケート）結果 

2.3.3.1. 調査概要 

本市の地域の情報化の現状等を把握し、今回の計画における情報化施策の立案を行うため、市民に

対しアンケート調査を以下のとおり実施しました。 

■調査実施期間：平成２４年５月２５日～６月１５日 

■調査対象：１８歳以上の市民 

■調査方法：郵送による送付、回収・・・回収数：１,１９９人／送付数：３，０００人（回収率：４０％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  図表 2-43                           図表 2-44 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  図表 2-45                            図表 2-46 

 

 

 

 

 

 

 

 

  図表 2-47 

職業
回答無し

2%

作業・
技術職

19%

専門・
技術職

16%

家事専業
14%

事務職
14%

自由業
1%

学生
3%

自営業
6%

無職
8%

販売・
サービス職

10%

農林漁業
4%

経営・
管理職

3%

[N=1199]居住地区

新城地区
57%

鳳来地区
30%

作手地区
11%

回答無し
2%

[N=1199]

職場（通学地）

回答
無し
24%

新城
市外
28%

新城
市内
48%

[N=1199]

性別
回答無し

1%

女
51%

男
48%

[N=1199] 年齢

30代
19%

40代
22%

50代
26%

回答無し
1%

60代
13%

70代以上
4%

10代
3%

20代
12%

[N=1199]



 

  

Page 46 
 

2.3.3.2. 情報の入手方法 

（１） 情報の入手  

『普段の日常生活の情報入手手段』は「新聞」（７６％）、「テレビ」（７４％）、が圧倒的に多く、次に多い

手段として「インターネット」「回覧板・市広報紙」が活用されています。インターネット利用率については、

前回の調査（新城市地域情報化計画、平成１８年実施）と比較すると２７％から５４％へ増加しています。こ

れは、光ファイバによる情報通信基盤網の整備による、インターネット環境の充実の効果と考えられます。

さらに、携帯電話により日常生活の情報を入手している人は３６％と、前回の調査より２２ポイントの増加が

みられました。 

また『行政情報の入手方法』は「回覧板・市広報紙」が６４％と最も多く、次いで「防災行政無線（個別受

信機）」（５２％）となっています。 

近年利用者数が増加している、「スマートフォン」や「タブレット端末」から情報を入手していると回答した

割合は日常の情報入手手段としてはそれぞれ１７％と３％、行政情報の入手手段として利用していると回

答した割合は「スマートフォン」が４％、「タブレット端末」が０．３％で、今後は増加していくと考えられます。 

また『本市からの各種情報の案内に関する満足度』は、「十分に満足している」、「まあまあ満足してい

る」との回答が合計５３％で過半数を超える一方で、「あまり満足していない」、「全く満足していない」と回

答した人が２２％という結果となりました。前回の調査と比較するとやや減少したものの、情報案内につい

て不満をもっている人が多数いることが伺えます。 

『情報案内に満足していない理由』として一番多く挙げられたのは、「ほしい情報がどこにあるかわから

ない」で３８％、次いで「十分な情報の入手手段が提供されていない」（２６％）、「ほしい情報が少ない」（２

３％）、「ほしい情報の入手に手間がかかる」（９％）という結果であり、前回の新城市地域情報化計画（平

成１８年）の際と同様の順番でした。これらの結果から、市民へ分かりやすい情報提供を行うことと、情報

入手手段の整備及びその浸透が必要だと考えます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 2-48 今回のアンケート結果（H24）及び前回のアンケート結果（H17 青格子模様） 

日常生活の情報入手手段（複数回答）

2%

3%

17%

29%

31%

36%

36%

49%

54%

74%

76%

その他

タブレット端末

スマートフォン

ラジオ

ケーブルテレビ（ティーズ）

雑誌

携帯電話

回覧板・市広報紙

インターネット

テレビ（アンテナ受信）

新聞

[N=1199]

30%

32%

27%

93%

90%

64%

H24
H17

H24
H17

H24

H17

H24
H17

H24
H17

H24
H17

H24
H17

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

14%

H24

H24

H24

H24
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図表2-49 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 2-50                            図表 2-51 

 

 

 

 

 

本市からの情報案内に関する満足度

わからない
23%

全く満足してい
ない
4% あまり満足し

ていない
18%

まあまあ満
足している

49%

無回答
2%

十分に満足してい
る

4%

[N=1199] 満足していない理由

ほしい情報の
入手に時間が

かかる
9%

ほしい情報が
少ない

23%

ほしい情報が
どこにあるか
わからない

38%

十分な情報の
入手手段が提
供されていな

い
26%

その他
4%

[N=261]

行政情報入手方法（複数回答）

1%

2%

3%

4%

4%

4%

4%

6%

9%

9%

10%

13%

15%

16%

19%

25%

33%

52%

64%

0.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

タブレット端末

メールガジン

雑誌

ラジオ

スマートフォン

携帯電話

電話問い合わせ

市メール配信システム

市役所など窓口での案内

公共設の情報コーナー

その他

パンフレット

インターネット

町内会の会合

テレビ

市ホームページ

ティーズチャンネル（いいじゃん新城）

新聞

防災行政無線（個別受信機）

回覧板・市広報紙

[N=1199]
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（２） 家庭にある情報機器  

『家庭にある情報機器』としては「携帯電話」が８９％と最も多く、次いで「パソコン」（８０％）、「ラジオ」（７

５％）、「ファクシミリ」（５３％）、「衛星放送受信機」（４６％）でした。 

またスマートフォンやタブレット端末において、現在持っているという回答は「スマートフォン」が３３％、

「タブレット端末」が７％ですが、現代社会におけるスマートフォン、タブレット端末の急速な普及動向を踏

まえると、今後はさらに所有者が増えることが想定されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 2-52 

 

2.3.3.3. 家庭でのインターネット接続環境 

（１） 家庭でのインターネット接続環境 

『家庭でのインターネット接続環境』については「インターネットに接続している」との回答が８１％と多数

で、「インターネットに接続していない」との回答は１６％でした。この結果を、光ファイバーネット基盤を整

備し、ＣＡＴＶ事業を開始する前の平成１８年に実施したアンケート結果（インターネット利用率４８％）と比

較すると、インターネットを利用する人が大幅に増加したことがわかります。 

また、インターネット利用者を対象にした『インターネットへの接続方法（複数回答可）』についての回答

は、「パソコンでの接続」が９２％（豊橋ケーブルネットワーク（株）[ティーズ]、ＡＤＳＬ、ＩＳＤＮ他の合計値）

である以外に、「携帯電話」（３６％）、「スマートフォン」（２５％）、「タブレット端末」（４％）という結果でした。 

インターネットを接続していると回答した人を年代別にみると、１０代～５０代は８０％以上であったのに

対し、６０代では６４％、７０代では４７％が接続しているという結果でした。 

さらに、『インターネットの利用目的』については、「最新情報やニュースの検索」が最も多く（７５％）、

「オンラインショッピングやオークション」（５３％）、「ホームページ・ブログなど」（５０％）など、情報収集だけ

でなく、商品購入や情報発信の手段として利用する人も多いことがわかります。 

 

 

 

 

家庭にある情報機器（複数回答）

83人

390人

551人

630人

898人

959人

1066人

83人

126人

346人

352人

422人

663人

41人

62人

93人

30人

17人

10人

35人

4人

391人

294人

266人

206人

165人

122人

88人

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

タブレット端末

スマートフォン

衛星放送受信機

ファクシミリ

ラジオ

パソコン

携帯電話

１. ある

２. ない

３. ないが今後所有したい

回答無し

[N=1199]

89％

80％

75％

53％

46％

33％

7％ 55％

29％

35％

29％

3％

7％

11％ 14％

7％

10％

25％

33％

22％

17％

1％

3％

5％

8％

1％

3％
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   図表2-53                             

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 2-54 

 

 

            

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 2-55 

年代別インターネット接続有無

87％
94%

83% 87% 84%

64%

47%

13％ 4%
16% 11% 13%

28%

33%

1%

2%
1%1%

1%

8%

6%
2%

1%
1%

12%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

10代 20代 30代 40代 50代 60代 70代

回答無し

わからない

接続していない

接続している

[N=1186]

0%

インターネット接続有無

わからない
1%

回答無し
2%

接続してい
ない
16%

接続して
いる
81%

[N=1199]

69%

20%

3%

1%

36%

25%

4%

2%

0.5%

インターネットへの接続方法(複数回答)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

パソコン：光ケーブル・インターネット(ティーズ)

パソコン：ＡＤＳＬ

パソコン：ＩＳＤＮ

パソコン：その他

携帯電話

スマートフォン

タブレット端末

わからない

その他

[N=971]
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図表 2-56 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図表2-57 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

インターネット利用頻度

回答無し
4%

今は利用して
いないが、将
来は利用した

い
7%

ときどき利用
している

32%

あまり関心が
なく、利用し

ていない
15%

よく利用して
いる
42%

[N=1199]

インターネット利用目的(複数回答)

75%

53%

50%

45%

37%

35%

26%

13%

11%

10%

5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

最新情報やニュースの検索

オンラインショッピングやオークション

ホームページ・ブログなど

電子メールの交換

動画配信サイトの閲覧

各種予約、申し込み

音楽やソフトなどのダウンロード

メールマガジンの購読

掲示板やチャット

インターネットバンキング

その他

[N=886]
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（２） インターネットの利用場所  

インターネットを「よく利用する」「ときどき利用している」と回答した人（Ｎ＝８８６人）を対象に、『インター

ネットを利用する場所』について質問した結果は、「自宅で利用している」と回答した人が９１％で最も多く、

次に「職場」（３７％）、「公共施設」（５％）、「インターネットカフェ」（５％）となりました。利用場所別の満足

度については、「自宅で利用している」と回答した人のうち満足している（８７％）、満足していない（１３％）、

「職場」では満足している（８６％）、満足していない（１４％）、「あらゆる場所で利用」では満足している（７

５％）、満足していない（２５％）、「公共施設」では満足している（６７％）、満足していない（３３％）、「インタ

ーネットカフェ」では満足している（７３％）、満足していない（２７％）でした。 

またインターネットを利用していない人（Ｎ＝２６３）を対象に、『インターネットを利用していない理由』を

質問した結果は、「興味がない、必要性を感じない」が最も多くみられました（１３６人）。年代別にみた『イ

ンターネットを利用していない理由』については、４０代では「セキュリティ面に不安がある」、５０代では「通

信速度が遅くてつながりにくい」、６０代では「特に理由はない」、７０代では「興味が無い、必要性を感じな

い」という理由がそれぞれ最も多くみられました。さらに、『もしインターネットを利用するとした場合に、利

用したいと思う内容』については「最新情報やニュースの検索」が最も多く（９２％）、また、利用する場所に

ついては「自宅で利用したい」と回答する人が最も多いという結果になりました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表2-58 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

インターネット利用場所と満足度(複数回答)

0 100 200 300 400 500 600 700 800 900

その他

公共施設で利用している

インターネットカフェで利用している

あらゆる場所で利用している

職場で利用している

自宅で利用している

満足

満足していない

(人)

325人(37%)

106人(12%)

48人(5%)

48人(5%)

75%

33%67%

27%73%

807人(91%)

[N=886]

0人(0%)

13%

86%

87%

25% 

14% 
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図表2-59 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表2-60 

 

 

 

 

 

 

 

 

年代別にみたインターネットを利用していない理由（複数回答）

4%

3%

3%

0%

8%

15%

6%

20%

13%

10%

13%

13%

16%

14%

13%

25%

28%

10%

13%

28%

31%

43%

36%

50%

32%

29%

35%

31%

25%

27%

25%

25%

23%

34%

13%

16%

10%

9%

4%

10%

22%

2%

2%

4%

3%

1%

2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

興味が無い、必要性を感じない

きっかけがない

インターネット接続や操作方法が難しい

機器の金額や通信料金が高い

通信速度が遅くてつながりにくい

セキュリティ面に不安がある

特に理由はない

その他

10代
20代

30代

40代
50代

60代
70代

[N=263]

インターネットを利用していない理由（複数回答）

136人

86人

70人

64人

62人

52人

4人

25人

0 20 40 60 80 100 120 140 160

興味がない、必要性を感じない

インターネット接続や操作方法が難しい

きっかけがない

特に理由はない

機器の金額や通信料金が高い

セキュリティ面に不安がある

通信速度が遅くてつながりにくい

その他

[N=263]

(人)
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図表2-61 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表2-62 

 

 

インターネットを利用したい場所（複数回答）

3%

2%

3%

4%

6%

55%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

その他

職場で利用したい

インターネットカフェで利用したい

公共施設で利用したい

あらゆる場所で利用したい

自宅で利用したい

[N=263]

インターネットで利用したいもの（複数回答）

92%

54%

48%

46%

34%

34%

30%

9%

8%

6%

5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

最新情報やニュースの検索

各種予約、申し込み

オンラインショッピングやオークション

音楽やソフトなどのダウンロード

ホームページ、ブログなどでの情報発信

電子メールの交換

動画配信サイトの閲覧

その他

メールマガジンの購読

掲示板やチャット

インターネットバンキング

[N=263] 
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2.3.3.4. 新城市の情報サービスについて 

（１） 必要な本市の情報サービス  

本市の情報サービスとして「必要である」と回答した人の割合（複数回答）については、前回の地域情

報化計画のアンケートと同じく「防災・気象・災害時の情報」が最も高いという結果となりましたが、その割

合は６２％から７８％へと増加がみられました。またその他の項目については「保健・福祉・医療情報」（６

７％）、「道路・交通情報」（５０％）、「観光・イベント情報」（４８％）、「役所、学校その他各種団体の情報」

（４７％）の順で関心が高いという結果でした。 

情報を入手する手段としては、新聞や携帯電話、スマートフォン等さまざまですが、本市からの情報提

供方法として充実させてほしいもの（複数回答）としては、「防災行政無線（個別受信機）」と回答した人が

最も多く（４１％）、他にも「市ホームページ」「回覧版・市広報紙」「ティーズチャンネル（いいじゃん新城・テ

レビ）」などが上位を占めました。 

これらの結果から、昨今の震災発生や異常気象の影響で防災の意識が高まっており、災害発生時や

発生に備えた情報提供に対する必要性が最も高く、他にも要望の高い情報について、情報提供を充実さ

せていく必要があることが分かりました。 

今後、より市民ニーズに近い情報サービスを提供できるよう「情報提供の具体的な内容（例えば携帯電

話やスマートフォンであれば、メールでの提供なのか、インターネットのホームページでの提供なのか、Ｓ

ＮＳでの提供なのか等）」なども把握していくことが重要です。 

 

             

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表2-63      

 

必要と考える本市の情報(複数回答)

27人(2%)

234人(20%)

287人(24%)

329人(27%)

343人(29%)

377人(31%)

397人(33%)

419人(35%)

421人(35%)

458人(38%)

463人(39%)

568人(47%)

580人(48%)

596人(50%)

803人(67%)

934人(78%)

0人 100人 200人 300人 400人 500人 600人 700人 800人 900人 1000人

その他

生涯学習情報

市議会情報

子育て情報

企業・雇用情報

高齢者の暮らしに関する情報

生活情報・相談情報

リサイクル・環境情報

スポーツ・文化などの施設情報

ニュースや出来事の情報

近隣地域の情報

役所、学校その他各種団体の情報

観光・イベント情報

道路・交通情報

保健・福祉・医療情報

防災・気象・災害時の情報

[N=1199] 
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図表2-64 

 

（２） 電子自治体推進に対する意見  

地域の情報サービスとして、『インターネットなどを用いた電子自治体を推進するにあたり、どのように取

組むべきか』という問いに対しては、「有効性をよく検討し、市の負担が軽くなるように効率的に取り組むの

がよい」（４３％）との回答が最も多いという結果になりました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表2-65 

 

 

 

 

電子自治体推進に対する意見
現状では必要ない
ので、取り組む必

要はない

3%

回答無し

2%

その他
4%

わからない

9%

一部の人しか必要
ないので、慎重に

取り組むべきだ

18%

有効性をよく検討

し、市の負担が軽
くなるように効率

的に取り組むのがよい

43%

生活が便利になる
ので、積極的に取

り組むのがよい

21%

[N=1199]

0人 50人 100人 150人 200人 250人 300人 350人 400人 450人 500人

メールマガジン

その他

雑誌

ダイレクトメール

ラジオ

電話問い合わせ

町内会の会合

スマートフォン

パンフレット

携帯電話

市役所など窓口での案内

市メール配信システム

公共施設の情報コーナー

新聞

インターネット

ティーズチャンネル（いいじゃん新城・テレビ）

回覧板・市広報紙

市ホームページ

防災行政無線（個別受信機）

46人(4%)

49人(4%)

52人(4%)

55人(5%)

67人(6%)

92人(8%)

93人(8%)

142人(12%)

142人(12%)

162人(14%)

170人(14%)

181人(15%)

183人(15%)

286人(24%)

347人(29%)

374人(31%)

398人(33%)

429人(36%)

493人(41%)

市として充実して欲しいと思う情報提供方法(複数回答) [N=1199]
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（３） あれば便利な市民サービス  

『今後本市が情報化を進めていく上で、あると便利な市民サービス』については、「自動交付機による休

日、時間外での住民票や印鑑登録証明書の発行サービス」が最も多く（６０％）、「高齢者・障がい者の緊

急時通報サービス」（３９％）、「自宅や公共施設など身近なところで市役所とのやり取り（手続き）ができるＩ

Ｔ環境整備」（３６％）、「子育て支援、小学生などの見守り支援サービス」（３２％）などの要望が高いことが

分かりました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表2-66 

 

 

 

 

 

情報化を進めていく上で、あれば便利な市民サービス（複数回答）

25

25

43

68

68

90

88

85

92

95

126

97

147

137

159

155

183

219

252

224

252

411

18

31

32

41

45

46

49

46

63

42

99

61

76

64

94

98

122

126

152

158

221

17

12

8

15

21

19

24

21

26

26

23

18

29

34

32

45

49

54

76

9 4

4

10

0人 100人 200人 300人 400人 500人 600人 700人 800人

その他

テレビ会議などを用いた学校教育の充実やテレビ電話相談の受付

情報セキュリティなどに係る勉強会の開催

携帯電話などによる公共料金などの決済に係るサービス

コミュニティーFMラジオ放送局の設置またはエフエム豊橋の放送エリアの拡大

電子書籍を貸し出しできる図書館サービス

公共施設などでの公衆無線LANサービス

公共施設など身近な所でインターネットが利用できるパソコンの環境整備

市民パソコン塾など、パソコン操作・情報利活用能力の向上支援

農作物の計画、生産、販売に係る情報の一元的な管理、収集、提供による農業支援

書館蔵書の貸出し予約、購入希望図書申請等を行うサービス

ケーブルテレビ放送で食料・生活用品などの注文、配達がされる買い物支援サービス

スマートフォンでの市ホームページ、観光・防災等のアプリケーションサービス

生涯学習情報（講座、施設、講師、サークルなど）の提供、講座や
　イベント予約受付けなどのオンライン化による生涯学習サービス

公共施設の空き状況の確認、予約を行うサービス

公共交通機関の利用に係るサービス

電子地図（地理情報システム）を使った災害時避難場所等の検索を行う防災サービス

検診、健康診断または健康相談の申し込み、結果照会を行うサービス

子育て支援、小学生などの見守り支援サービス

自宅や公共施設など身近な所で市役所とのやり取り（手続き）ができるIT環境整備

高齢者・障がい者の緊急時通報サービス

自動交付機による休日、時間外での住民票や印鑑登録証明書の発行サービス

新城地区

鳳来地区

作手地区

[N=1199]

723人(60%)

473人(39%)

431人(36%)

431人(36%)

383人(32%)

320人(27%)

286人(24%)

246人(21%)

241人(20%)

237人(20%)

228人(19%)

195人(16%)

188人(16%)

160人(13%)

159人(13%)

151人(13%)

147人(12%)

124人(10%)

120人(10%)

87人(7%)

40人(3%)

49人(4%)
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（４） その他ご意見など  

本市の情報化推進にあたり調査アンケートを行った結果、市民の皆さまより様々なご意見・ご提言をい

ただきました。それらの中には、「パソコンが使えない高齢者への配慮をした情報提供方法を検討して欲

しい」、「高齢者夫婦や一人暮らし世帯、買い物難民の増加に対して対策をして欲しい。インターネットで

買い物ができるようになると便利」といった、高齢者にやさしい情報化整備を求めるご意見や、「子育て支

援の情報やサービスをもっと増やして欲しい」、「学校教育でのICT教育を充実して欲しい」といった子ども

や教育のための情報化を求めるご意見、「市の観光をアピールし、観光客を呼び込んで活気のある市に

して欲しい」など、観光分野における活性化に向けたご意見、さらに災害対策を考慮し「情報伝達がストッ

プした時の対策をしっかりやってもらいたい」などのご意見がありました。 
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2.3.4. 職員の情報化意向調査（アンケート）結果 

2.3.4.1. 調査概要 

本市の庁内情報システムの現状を把握するために、本市職員に対しアンケート調査及び、問題点や

要望・留意点等を深堀するため、ヒアリング調査を以下のとおり実施しました。 

■アンケート調査実施期間：平成２４年７月３日～８月３１日 

■ヒアリング実施日：平成２４年７月１７日、７月２０日 

 

図表2-67 調査対象システム一覧 

No 区分 所管課 アンケート調査 ヒアリング調査 

1 

住民記録 

住民記録 

市民保険課 

○ ○ 

2 印鑑登録 ○ ○ 

3 住基ネット ○ ○ 

4 戸籍 ○ ○ 

5 

市民税 

住民税 

税務課 

○ ○ 

6 申告支援 ○ ○ 

7 課税状況調べ ○ ○ 

8 産業分類 - ○ ○ 

9 

固定資産税 

固定資産 ○ ○ 

10 償却資産 ○ ○ 

11 概要調書 ○ ○ 

12 家屋評価 ○ ○ 

13 課税原票管理 ○ ○ 

14 公図管理 ○ ○ 

15 軽自動車税 - ○ ○ 

16 法人住民税 - ○ ○ 

17 
収納・滞納消込 

収納・滞納消込 ○ ○ 

18 滞納管理 ○ ○ 

19 税証明 - ○ ○ 

20 住登外・送付先 - ○ ○ 

21 口座（振替） - ○ ○ 

22 
国民年金 

国民年金 

市民保険課 

○ ○ 

23 福祉年金 ○ ○ 

24 

国民健康保険 

資格 ○ ○ 

25 賦課 税務課 ○ ○ 

26 給付 
市民保険課 

○ ○ 

27 国保ライン･調整交付金 ○ ○ 
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No 区分 所管課 アンケート調査 ヒアリング調査 

28 

福祉医療 

子ども医療（資格） 

市民保険課 

○ ○ 

29 障害者医療（資格） ○ ○ 

30 母子家庭等医療（資格） ○ ○ 

31 精神障害者医療（資格） ○ ○ 

32 
後期高齢者福祉医療 

（資格） 
○ ○ 

33 振込 ○ ○ 

34 児童手当 - 

こども未来課 

○ ○ 

35 児童扶養手当 児童扶養手当 ○ ○ 

36 保育料 - ○ ○ 

37 介護保険 介護保険 長寿課 ○ ○ 

38 
後期高齢者 

賦課・徴収 
市民保険課 

○ ○ 

39 福祉給付金 ○ ○ 

40 

健康管理 

成人健診 

健康課 

○ ○ 

41 母子健診 ○ ○ 

42 予防接種 ○ ○ 

43 障がい者福祉 - 福祉課 ○ ○ 

44 
インフルエンザ 

予防接種 
- 健康課 ○ ○ 

45 
生活保護 

- 
福祉課 

○ ○ 

46 - ○ ○ 

47 選挙 期日前・不在者投票 行政課 ○ ○ 

49 農家台帳 農家農地台帳 農業課 ○ ○ 

50 
上下水道使用料 上下水道使用料 

水道課 ○ ○ 

51 下水道課 ○ ○ 

52 
同報無線戸別 

受信機管理 
無線管理 防災安全課 ○ ○ 

53 人事・給与 - 人事課 ○ ○ 

54 ＣＭＳ - 秘書広報課 ○ ○ 

55 人口流動把握 - 市民保険課 ○ ○ 

56 
市営住宅使用料・振

替 
- 都市計画課 ○ ○ 

57 IT 総合管理 - 情報システム課 ○ - 
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2.3.4.2. 情報セキュリティ対策 

『情報セキュリティ対策の実施状況』については、「書類や記録媒体の適切な管理」は約９割の調査対

象システムで行われており、人的セキュリティの「外部で実施する場合の許可」においても約８割が実施を

しているものの、個人情報を取り扱う上ではセキュリティ対策実施のさらなる向上が望まれます。 

一方、「パスワードの定期的な変更と指導」についても３割以上が未実施という状況で、「自己点検の実

施」も約３割が未実施であるなど、基本的な運用セキュリティ及び人的セキュリティ対策が充分に講じられ

ていないといえます。本市の情報システムでは、機密性が高い個人情報を取り扱うことがほとんどであるこ

とから、これらのセキュリティ対策をさらに進めることが必要です。 

情報セキュリティ対策の実施状況（クライアント）　　　　　　　　　　　　　　[N=57]

91.1%

80.4%

64.3%

62.5%

8.9%

14.3%

35.7%

37.5%

5.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

【物理的セキュリティ】

書類や記録媒体の適切な管理

【人的セキュリティ】

外部で実施する場合の許可

【人的セキュリティ】

PWの定期的な変更と指導

【運用セキュリティ】

自己点検の実施

1:実施している ２：実施していない 未回答
 

図表 2-68 
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職員による評価と再構築意向 

（１）主管課の評価 

（ア）全体の満足度 

 『業務主管課における情報システムの満足度』について、

全体の満足度は、「非常に満足」（１４％）、「やや満足」（５

３％）となっており、合計して約3分の２が現状には満足して

います。業務への不満は「やや不満」（２％）、「不満」

（３％）と、少ないように見えますが、実際のヒアリング調査

の回答では、現行システムへの問題点や改善要求が多く

見られました。 

 

 

図表2-69 

 

（イ）市民サービス向上への貢献度 

『情報システムの市民サービスの貢献度への評価』につ

いて、全体的な評価は、「非常に貢献」（１６％）、「やや貢

献」（４７％）と、合計して約３分の２以上のシステムが住民

サービス向上に貢献していると評価されています。 

「あまり貢献していない」（２％）、「まったく貢献していな

い」（０％）と、無駄・無意味な情報システムはほとんど存在

していないという評価がされています。 

 

 

 

図表2-70 

 

（ウ）業務効率化への貢献度 

『情報システムの業務効率化の貢献度への評価』につ

いて、全体評価は、「非常に満足」（３５％）、「やや貢献」（４

０％）と、合計で約７割が貢献していると評価しており、業務

効率化に情報システムが大きく貢献していると評価されて

います。   

 

 

 

 

図表2-71 

1：非常に満足
14%

2：やや満足
53%

3：どちらともい
えない

28%

4：やや不満
2%

5：不満
3%

未回答・不明
0%

業務効率化への満足度 　　 [N=57]

1：非常に貢献
16%

2：やや貢献
47%

3：どちらとも
　いえない

35%

4：あまり貢献
していない

2%

5：全く貢献し
ていない

0%

未回答・不明
0%

市民サービス向上への貢献度 　 [N=57]

1：非常に貢献
35%

2：やや貢献
40%

3：どちらとも
　　いえない

19%

4：あまり貢献
していない

2%

5：全く貢献し
ていない

2%

6：該当しない
2%

未回答・不明
0%

業務効率化への貢献度 　 [N=57]
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2.3.4.3. システムの評価と問題点 

各情報システムについての問題点等についてアンケート調査とヒアリングを実施し、各設問に対する

職員の回答について以下にまとめました。 

（１）各分野の問題点 

（ア） 業務遂行・システム機能上の問題点 

『業務遂行・システム機能上の問題点』については、機能改善箇所が「あり」という設問に対して 

の指摘が目立って多く、続いてデータ連携の問題点が多く挙げられました。 

 

図表 2-72  

 

24.6%

12.3%

45.6%

5.3%

8.8%

1.8%

40.4%

71.9%

84.2%

50.9%

89.5%

87.7%

94.7%

52.6%

3.5%

3.5%

3.5%

5.3%

3.5%

3.5%

7.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

データ連携不備
による業務非効率

データ抽出や
検索の非効率

機能改善
箇所あり

レスポンス上
の問題あり

操作性の
問題あり

合併時における
問題が残る

良い点や
評価できる点がある

当てはまる 当てはまらない 未回答

業務遂行・システム機能上の問題点　　　　　　　　　　　　　[N=57]
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（イ）端末・周辺機器、利用環境上の問題点 

『端末・周辺機器、利用環境上の問題点』については、「基幹系のパソコン端末と内部情報系の

パソコン端末が２種類あり無駄かつ不便」の問題点の指摘が多くなっています。 

また、「専用端末の不足」についても、繁忙期のお客様対応で不足することが多いとの意見も

多々見受けられました。これらの問題に対しては、基幹系ネットワークと内部情報系ネットワークの

統合などについても検討していく必要がありますが、その際にはセキュリティについても充分な留意

が求められます。 

 

図表 2-73 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5.3%

12.3%

1.8%

35.1%

26.3%

91.2%

84.2%

94.7%

61.4%

68.4%

3.5%

3.5%

3.5%

3.5%

5.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

専用端末による無駄

専用端末の不足

HW仕様、更改時期、
OS等の相違による

不便・非効率

業務端末と職員PCがあり
無駄かつ不便

良い点や
評価できる点がある

当てはまる 当てはまらない 未回答

端末・周辺機器、利用環境上の問題点　　　　　　　　　　　　　[N=57]
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（ウ）システム開発や保守・運用管理上の問題点 

『システム開発や保守・運用管理上の問題点』については、全体的に指摘はあまりみられません

でした。 

個別では「毎日サーバ室にてサーバ管理や手動でバックアップ管理を行うのは負担になってい

る」、「戸籍副本など外部媒体にデータのバックアップをとる作業が増加し負担になっている」などの

指摘があり、バックアップに関して、一部の担当に負担がかかっていることがわかりました。 

 

図表 2-74  

5.3%

1.8%

3.5%

5.3%

5.3%

1.8%

14.0%

91.2%

94.7%

93.0%

78.9%

91.2%

94.7%

94.7%

68.4%

3.5%

3.5%

3.5%

15.8%

3.5%

5.3%

3.5%

17.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

開発・保守の
業務負担

運転時間制限
による不便

老朽化・硬直化
による信頼性の低下

サーバ管理の
業務主管課
での負担

障害対応・
サポート体制

の問題

バージョンアップや
ミドルウェアの更新

の手間

システム毎の
管理やデータ保守
の複雑化・負担

良い点や
評価できる点

がある

当てはまる 当てはまらない 未回答

システム開発や保守・運用管理上の問題点　　　　　　　　　　　　　[N=57]
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（エ） 組織体制に関する問題点 

『組織体制に関する問題点』については、「情報システムに係るスキル確保・維持」に指摘が見

受けられました。 

保育料システムからは「法改正によるシステム改修などは導入業者に対し依存する度合いが高

く常に処理できる内容を把握するのは困難」、国民健康保険システムから「制度が複雑化している

こと、また、システムの専門知識などが高度化しているため」などの意見があり、法制度の複雑化に

伴い、システムベンダーに依存せざるを得ない状況も把握できました。 

  

図表 2-75  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

10.5%

8.8%

86.0%

94.7%

93.0%

73.7%

3.5%

3.5%

3.5%

17.5%

3.5%

1.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

情報システムの
スキル確保・
維持が困難

関連部局との
役割が不明確

外部委託
すべき業務
を行っている

良い点や
評価できる点がある

当てはまる 当てはまらない 未回答

組織体制に対する問題点　　　　　　       　　　　        　[N=57]
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（オ） 新サービスや法制度改正対応 

『新サービスや法制度改正対応の問題点』については、「法制度改正への改修対応負担」への指

摘が多くみられたものの、特に際立った指摘事項はありませんでした。 

法制度改正対応については、固定資産税（償却資産）から「特例適用の法改正がほぼ毎年あるが、

委託業者任せであり、適用漏れ等の落ちがないか不安である」、住民税では「改正内容が複雑化し

ている。また関連部局との連携が不十分（平成２４度の年少扶養にかかる保育料算定等）」などの意

見が挙げられました。 

 

図表 2-76  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.8%

7.0%

1.8%

14.0%

94.7%

89.5%

94.7%

68.4%

3.5%

3.5%

3.5%

17.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

民間サービスとの
連携や新しい行政

サービスへの対応が困難

法制度改正への
改修対応負担

蓄積されたデータ
よる評価や新しい
サービスへの活用

ができていない

良い点や
評価できる点がある

当てはまる 当てはまらない 未回答

新サービスや法制度改正対応の問題点　　　　　　       　　　　[N=57]
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7.0%

15.8%

3.5%

5.3%

43.9%

22.8%

89.5%

80.7%

91.2%

91.2%

52.6%

68.4%

3.5%

3.5%

5.3%

3.5%

3.5%

8.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

システムの
複雑化による
現状把握が

困難

ドキュメント
(マニュアル等）
の整備が追い
ついていない

情報セキュリティ
対策や個人情報
保護への懸念

システム会社の
対応に不満

機能追加、
改善して欲しい点

良い点や
評価できる点がある

当てはまる 当てはまらない 未回答

全体的な環境やその他の課題・留意点　　　　　　       　　　　[N=57]

（カ） 全体的な環境やその他の課題・留意点 

『全体的な環境やその他の課題・留意点の問題点』については、「機能追加、改善して欲しい点」

についての指摘が最も多く、続いて「マニュアル類や設計書等のドキュメント不備」に問題点の指摘

が多く挙げられました。 

個別には「システム運用当初はマニュアルがあったものの、その後の改修に対応できていない」、

「そもそもマニュアルが無い」などの意見が多く見受けられました。 

 

図表 2-77 
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2.3.5. さまざまな行政分野の取り組みと情報化の関わり 

（１） 観光・産業 

本市は、平成１７年１０月に旧新城市、旧鳳来町、旧作手村の３市町村が合併し誕生しました。人口

は、５０,３５９人（平成２４年１２月現在）、面積は県土の約1割を占める４９９k㎡と県内で２番目の広さと

なっています。これに伴い、本市が抱える自然や歴史文化を活かした観光資源や観光施設も広がる

とともに、国県指定の自然公園エリアも広大なものとなり、観光施策を考える上で、一段と広い視野が

必要となってきています。 

また、当地域は東海道新幹線や東名高速道路からの至近距離にあり、中部圏、関東圏、関西圏か

らの観光客の誘致に対して利便性に富む立地条件を満たしています。 

一方、東海北陸自動車道全線開通、新東名高速道路、三遠南信自動車道等により、近い将来に

は、大きな交通体系の変化が起こるため、当地域は重要な観光ルートの一つとして、一層注目される

時代が到来しています。遠距離からの来訪者も見込まれるため、既存の道の駅（鳳来三河三石、つく

で手づくり村）の充実とともに、インターチェンジ周辺整備のひとつとして観光案内などの機能が整っ

た交流拠点施設である道の駅の建設を計画しています。 

平成２２年３月に策定した「新城市観光基本計画」では、「観光交流による地域の活性化」を目的と

し、本市における観光の魅力を再確認した上で、観光客数の減少傾向を改善させるべく、観光振興

の基本方針を５つ挙げています。 

この中で、「方針４ 有効な観光情報を発信し、誘客を促進する」などを具現化する手段の一つとし

て、道の駅などでの情報発信など活用が期待されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表2-78 新東名インター近くに建設される道の駅（２０１５（平成２７）年３月頃の完成予定）のイメージ 

 

（２） 保健・医療・福祉・介護 

本市においても少子高齢化は課題の一つであり、高齢化への対応として平成２４年３月に策定され

た「第５期新城市高齢者保健福祉計画」では、平成２６年の高齢化率は３０.1％と予測されています。 

また、同計画では「私らしさと安心を皆で支えあう『山の湊』しんしろ」をキャッチフレーズにさまざま

な取り組みが推進されています。この中で、健康づくりや身近な場所での健康教育、健康相談の実

施などを具現化する手段の一つとして情報の活用が期待されています。 
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子育てについての対応としては、次世代育成支援対策として平成２２年３月に策定された「新城市

次世代育成支援行動計画」では、「水と緑あふれる ふれあいのまち 子どもと子育てをみんなで支え

る湊しんしろ」を基本理念とし、さまざまな取り組みが進められています。この中で、子育てに対する情

報提供や相談事業の充実が基本施策として挙げられ、「地域医療だより奥三河の風」や「助産所だよ

り」などによる情報提供が行われており、これらの情報のさらなる活用が期待されています。 

 

（３） 環境 

  地球温暖化への対応は、国を挙げて行われているところでありますが、本市では、新市に移行後

は、従来の「環境消費型社会」から「環境育成型社会」へ転換することを目標に、様々な機会を通じ、

「市民の気づきから行動へ、そして連携へ結びつけるための事業」を継続的に行っています。具体

的には、「省エネナビ」や「燃費マネージャー」などのモニター制度、出張環境教室や環境講座の開

催、緑のカーテン倶楽部などを実施しています。 

  平成２３年４月に策定された「新城市地球温暖化防止実行計画（事務事業編）」では、本市役所を

一つの事業所として事業活動における環境負荷を軽減し、温室効果ガスの排出抑制を実行推進す

るための取り組みが示されています。 

  この中で、OA機器等電化製品の適正使用が掲げられており、具体的には「パソコンの省電力モ

ードの活用」や「業務終了時のOA機器等の電源オフ」などの使用段階での対策のほか、「OA機器

や電化製品を購入する際の国際エネルギースタープログラム適合製品やエネルギー基準達成率の

高いものの優先選択」など購入段階の対策が挙げられています。 

  今後の情報化を進めるにあたっては、これらの購入、使用にあたっての対策や、システムを購入、

所有せずに事業者のサービスを利用するなどの方策を検討する必要があります。 

 

（４） 防災・防犯（安心・安全） 

  平成２３年３月に発生した東日本大震災では、津波による被害が甚大なものとなり、建物や避難場

所などハード面の課題のほか、地域住民に対する迅速な情報提供と避難誘導などソフト面での課

題も浮き彫りとなりました。 

本市は、海に面してはいないものの、東海地震の発生時における被害も大きく想定されており、

「地域防災計画（地震災害対策計画）」及び「地域防災計画（風水害・原子力等災害対策計画）」を

平成２４年１月に修正し、市域に係る防災に関し市の処理すべき事務又は業務を中心として、地域

内の関係機関の協力を含めた総合的な計画を策定しています。例えば、災害に強いまちづくりを進

めるため、防災行政無線や全国瞬時警報システムの保守管理を行い、「防災行政無線保守管理事

業」や、災害時に県、県下全市町村及び関係機関を結ぶ、通信ネットワークシステムの運用管理を

行う、「高度情報通信ネットワーク管理事業」などがあります。 

災害発生時における本市の正確な情報収集と市民に対する発信及び県、国等の関連機関に対

する報告は、重要な位置づけとされており、情報の活用が期待されています。 

また、市民に対する日常的な取り組みとしては、「メール配信システム」を整備し、登録した市民に

対して、地域防犯情報などと共に、地震情報、風水害情報などを配信し、即時性の高い情報提供を

行っています。 
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＜参考＞メール配信システムの配信内容（市の公式ホームページより） 

○地震情報の配信内容 

 ・災害対策情報（被害情報や災害対策情報等の災害対策本部からの情報）  

 ・地震情報（市内の地震計が震度3以上）  

 ・東海地震観測情報、同注意情報、同予知情報（気象庁より情報発表時）   

 ・警戒宣言（内閣総理大臣により警戒宣言が発表時）  

○風水害情報の配信内容 

 ・災害対策情報（被害情報、避難所開設等の災害対策本部からの情報）  

 ・気象警報（東三河北部地域に大雨・洪水・暴風の各警報の発令・解除）  

○選挙関連の配信内容 

 ・市長、市議会議員、衆議院議員、参議院議員、知事、県議会議員の 

  各選挙における投票（予定：中間及び結了） 

  開票（予定：午後9時40分以降1時間ごと、結了）  

 ・市内有権者数（3月、6月、9月、12月）  

 ・今後予定されている選挙 など  

○感染症・衛生情報の配信内容 

 ・感染症情報（インフルエンザ警報等の保健所からの情報）  

 ・保健衛生情報（食中毒警報等の保健所からの情報）  

 ・光化学スモッグ情報（愛知県からの予報・注意報など）  

 ・健康インフォメーション など 

○こども園関連情報の配信内容 

 ・新城版こども園情報   

 ・子育てイベント情報  

 ・子ども健康インフォメーション など  

○自治のたねの配信内容 

 ・市民活動情報   

 ・イベント情報  

 ・ボランティア募集情報  

 ・自治基本条例関連情報 など 

 

（５） 教育 

本市は合併後、新しい市としての教育の道筋をつけるべく、組織改革や事務改善を行い、本市の

教育の目指す姿に向けて、体制を整えてきました。また、三地区各々の地域特性を互いに共有し、共

通理解と一体化に向けた取り組みを進めています。 

「新城教育」の礎をなすものとして「共育」の輪を広げ、学校教育や生涯学習の場で活かして行くこと

が大切であり、それらは「新城らしさ」につながります。そこで本市の学校教育と生涯学習の方針と主な

施策として以下を掲げ、具体的な取り組みを行っています。（平成２４年３月の「平成２３年度教育に関

する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価の結果に関する報告書」） 
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＜学校教育の方針と主な施策＞ 

方針１ 「新城の三宝」を活かした「新城ならではの共育」の創造 

方針２ 言葉を豊かにする教育の推進 

方針３ 教師の足腰を強くする機会の充実 

方針４ 小学校再配置・耐震補強など学校教育環境の整備 

＜生涯学習の方針と主な施策＞ 

方針１ 市図書館、公民館、文化会館の活性化 

方針２ 市民文化の振興と文化財の価値の発信 

方針３ 市民スポーツの振興とＤＯＳ（Do Outdoor Sports）等のイベントの発信 

 

文部科学省から平成２３年８月３１日に公表された「学校における教育の情報化の実態等に

関する調査」によれば、「普通教室のＬＡＮ整備」や「校務支援システムの整備」、「電子黒板の

整備」などの学校現場の教育に関わる情報化が各自治体において進められており、本市におい

ても、今後児童生徒のＩＣＴ教育や教職員の校務支援のさらなる充実を図ることが求められて

います。 

 

（６） 新庁舎の建設 

平成２４年５月に策定された「新城市新庁舎基本計画」では、老朽化した既存庁舎の建替

え及び分散化した庁舎機能の集約化と、将来につながる先進的な新庁舎を目指して、建設を

予定しています。新庁舎建設の基本理念とそれに基づく５つの基本方針は以下のとおりです。 

[基本理念]  

『市民（ひと） まち 未来』が見える 新城型庁舎 

[５つの基本方針] 

 ・市民が集い、市民自治の拠点となる庁舎 

 ・環境首都新城を先導しアピールする、先進的な環境共生庁舎 

 ・防災拠点としての安全・安心を確保した人にやさしい庁舎 

 ・地域経済活性化に貢献し、新城のまちと共に生きる、まちづくりの拠点庁舎 

・後世に負担をかけない、機能的で経済的合理性に優れたスリムな庁舎 

 

また、新庁舎建設における整備方針の一部について以下に記載します。 

 ・誰にでもわかりやすく、手間をかけさせない、待たせない市民窓口 

 ・個人情報の保護対策とセキュリティ管理 など 

これらの方針に沿って、市民サービス向上とセキュリティ確保の側面から本計画での具現化などを

含めた新庁舎建設の実現が求められています。 
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2.4. 地域情報化の現状（まとめ） 

これまで第2章の各項目で把握してきた地域情報化に向けた現状のポイントについて、下表のとおり

まとめます。 

図表2-79 地域情報化に向けた現状のポイント 

第２章の項目 ポイント 

１．ＩＣＴ及び情報化の 

社会的動向 

 

①携帯電話・ＰＨＳは約９５％、パソコンは約７８％の世帯普及率となっている。スマート

フォンは約３０％であり、急速に普及が進んでいる。 

②インターネット利用者数、人口普及率とも双方が上昇している。 

③スマートフォンなどによるソーシャルメディアを活用した情報提供も増加しており、人と

人とのつながり方も多様化している。 

④インターネットの利用において、ウイルスの除去や個人情報漏えいについて不安を感

じている。 

２．国、県の動向 ＜国＞ 

①情報化施策としては、電子行政の実現、地域の絆再生としての教育、医療分野でのＩ

ＣＴ利用、クラウドへの取り組み、社会保障・税番号制度の検討などが進んでいる。 

②ＩＣＴ利活用分野については、防災、教育、防犯、福祉分野での取り組みが全国的に

進んでおり、今後は交通、観光分野へ取り組みが期待されている。 

③課題として、費用、人材、インフラ基盤の整備などが挙げられる。 

＜県＞ 

①ＩCＴ経費削減、災害対策強化を目的にクラウド化の推進が図られている。 

②暮らしに役立つ行政サービスへの進化等の施策展開が図られている。 

３．本市情報化の現状 

 

＜新城市地域情報化計画（平成18年度策定）の具体的取り組み・情報通信環境＞ 

①公共機関、学校等（計６４箇所）への高速情報基盤を整備した。 

②携帯電話不感エリアをほぼ解消した。（一部の不感エリアは、フェムトセルで対応） 

③市民が超高速インターネット接続を利用できる環境が整い、ブロードバンドゼロ地域

を解消した。  

④新城地区でのケーブルテレビ加入率の向上が必要である。 

⑤今後は、この基盤の有効な利活用が求められている。 

 ＜市民の情報化意向調査（アンケート）＞ 

①情報入手の手段はアナログ、デジタルなどさまざまである。 

②情報入手への不満は、情報量、提供手段、案内方法等が挙げられる。 

③インターネットへの接続環境は、ほぼ整備されている。 

④利用しない理由は、「興味がない」、「きっかけがない」が多い。 

⑤防災や福祉、健康、子育て、施設予約、観光分野の情報提供に期待が高い。 

⑥情報化投資は、有効性を検討して費用負担軽減を考慮して欲しい。 

＜職員の情報化意向調査（アンケート・ヒアリング）＞ 

①職員の情報セキュリティ意識は高く、より一層の徹底が求められる。 

②業務効率・事業継続性向上を目的に庁内情報システム再構築要望が多い。 
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第２章の項目 ポイント 

３．本市情報化の現状 ＜さまざまな行政分野の取り組みと情報化の関わり＞ 

（１）観光（観光基本計画－目的：観光交流による地域の活性化－） 

①観光情報の収集、提供、発信（道の駅等） 

（２）保健・医療・福祉（高齢者保健福祉計画） 

①平成２６年に高齢化率３０％を想定 

②健康教育、健康相談の充実 

（３）環境（地球温暖化防止実行計画（事務事業編）） 

①ＯＡ機器等電化製品の適正使用 

②ＯＡ機器等の購入時は省エネルギー製品を優先選択する等、適正な製品選択 

（４）防災（地域防災計画） 

①市民・国、県に対する情報提供、情報共有の充実 

（５）教育 

①校務の効率化 

②学校へのICT活用のための基盤整備、普通教室へのLAN、電子黒板の整備 

（６）その他（新庁舎基本計画） 

①窓口サービスの充実 

②情報セキュリティに配慮した庁舎 
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2.5. 本市情報化の課題 

第２章で行った調査等を通じて抽出した、本市の情報化における課題として以下の５点を設定しまし

た。設定においては、多くの市民の要望や情報化を通じた各種行政計画での施策の実現を目指すべき

姿と捉え、本市が目指すべき姿へ向かう上で求められる過程（目指すべき姿と現状とのギャップ）を課題

としました。 

 

 １．多様化する市民の情報収集ニーズへの対応（情報内容・情報手段）  

市民が本市に対して期待している情報については、新たなしくみにより提供を検討することはもちろ

んですが、現在整備しているしくみについて分かりやすい広報案内や情報提供のタイミング、情報量

の見直しなどにより、情報が、欲しい時に、欲しい人へ、確実に届くように配慮し対応することが求めら

れています。 

また、市民の情報収集手段として、アナログ、デジタルといった手段を問わず多様化している現状

を踏まえ、それぞれの手段のよい点を活かしながら、世の中の流れや市民の世代、生活スタイルに対

応した幅広い手段による情報提供が求められています。 

さらに、市民に対して本市から片方向で情報を提供するかたちのほかにも、最新の情報技術を用

いて、本市と市民が双方向で情報のやりとりをし、コミュニケーションを図るしくみづくりなどにも力を入

れて取り組む必要があります。 

 

 ２．市内に張り巡らされた情報通信基盤の利活用  

市民サービスや職員の業務効率の向上などに寄与するしくみを検討するにあたっては、本市の情

報通信基盤を十分に活用していく必要があります。各世帯のケーブルテレビやインターネットでのＦＴ

ＴＨや、市内の公共施設等に張り巡らされた有線・無線の情報通信基盤の活用によって、様々な行政

分野において情報の利活用を行うことにより、地域の情報格差が少なく、老若男女を対象とした、魅

力のある利便性の高いしくみづくりが求められています。 

また、市内の情報通信基盤をより良好な状態で維持するため、必要なメンテナンスを効率的に継続

していく必要があります。 

 

 ３．情報を活用したにぎわい創出  

市民が、新城市に愛着を持ち、安全、安心なまちで、楽しく生活し、地域の市民同士が活動・交流

を図り、他地域からの訪問者が本市の魅力にふれながら市民と交流を図るなどして、まさに「山の湊」

に相応しいにぎわいの創出が、情報の利活用をきっかけとして実現していくことが求められています。 

また、本市が単独で取り組めること以外にも、ＮＰＯや各種団体、ボランティア、教育機関の学生な

どと協力して、情報活用のしくみを効率的に機能させることも検討する必要があります。 
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 ４．市民サービスやセキュリティ確保に配慮した新庁舎の情報化整備  

市民へのサービス提供や市民の日常活動を支える拠点として、市役所庁舎の果たす機能は重要

なものとなっています。新庁舎の建設においては、市民サービスやセキュリティ確保に配慮した、情報

化整備を効率的に行うことが求められています。そのために必要な機能や設備をよく検討し、クラウド

化や他自治体との共同化を検討しながら、情報化の電子自治体拠点として整備を進める必要があり

ます。 

 

 ５．環境に配慮した情報化整備  

情報化の推進を検討するに当たり、地球環境へ与える影響を考慮せずに無尽蔵に整備を進める

のではなく、人や環境に優しい整備を推進していきます。環境規格に則った製品選定はもちろんです

が、機器の構成、技術的機能やシステム構成などにも留意し、二酸化炭素排出量や消費電力に配慮

しながら情報化整備を進める必要があります。 
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第3章 地域情報化の基本方針 

3.1. 地域情報化施策の方向性と基本方針 

 第２章で示した本市の地域情報化の現状と課題を踏まえ、本計画での地域情報化施策の方向性を

明らかなものとするため、基本理念及び基本方針を以下に示します。 

 

＜情報化の基本理念＞ 

 山の湊を 市民（ひと）でつなぐ 交流架け橋の実現  

 市内に整備された情報通信基盤を活用し、情報化を推進していくことで、交流の架け橋を実現し、

市民や観光客のにぎわいを生みだし、本市に関わる全ての人々がつながる「山の湊」の実現を目指し

ます。 

 

＜情報化の基本方針＞ 

 方針１ 市民の「安全・安心」につながる情報化  

市内に整備された情報基盤を活用し、防災・防犯、保健・福祉等について、老若男女を問わず、そ

れぞれのライフスタイルに対応した情報提供等を充実させ、地域の安全を守り、市民のだれもが安心

して暮らせるまちづくりを支援します。 

 

 方針２ 市民の「にぎわい・もてなし」につながる情報化  

市内に整備された情報基盤を活用し、観光、教育、地域産業や環境等について、市民同士の交 

流や、観光客への情報提供等を充実させ、にぎわいの創出・もてなしを実現し、人と地域がひびき合

うまちづくりを支援します。 

 

 方針３ 市民の交流を支える庁内情報化  

市民や地域のつながり・交流を支えるべく、市として手厚く、きめ細やかな市民サービスをスピーデ

ィーに提供し、情報セキュリティや業務継続性に配慮しながら、新庁舎等において行政事務や市民サ

ービス提供が効率的に行える情報化環境を整えます。 

情報化は多くの市民がその恩恵を感じることができることから、利用しやすい、人にやさしいインタ

ーフェースを考慮し、システムなどのハード整備、情報伝達や運用のしくみづくりに注力をし、ユビキタ

ス※の普及を実施することで、市民の交流の拡大や発展を図ります。 

 

 

 ※ユビキタスとは 

インターネットなどの情報ネットワークに、いつでも、どこからでもアクセスできる環境のことです。 
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3.2. 地域情報化の将来像 

情報化の基本理念である「山の湊を 市民（ひと）でつなぐ 交流架け橋の実現」をもとに、基本方針に

沿った目指すべき情報化の将来像として、以下の６つを掲げます。 

 

（１） 電子市役所の推進 

新庁舎の建設に合わせ、窓口の待ち時間の短縮化や証明書の発行の自動化など、市民の市

役所利用における利便性向上のしくみづくりについて検討します。 

 

（２） 地域情報通信基盤の利活用 

「新城市地域情報化計画（平成１８年策定）」にて、市内全域に整備したＦＴＴＨ網を有効に利活

用し、市民の要望や費用対効果の高い分野における情報提供や活動、生活支援のしくみづくりに

ついて検討します。 

 

（３） 災害に強く安心・安全な市民生活の実現 

地震や風水害など、災害発生時における市民へのきめ細やかな情報提供や、自治体業務の継

続、迅速な復旧を可能とするしくみづくりについて検討します。 

 

（４） 行政事務の高度化・効率化の推進 

  市民生活を支えるための行政事務をより高度に、かつ効率的に実施するためのシステムの整

備の在り方について検討します。 

 

（５） 地域の絆と活力あるまちづくりの推進 

老若男女を問わず、市民同士のコミュニティ形成を促進し、活力ある山の湊づくりを情報化の視

点から支援するしくみについて検討します。 

 

（６） 環境に配慮した情報化整備 

情報機器等の更新に合わせ、消費電力の削減等、環境に配慮した情報化整備について検討し

ます。 
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情報化の基本理念と各基本方針、並びに将来像について以下に示します。これらを検討、実施する

ことにより、基本方針の目標を達成し、情報化の基本理念を実現します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 3-1 地域情報化の基本理念、基本方針、将来像 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 3-2 地域情報化の将来イメージ 

市民の「安全・安心」につながる情報化

山の湊を 市民（ひと）でつなぐ 交流架け橋の実現

市民の交流を支える庁内情報化

市民の「にぎわい・もてなし」につながる情報化

1 .電子市役所の推進

2 .地域情報通信基盤の利活用

３ .災害に強く 安心・
安全な市民生活の実現

４ .行政事務の高度化・
効率化の推進

５ .地域の絆と 活力ある
まちづく り の推進

山の湊を市民（ ひと ） でつなぐ
交流架け橋の実現

＜基本方針１ ＞
市民の「 安全・ 安心」
につながる情報化

＜基本方針2 ＞
市民の「 にぎわい・ も てなし 」
につながる情報化

＜基本方針３ ＞
市民の交流を支える
庁内情報化

６ .環境に配慮し た情報化整備

情報化の基本理念 情報化の基本方針 地域情報化の将来像
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第4章 地域情報化の施策 

4.1. 地域情報化に向けた基幹系システムのクラウド整備について 

第３章に掲げた情報化の基本方針を具体的に実現するにあたり、本市としては情報化の基盤として、

「クラウドの利用」を中心に検討を行います。 

クラウド化による情報システムの利用については第２章の自治体クラウド（2.2.1.2）でも述べているとおり、

パッケージソフトを用いることによるコスト削減や業務の標準化、耐震性に優れたデータセンターに機器を

設置することによる災害時の業務継続、市としての環境負荷軽減などの利点があり、庁舎と外部データセ

ンターを結ぶネットワークの大容量化や冗長性の確保などの課題を解消しながら進めることで効果的なシ

ステム整備が可能となります。 

既に本市においては、愛知県の「あいち自治体クラウド推進構想」に沿って、庁内のシステムのうち、住

民記録、税、福祉など、市の基幹系業務においてクラウド利用を行うべく、東三河地区共同評価グループ

（５市２町１村）内の５団体（豊川市、新城市、設楽町、東栄町、豊根村）による東三河グループに参加し、

クラウド化によるシステムの共同整備に向けて取り組みを進めています。 

本市の基幹系業務の既存システムのリースは平成２７年９月に期間終了となりますが、現在国において

導入が検討されている社会保障・税番号制度を見据えつつ、最も経済合理性の高いリース期間満了時

から平成２８年１月の間に新システムへ切替えを行うのが適当です。 

なお、特に事前のデータ移行テスト作業に十分な回数・時間の確保を行い、システム移行等に伴う職

員の混乱や業務負荷を避けるために、並行稼動期間などの手順の整理などを行い、計画的に安全・確

実なデータ移行、システム連携を検証することが必要です。 

さらに今後は、市の財務会計や人事給与などの内部事務のシステムやグループウェアなどの情報事務

のシステム、今回計画する市民サービス提供のためのシステムについても、クラウド化による整備を順次

検討していく必要があります。このため、今後、地域情報化に具体的に取り組むにあたり、システム化やし

くみづくりを行う際は、市民にとっての使いやすさについてはもちろんのこと、他市との共同化によるコスト

削減や扱うデータの性質、サービスの継続性、ネットワークセキュリティへの考慮など、クラウド化の利点、

課題をそれぞれ検討しながら具体的な利用に向け取り組みます。今後新たな技術により、セキュリティ等

が強化された場合は、その都度これらの技術を取り入れていく必要があります。 
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図表 4-1 システム化業務とクラウド化の検討の方向性 

業務 内容 特徴 方向性 

基幹系業務 住民記録、税、福祉、

国民健康保険など 

・市民生活に密接に結びついた業務である 

・業務間のデータ連携の割合が大きい 

・法制度改正に対応したシステム改修が必須

であり、財政負担が大きい 

・複数自治体のシステムをクラウド化すること

で高い割り勘効果が期待できる 

東三河自治体でクラ

ウド化 

内部系業務 財務会計、人事給与、

文書管理など 

・基幹系と共に自治体システムの根幹をなす

が、法改正の影響は基幹系ほど大きくない 

・複数自治体のシステムをクラウド化すること

で高い割り勘効果が期待できる 

今後、クラウド化に向

けて検討 

（東三河自治体また

はその他の枠組み） 

情報系業務 グループウェア、ホー

ム ペ ー ジ（ CMS） 、 Ｇ Ｉ

Ｓ、メール配信など 

・自治体ごとにしくみが大きく異ならないため、

クラウド化が大きく進んでいるが、多くのパッ

ケージソフトが販売され、安価になっている

ため、クラウド化による割り勘効果は、スケー

ルメリット次第である 

今後、クラウド化に向

けて検討 

（東三河自治体また

はその他の枠組み） 

4.1.1. 自治体クラウドによるシステム構築の基本方針 

本市の考える「自治体クラウドによるシステム構築の目的及び基本方針」、「導入によるメリット」、「東三

河住民情報システム構成」を以下に示します。 

 

自治体クラウドによるシステム構築の目的及び基本方針 

「事業の継続性、正確性、安全性等を確保し、システムの刷新を行い、クラウドのメリットの最大化を

図る」 

 

自治体クラウド導入によるメリットの最大化 

（１）コストの削減 

   ア 割り勘効果の最大化 

（２）業務の軽減 

   ア システム管理負担の軽減 

   イ システム運用負担の軽減 

（３）セキュリティの向上 

   ア ２４時間３６５日の有人監視 

   イ データセンターにおける厳重な入退出管理（三重の認証方式） 

   ウ ＬＧＷＡＮによるアクセス回線のセキュリティ確保 

   エ クライアント環境のセキュリティ確保 
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（４）サービスの向上 

   ア 総合案内型窓口システムの導入 

   イ システム連携による新たなサービスの創出 

（５）災害に強い 

   ア データセンターの利用 

   イ データセンターの冗長化 

   ウ 証明書発行用サーバ（リカバリサーバ）の導入 

 

なお、メリットの最大化を追求するために、次の課題に取り組むものとします。 

   ア 中間標準レイアウト仕様 

   イ 外字（文字情報基盤漢字：ＩＰＡｍｊ明朝フォント） 

   ウ 地域情報プラットフォーム仕様 

   エ マイナンバー制度対応 

 

東三河住民情報システムのシステム構成・範囲・導入スケジュール 

 東三河グループ（豊川市、新城市、設楽町、東栄町、豊根村）において、これまで各団体が独自にシ

ステム構築を行っていましたが、今後はクラウドシステムでの利用を行うにあたり、共同で構築した基幹

系システムを、それぞれＬＧＷＡＮ回線を通じデータセンターにアクセスし、サービスとして利用すること

に取り組みます。 

以下に、システム構成、範囲、導入スケジュールを示します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 4-2 東三河住民情報システム 構成イメージ 

第２ ＩＤＣ

第１ ＩＤＣ

ＬＧＷＡＮ
Backup
保管庫

豊川市庁舎豊川市庁舎

ダウン
リカバリ
サーバ

鳳来総合支所鳳来総合支所

作手総合支所作手総合支所

津具総合支所津具総合支所一宮総合支所一宮総合支所

御津支所御津支所

音羽支所音羽支所

小坂井支所小坂井支所

富山支所富山支所

新城市庁舎新城市庁舎

ダウン
リカバリ
サーバ

設楽町庁舎設楽町庁舎

ダウン
リカバリ
サーバ

東栄町庁舎東栄町庁舎

ダウン
リカバリ
サーバ

豊根村庁舎豊根村庁舎

ダウン
リカバリ
サーバ

住基ネット

住民情報システム（正）

住民情報システム(副)

【凡例】
日次同期

出先プリオ窓口センター出先プリオ窓口センター
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図表 4-3 東三河住民情報システムの範囲 

業務番号 業務名 業務システム名等 

01 共通管理 - 

02 選挙・不在者・期日前 
選挙 

不在者・期日前投票管理（選挙） 

03 個人住民税 

個人住民税 

住民税申告受付 

課税原票管理 

産業分類所得調査 

04 法人住民税 
法人住民税 

産業分類別法人税額調 

05 軽自動車税 
軽自動車税 

課税原票管理 

06 収納管理・口座管理 
収納管理 

口座管理 

07 滞納管理 滞納管理 

08 宛名管理 宛名管理 

09 固定資産税（土地） 
固定資産税 

概要調書 

10 固定資産税（家屋） 

固定資産税 

概要調書 

家屋評価 

11 固定資産税（償却資産） 

固定資産税 

概要調書 

資産税資料ファイリング 

12 障害者手帳・障害者手当・精神通院医療 

身体障害者手帳 

療育手帳 

精神障害者手帳 

特別障害者手当（20 歳以上） 

障害児福祉手当（20 歳未満） 

経過的福祉手当 

特別児童扶養手当 

在宅重度障害者手当（県単） 

精神通院医療 

13 
障害者生活支援・障害福祉サービス・地

域生活支援サービス・更生医療 

補装具交付 

日常生活用具給付 

住宅改造費助成 

介護給付 

訓練等給付 

（旧法）施設入所支援 

地域生活支援サービス 

14 生活保護 生活保護 

15 児童手当 児童手当 
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業務番号 業務名 業務システム名等 

16 児童扶養手当・遺児手当（市単、県単） 児童扶養手当、遺児手当（市単）・遺児手当（県単） 

17 保育 保育料 

18 幼稚園就園奨励費 幼稚園就園奨励費補助金 

19 災害時要援護者 災害時要援護者台帳 

20 高齢者生活支援 

介護用品引換券支給 

敬老金支給 

外国人高齢者福祉手当対象者一覧表発行 

65 歳以上のみ 

21 介護保険 資格、賦課、収納、給付 

22 介護保険（認定） 認定 

23 生活機能評価 生活機能評価 

24 国民年金 国民年金 

25 国民健康保険（資格） 資格 

26 国民健康保険（給付） 給付 

27 国民健康保険（賦課） 賦課 

28 後期高齢者医療 賦課 

29 福祉医療 

精神障害者医療 

障害者医療 

母子家庭等医療（父子含む） 

こども医療（乳幼児医療） 

後期高齢者福祉医療 

福祉給付金 

30 健康管理 

住民健診 

母子保健 

予防接種 

31 一般不妊治療 一般不妊治療費助成 

32 住民記録 
住民記録 

住基ネットＧＷ・住基ネットＣＳ 

33 印鑑登録 印鑑登録 

34 総合窓口 総合窓口 

35 市営住宅管理 市営住宅管理 

36 下水道受益者負担金 下水道受益者負担金 

37 就学管理・就学援助 就学管理、就学援助 

38 農家台帳管理 農家台帳管理 

39 交通災害共済 交通災害共済 

40 上下水道料金 上下水道料金 

41 農業集落排水施設使用料 農業集落排水施設使用料 

42 し尿くみ取手数料 し尿くみ取手数料 

43 斎場予約管理 斎場予約管理 

44 自動交付機 自動交付機 

※業務番号３８～４４は、東三河グループの一部団体で共同利用化するシステム 



 

  

Page 84 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 4-4 東三河住民情報システム導入スケジュール（本市） 

 

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

全体スケジュール

運用・機能

データ移行

研修

平成２７年度

各
課
作
業
事
項

平成２６年度

個別要件確認
（打合せ）

機能確認

データ確認
（1回目）

研修
受講

データ移行・検証

研修/運用
テスト

パッケージ導入・総合テスト 本稼働

最
終
投
入

最
終
確
認

仮稼働

データ
移行・
検証

データ
移行・
検証

後
追
い
入
力
・

並
行
運
用

デ
ー
タ
確
認

（
3
回
目

）

デ
ー
タ
確
認

（
２
回
目

）
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4.2. 地域情報化に向けた具体的施策 

３．２に示した情報化の将来像に対し、市民、職員への情報化意向調査から把握した要望や、国や県、

市の方針から導いた具体的な取り組みについて、以下に示します。 

 

情報化施策 具体的取り組み 

4.2.1 電子市役所の推進 

4.2.1.1 総合案内型窓口/情報案内端末/電話相談システムの 

整備 

4.2.1.2 身近な場所で行政サービスが受けられる環境整備 

4.2.1.3 新庁舎情報システム・サーバ室の整備 

 

情報化施策 具体的取り組み 

4.2.2 地域情報通信基盤の利活用 

4.2.2.1 買い物支援システムの整備 

4.2.2.2 見守り支援システムの整備 

4.2.2.3 公共無線ＬＡＮの整備 

 

情報化施策 具体的取り組み 

4.2.3 災害に強く安心・安全な市民生活の実現 

4.2.3.1 メール配信システムの拡充・更改 

4.2.3.2 ＳＮＳ・ツイッターを活用した情報発信の充実 

4.2.3.3 新城市情報ネットワーク（ＦＴＴＨ）機器更改 

4.2.3.4 映像監視システムの整備 

 

情報化施策 具体的取り組み 

4.2.4 行政事務の高度化・効率化の推進 

4.2.4.1 統合型ＧＩＳの整備（地図情報の統合・公開） 

4.2.4.2 文書管理システムの整備 

4.2.4.3 学校情報システム（校務支援システム等）の整備 

 

情報化施策 具体的取り組み 

4.2.5 地域の絆と活力あるまちづくりの推進 

4.2.5.1 観光ナビゲーションシステムの整備（FeliCa/QR ｺｰﾄﾞﾘｰﾀﾞ） 

4.2.5.2 観光ナビゲーションシステムの整備（スマートフォン） 

4.2.5.3 図書館システムの機能強化 

4.2.5.4 施設予約システムの整備 

4.2.5.5 新城市公式ホームページの充実 

4.2.5.6 コミュニティＦＭのエリア整備 

 

情報化施策 具体的取り組み 

4.2.6 環境に配慮した情報化整備 
4.2.6.1 グリーン ICT の推進 

4.2.6.2 情報通信機器利用によるペーパーレス化の推進 
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4.2.1. 電子市役所の推進 

4.2.1.1. 総合案内型窓口/情報案内端末/電話相談システムの整備 

（１）概要 

市役所の窓口対応を総合案内型窓口にすることで、市民が市役所を訪れた際の転入、転居や世帯変更などの届出や

証明書の発行が円滑に行えるしくみづくりを検討します。また、支所等出先機関において、市民からの専門性が高い問合

せ内容に即応するため、テレビ電話などを用いて本庁の業務に精通した職員へ直接相談が行えるしくみづくりを検討しま

す。 

（２）利用者 

①届出や申告などの手続きや相談で市役所、支所を訪れる市民 

（３）想定効果 

①市役所などでのさまざまな届出、申告の手続きにおける窓口での待ち時間や移動の負担が軽減されます。 

②窓口業務を総合案内型窓口にすることで、これまで各課の窓口で提出していた申請書の重複記載の負担が軽減さ 

れます。 

（４）留意事項 

①窓口業務のあり方の見直し 

②庁舎、フロアの配置、動線の検討 

③窓口で稼働させるシステムの対応 

（５）整備イメージ 
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4.2.1.2. 身近な場所で行政サービスが受けられる環境整備 

（１）概要 

市役所を訪れることなく、身近な場所で、市民が住民票などの証明書の発行や税金等の納付などを行えるしくみを検討

します。全国のコンビニエンスストア（マルチコピー機が設置されている店舗）や出先機関などに設置する自動交付機、ネッ

ト上のサービスなどから各種手続きが行えるため、サービスが受けられる時間帯と場所が広がります。 

（２）利用者 

①市役所までの距離や、時間帯の関係で来庁しての手続きが困難な市民 

（３）想定効果 

①市役所への移動負担が軽減されます。 

②市役所の開庁時間外においてもサービスが受けられるため、利便性が向上します。 

（４）留意事項 

①サービス提供場所、自動交付機の設置場所 

②個人を認証するしくみ 

③ICカード（マイカード）の利用検討 

（５）整備イメージ 
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4.2.1.3. 新庁舎情報システム・サーバ室の整備 

（１）概要 

新庁舎の建設に合わせ、市民サービスを提供するための情報システム機器を円滑に稼働させ、データを安全に保護す

るため、サーバ室の整備を行います。入室におけるセキュリティ確保や環境負荷軽減にも配慮し、新しい技術を用いて費

用負担を抑えながら、効果の高いサービスが提供できる環境づくりを行います。また、職員の利用パソコンをシンクライアン

トとし、セキュリティ強化を図ります。 

（２）利用者 

各種システムのメンテナンスを行う職員 

（３）想定効果 

①情報システムを利用した市民サービスを安定して提供できます。 

②市民のデータを安全に保護できます。 

（４）留意事項 

①新技術の採用（仮想化技術によるスペースの縮小や省電力化） 

②セキュリティレベルの確保 

（５）整備イメージ 

 

●1 9 イ ンチラ ッ ク

配電盤

電力室

分電盤

耐震対応
サーバ室

(ICT機器専用）

●カード認証

●空調機●監視カ メ ラ●カ ード 認証
（ ICチッ プ等）

市役所
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4.2.2. 地域情報通信基盤の活用 

4.2.2.1. 買い物支援システムの整備 

（１）概要 

食料や日用品の買い物について、スーパー等の販売店への移動や運搬が困難な市民が、自宅にあるテレビや携帯型

のタブレット端末などを利用して品物を確認しながら、ボタンを押す感覚で簡単に注文し、配送を受ける形で買い物が行え

るしくみづくりを検討します。 

（２）利用者 

①遠方への買い物が困難な市民（特に高齢者や障がい者、妊産婦など） 

（３）想定効果 

①販売店への訪問回数の減少による運搬も含めた負荷が軽減されます。 

②生鮮食料（野菜、魚、肉）が自宅に居ながら購入できます。 

（４）留意事項 

①関係機関の連携のしくみづくり 

②端末操作の簡素化 

（５）整備イメージ 
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4.2.2.2. 見守り支援システムの整備 

（１）概要 

児童生徒をもつ家庭向けに、学校からの連絡や不審者情報の迅速な提供や児童の登下校、通学路のチェックポイント

を通過したタイミングの通知を行うほか、児童が身に付けている緊急通報ボタンを押すと最寄りの場所からボランティアなど

が駆付けるなどICT機器を活用し、地域でこどもを見守るしくみづくりを検討します。 

（２）利用者 

①市民（児童、保護者など） 

②職員（教育委員会） 

③ＮＰＯ、地域ボランティア 

（３）想定効果 

①見守り活動に役立つ情報共有により、通学路などのパトロールの強化が行えます。 

②学校から保護者への迅速な情報提供により、緊急時への対応に備えることができます。 

（４）留意事項 

①保護者や地域ボランティア、管理者を含めた連携のしくみづくり 

②ＩＣＴ装置の設置場所の調整 

③風雨や積雪などの天候の影響によるＩＣＴ装置（電子タグ読取装置）の検知漏れの防止（メンテナンス） 

④高齢者の見守り支援についての検討 

（５）整備イメージ 

 

市役所 学校管理センター（仮）

通知 駆けつけ

登下校
情報等

情報
提供

保護者児童

・ メ ールで児童の登下校を通知
・ 児童の現在地を把握
・ 情報収集 等

・ 児童の登下校時など現在地を
ICタ グやGPSでリ アルタ イ ム
に把握

・ 危険時など緊急事態に、 緊急
通報ボタ ンを押し 危険を通知
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4.2.2.3. 公共無線ＬＡＮの整備 

（１）概要 

市役所、支所をはじめとする市内の公共施設に、公共無線ＬＡＮ環境を整備することにより、急速に普及しているス

マートフォン等の携帯情報端末を活用し市民や観光地への来訪者が、欲しい情報をいつでもどこでも入手できる環境

の構築を検討します。 

（２）利用者 

①手続きや会合などで市役所、支所など市の公共施設を訪れる市民 

②市の観光施設への来訪者 

（３）想定効果 

①市民の情報入手手段の多様化に対応し、利便性が向上します。 

②観光者の即時性の高い情報発信（ツイートやブログへの写真掲載など）ができます。 

（４）留意事項 

①民間整備事業者の参入促進 

②設置エリアの選定 

③情報セキュリティの確保 

（５）整備イメージ 
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4.2.3. 災害に強く安心・安全な市民生活の実現 

4.2.3.1.  メール配信システムの拡充・更改 

（１）概要 

現在、市民への情報提供手段として活用している携帯電話メール配信システムを充実させるほか、通信キャリアからの

緊急速報を伝えるメールやケーブルテレビのテロップ放送やコミュニティFM放送を通して、より多くの市民にきめの細かい

情報提供を検討します。 

（２）利用者 

①市民全般 

（３）想定効果 

①市が確認した緊急性の高い情報を即時に伝えることにより、市民の防犯、防災活動に活用できます。 

②災害発生時に情報を多様な手段で入手し備えることができます。 

（４）留意事項 

①発信側の運用方法の検討 

②利用者拡大への取り組み（広報や利用のための講習会の実施） 

③災害時のシステム稼働を想定したシステムの設置場所 

（５）整備イメージ 
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4.2.3.2.  ＳＮＳ・ツイッターを活用した情報発信の充実 

（１）概要 

市民のライフスタイルの多様化に対応し、利用者が増加しているＳＮＳやツイッターを活用した情報発信を通じて交流を

図るしくみを検討します。 

現在利用しているメール配信での文字情報などを補完し、防災、防犯情報はもちろん、健康、子育て、イベント情報など

市民の生活に密着した情報を携帯電話だけでなくSNS、ツイッター等を活用して情報発信し、その情報へのコメント、フォロ

ーなどを通じての市民との交流を図ります。 

（２）利用者 

①市民全般 

（３）想定効果 

①市が確認した緊急性の高い情報を即時に伝えることにより、防犯、防災活動に活用できます。 

②スマートフォンのＧＰＳ機能などと連携し、最寄りの避難所の検索、誘導などが行えます。 

③発信情報に対する市民からのコメント、フォローなどを通じて、市と市民または、市民間の交流、コミュニティ形成が行 

えます。 

（４）留意事項 

①発信する側の運用方法の検討（ガイドラインなど） 

②利用者拡大への取り組み（広報や利用のための講習会の実施） 

③災害時のシステム稼働を想定したシステムの設置場所 

（５）整備イメージ 
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4.2.3.3.  新城市情報ネットワーク（ＦＴＴＨ）機器更改 

（１）概要 

平成２０年に整備したＦＴＴＨネットワークを構成しているインターネット接続及びテレビ放送の機器の経年による劣化時

期に合わせ、より新しく、より費用対効果の高い機器への更改を行います。また、これに合わせ公共施設間の音声通話のＩ

Ｐ化（ＩＰ電話システム）についても検討します。 

（２）利用者 

①市民全般 

（３）想定効果 

①市内の光ファイバによるインターネット接続環境を継続し、超高速ブロードバンド環境が維持されます。 

②CATV事業を継続し、難視聴地域への地上デジタル放送環境が維持されます。 

（４）留意事項 

①機器更改の時期とサービス停止時間のアナウンス 

（５）整備イメージ 
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4.2.3.4. 映像監視システムの整備 

（１）概要 

災害発生時又は災害の発生が予測される場合に、道路や河川を監視したり、避難指定場所等の状況を把握したりする

ためのカメラを設置し、これら状況下における的確で迅速な判断が行えるシステム構築を検討します。 

また、廃棄物の不法投棄多発箇所には、不法投棄を未然に防止し、投棄時には原因者の早期発見に役立てるため、監

視カメラの設置について検討します。 

（２）利用者 

①消防、防災、防犯に関わる職員 

（３）想定効果 

①映像による分かりやすい情報入手により、災害発生時における判断が迅速に行えます。 

②産業廃棄物等の不法投棄が抑止されます。 

（４）留意事項 

①カメラの設置場所の選定 

②地図情報との連携 

②市民のプライバシーへの配慮 

（５）整備イメージ 

   

 



 

  

Page 96 
 

4.2.4. 行政事務の高度化・効率化の推進 

4.2.4.1. 統合型ＧＩＳの整備（地図情報の統合・公開） 

（１）概要 

電子地理（地形)データやその位置の属性データを、関係各課で共有利用し、地図を利用した業務の効率化を図るしく

みづくりを検討します。また、市民にも公開し、道路工事実施場所や避難所の確認など生活の身近な情報を、地図を使っ

て視覚的に提供します。 

（２）利用者 

①市民全般 

②地図を使って業務を行う職員 

（３）想定効果 

①身近な地域の工事場所や通学路、災害時避難場所の確認が行えます。 

②市民からの問合せ対応や道路確認、建設確認などの業務が効率化されます。 

（４）留意事項 

①共有する地図データの範囲の整理 

②インターネットでの地図サービスとの棲み分け 

③地図データ容量を考慮した格納場所の検討 

（５）整備イメージ 

 

 

・ 担当課間の情報共有
・ 市民要望などへの対応
・ 地図情報管理、 登録、 メ ンテナンス

市役所

Ｎ Ｐ Ｏ

データ センタ ー

市民

学校災害発生場所

・ 携帯型端末による
被災場所の位置及び写真も
含めた状況登録

・ 帰庁後の確認、 報告

地図データ 格納

・ 身近な地域の工事箇所確認
・ 子ども の通学路確認
・ 災害時避難場所の確認
・ 補修希望箇所の登録

・ 高齢者世帯の把握による備え

・ 地域の学習
・ 防犯学習
（ 通学路上の危険箇所等）
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4.2.4.2. 文書管理システムの整備 

（１）概要 

庁内で日常的に行われる文書の収受や起案から供覧、施行にいたる文書事務及び保管から廃棄までの文書のライフサ

イクルを管理するしくみを検討します。文書事務の効率化や文書情報の共通化を行うほか、迅速な情報公開を行い市民サ

ービスの向上を図ります。 

（２）利用者 

①職員全般 

（３）想定効果 

①様式やフローの共通化により、文書事務が効率化、高度化されます。 

②紙媒体の保管スペースを減少し、十分な執務スペースが確保されます。 

（４）留意事項 

①管理対象とする文書の範囲の検討 

（５）整備イメージ 

  

 

 

   

 

市役所

市役所（ 支所）

市役所（ 支所）

データ センタ ー

文書データ 格納

・ 文書を電子データ と し て供覧、 管理
・ 文書の一元管理による事務の効率化
・ 紙文書の削減によるペーパーレス、 省スペース化
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4.2.4.3. 学校情報システム（校務支援システム等）の整備 

（１）概要 

小中学校の教職員の校務事務（出欠・保健情報、児童生徒情報、成績処理など）をデジタル化し、教職員間及び教育

委員会で共有するしくみづくりを行います。これにより、データを一元管理することでセキュリティを強化するとともに、教職

員の事務負担を軽減し、児童生徒を教職員全体で見守りながら、きめ細やかな指導の充実を図ります。 

また、テレビ会議システムにより、異なる地区の学校同士をつなぎ、児童生徒や教職員の共同学習など活発な交流を図

ります。 

（２）利用者 

①小中学校教職員、児童生徒 

②教育委員会 

（３）想定効果 

①児童生徒のデータを安全に保護できます。 

②教職員の校務事務負担軽減により、児童生徒に直接接する時間が増えます。 

③小中学校と教育委員会との情報共有が円滑化します（事務連絡や感染症発生による出欠状況の確認など）。 

④同一システム利用による異動時の職員負担が軽減されます。 

⑤異なる地区の学校の児童生徒同士の交流、教職員同士のコミュニケーションが充実します。 

（４）留意事項 

①教職員のパソコン操作など情報リテラシーの向上 

②情報セキュリティの確保 

（５）整備イメージ 

 

・ 出欠管理
・ イ ンフ ルエンザによる

欠席情報

教育委員会

小学校

データ センタ ー

小学校

中学校

校務データ 格納

・ 通知表の作成
・ 進級児童情報の更新

中学校 ・ 時数管理
・ 成績処理

・ 各学校の情報の集約
・ 緊急情報の伝達

・ グループウェ アでの
授業支援教材の共有

・ 備品予約

・ テレビ会議を利用し た共同学習

・ テレビ会議を利用し た共同学習
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4.2.5. 地域の絆と活力あるまちづくりの推進 

4.2.5.1. 観光ナビゲーションシステムの整備（FeliCa/QRコードリーダ活用） 

（１）概要 

携帯電話のFeliCaもしくはQRコードリーダーを活用し、市の観光地において、その見どころの案内情報を誰でも簡単に

自分の携帯端末に表示できるしくみを検討します。 

（２）利用者 

①市民全般、市外からの観光客 

②職員 

（３）想定効果 

①市の観光地、見どころの PR 情報を数多く提供し、効率のよい観光地めぐりやリピートを促すことにより、観光産業が活

性化します。 

（４）留意事項 

①情報提供のための公共無線LANの整備 

②イベントとの連携 

③携帯電話やスマートフォンなどを持たない人への代替、補完手段の検討 

（５）整備イメージ 
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4.2.5.2. 観光ナビゲーションシステムの整備（スマートフォン活用） 

（１）概要 

スマートフォンやタブレット端末に対応した、観光ナビゲーションアプリを利用できるしくみを検討します。 

スマートフォンやタブレット端末を使って、アプリケーションをインストールするだけで、目的地までの行き方や観光地・商

店街・公共施設等の案内表示や、AR技術（Augmented Reality：拡張現実）を使った、より臨場感のある見どころの表示によ

り市民や観光客に対して効果的な情報提供を行います。 

（２）利用者 

①市民全般、市外からの観光客 

②職員 

（３）想定効果 

①観光客に向けて長篠・設楽原の戦いなど市の観光情報のＰＲが効果的に行えます。 

（４）留意事項 

①公共無線ＬＡＮの整備 

②スマートフォンやタブレット端末などを持たない人への代替、補完手段の検討 

（５）整備イメージ 
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4.2.5.3. 図書館システムの機能強化 

（１）概要 

市民が、市立図書館を効率よく便利に利用するため、図書館システムの機能強化を検討します。これまでは、市民に対

して蔵書の検索のみの機能であったものを強化し、インターネット経由での予約や返却期日の延長申請、電子メールによ

る通知、蔵書リクエストや学校図書館、他図書館との相互貸借などを実現し、利用者の利便性を高めます。 

（２）利用者 

①市民（図書館利用者） 

②図書館職員 

（３）想定効果 

①貸出予約や貸出延長申請がインターネットを使って行えることにより、利便性が向上します。 

②ICタグなどを利用して、蔵書点検や貸出返却作業を省力化することにより、職員負担が軽減します。 

（４）留意事項 

①個人情報管理の徹底 

（５）整備イメージ 

 

 

 

 

市民

データ センタ ー
図書館

・ 窓口職員の事務の簡素化
（ 蔵書検索、 延長対応、 返却催促）

・ 他図書館への利用申込み
・ ICチッ プによる蔵書点検

学校図書館

・ 蔵書検索
・ 貸出・ 予約状況確認
・ 蔵書予約
・ 貸出一覧確認
・ 貸出期間延長申請
・ 電子メ ールによる通知
・ 電子書籍

データ 格納
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4.2.5.4. 施設予約システムの整備 

（１）概要 

パソコン・携帯電話・一般電話から斎場や市の公共施設の予約や空き状況照会を２４時間いつでも自動的に受け付ける

しくみを整えます。利用者は、電話から自動音声応答のガイダンスに従って施設の予約が行えるほか、パソコンや携帯電

話からインターネットを通じて施設の予約や指定日時の施設の空満情報を知ることができます。 

（２）利用者 

①施設を利用する市民 

②施設管理者 

③担当課職員 

（３）想定効果 

①インターネットや電話を使った予約受付の自動化により、昼夜を問わずに全国から手軽に予約ができます。 

②職員稼働の削減や昼夜時間の引継ぎ時のミスが軽減されます。 

（４）留意事項 

①運用フローの検討 

②利用方法も含めた市民への広報の充実 

③あいち共同利用型施設予約システムの導入検討 

（５）整備イメージ 

 

 

金融機関

・ 予約管理
・ 収納・ 口座振替管理
・ 統計/マスタ 管理

口座振替機関･施設案内の閲覧
･予約状況・ 空き 状況の照会
･予約・ 抽選申込

・ 予約受付
・ 抽選管理

・ 市民
・ 葬祭業者

市役所
または

データ センタ ー

・ 斎場
・ スポーツ施設
・ 文化施設
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4.2.5.5. 新城市公式ホームページの充実 

（１）概要 

新城市の公式ホームページをより多くの人に安全に、かつ利用しやすく、魅力あるものとなるよう充実を図ります。 

具体的には、セキュリティの高度化、生活に密着した情報の多言語対応や、電子書籍、スマートフォン、タブレットへの 

対応、さらには動画コンテンツなどの充実を図ります。 

（２）利用者 

①本市公式ホームページの利用者 

（３）想定効果 

①多くの人に新城市のことを深く知ってもらい、生活しやすく魅力あるまちづくりをアピールできます。 

（４）留意事項 

①各システムの優先順位付けや動画コンテンツ作成のしくみづくり 

②市長への E メールなどの暗号化 

（５）整備イメージ 

 

 

多言語対応
ホームページ

スマート フ ォ ン・ タ ブレッ ト 端末
などによるホームページや電子書
籍の閲覧

公式ホームページの
作成・ 更新

市役所

データ センタ ー

動画コ ンテンツによる
市や観光施設の紹介

データ 格納



 

  

Page 104 
 

4.2.5.6. コミュニティFMのエリア整備 

（１）概要 

簡易なコミュニティＦＭ局の開設により、市民及び周辺地域の住民がより身近な地域の情報をラジオで入手できるしくみ

づくりや災害発生時に正確な情報を提供する有効な手段として期待できるコミュニティＦＭ放送について検討します。 

（２）利用者 

①市民全般 

②近隣市町村の住民 

（３）想定効果 

①自分の住む地域の様子やイベント情報を手軽に知ることにより、愛着を持つことができます。 

②災害発生時における即時性の高い情報提供、共有が行えます。 

（４）留意事項 

①災害発生時の対応について、市の関係各課間の調整 

②ケーブルテレビ放送との連携 

③運営主体の検討 

④放送受信エリアの特定 

（５）整備イメージ 

 

・ 地域情報
提供など

コ ミ ュ ニティ
FM 放送局

市民

市役所・ 商店街

・ 放送局
・ 新聞社

・ 番組への要望

・ 情報提供
・ 番組供給

番組出演
（ ボラ ンティ アなど）

FM 放送

緊急時における
安否情報の伝達、 受信など
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4.2.6. 環境に配慮した情報化整備 

4.2.6.1. グリーンICTの推進 

（１）概要 

本市の環境への取り組み(地球温暖化対策実行計画)に対応し、情報機器における環境負荷軽減を図ります（グリーン

ICT）。 

具体的には、システム利用形態としてのクラウド（外部データセンター）の利用や、庁舎内設置サーバの仮想化技術の利

用における二酸化炭素排出量や電力使用量の削減、省スペース化を図ります。また、職員のパソコンもシンクライアントPC

の利用を検討し、パソコンレベルでのセキュリティ対策と共に環境負荷軽減を図ります。 

（２）利用者 

①職員全般 

（３）想定効果 

①ICT 機器の二酸化炭素排出量や電力使用量の削減による新庁舎のスマートエナジー化が実現します。 

（４）留意事項 

①二酸化炭素排出量、電力使用量の可視化 

（５）整備イメージ 

 

 

配電盤

電力室

分電盤

市役所

データ センタ ー

仮想化技術仮想化技術

Aシステム Bシステム

Cシステム Dシステム

シンク ラ イ アント ※の利用による環境負荷軽減

※内部に記憶装置（ ハード ディ スク ） を持たず、
表示や入力など最低限の機能を保有する端末
情報漏えいの防止などセキュ リ ティ 面でも 有効

仮想化技術※の利用による
庁内設置サーバの環境負荷軽減

※１ 台のコ ンピュ ータ 上で複数台分の
システムを同時に動かす技術。

ク ラ ウド （ 外部データ センタ ー※） の利用による
環境負荷軽減

※効率的な仮想化技術の活用や電源供給等が
期待でき る

市役所（ 支所）



 

  

Page 106 
 

4.2.6.2. 情報通信機器利用によるペーパーレス化の推進 

（１）概要 

本市の環境への取り組み（地球温暖化対策実行計画）に対応し、情報機器使用によりペーパーレス化を進め環境負荷

軽減を図ります。 

具体的には、会議にパソコン・タブレット端末を持ち込むことで紙資料の削減を図ります。 

（２）利用者 

①職員全般、会議室利用者 

（３）想定効果 

①紙を削減することにより二酸化炭素排出量が削減されます。 

（４）留意事項 

①ネットワーク環境のある会議室の整備 

（５）整備イメージ 
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第5章 地域情報化の推進に向けて 

5.1. 推進体制 

本市の情報化推進にあたっては、市民のニーズを的確に把握して、市民が情報化の恩恵を享受

できる効果的な推進体制を整備します。 

 具体的には、本市の部長職員が参加する全庁的組織「情報化推進委員会」と事務局である情報シ

ステム課を中心に各課の代表との連携や共有を強化し、庁内と地域の情報化推進を図ります。なお、

複数の担当課で総合的に事業を進める場合は、情報システム課と協議の上「情報化推進委員会専

門部会」を設置し、検討を進めます。 

また、市民の情報リテラシー向上など地域の情報化においては、行政以外の組織や関連団体（市

民代表、自治会、ボランティア団体、ＮＰＯ、教育機関、企業）との連携・協力も大変重要であり、今後

の情報化推進における連携・協力のあり方について検討します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表5-1 情報化推進体制 

 

 

 

 

 

 

新城市情報化推進体制

市 長

副市長

新城市情報化推進委員会
（ 部長職で組織）

情報
システム課

学識経験者市民代表

自治会 Ｎ Ｐ Ｏ 法人

ボラ ンティ ア
団体

教育機関

専門部会 専門部会 専門部会

国

愛知県

近隣
市町村

連携・ 協力

企業

連携・ 協力
支援・ 連携

関連団体

市 民連 携
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5.2. 情報化推進における近隣自治体との広域連携 

豊橋市、豊川市、蒲郡市、新城市及び田原市の５市によって、平成１７年１０月より開催されてきました

東三河５市電算（情報化推進）担当課長会議に、平成２３年７月に新たに設楽町、東栄町及び豊根村の２

町１村を加えた８市町村で、今後新たに導入するシステムの共同化について研究を深めることを目的に、

「東三河広域情報システム研究会」が設置されました。 

こうした中、東三河広域協議会※から、東三河地域における広域課題の研究として、平成２３年度から

２か年にわたる“広域的な取り組みが可能な情報システム等の調査研究、自治体間での業務の仕組みの

標準化及び帳票等の統一についての研究”の事業委託を受け実施してきました。 

平成２５年度からは、「東三河広域情報システム研究会」に代わり新らたに「東三河情報システム検討

会（仮称）」を設置し、引き続き次の調査研究の実施に取り組んでいきます。 

 

① 東三河地域における情報システムの共同化に関する調査研究等の実施 

② 東三河地域における情報システムの広域利用に関する調査研究等の実施 

③ 東三河地域の自治体間における業務の標準化等に関する調査研究等の実施 

④ あいち電子自治体推進協議会に向けた意見調整及び意見交換等の実施 

⑤ その他、東三河地域の情報化推進に向けた意見調整、意見交換及び勉強会等の実施 

 

 

図表5-2 近隣自治体との広域連携のイメージ 

 

※東三河広域協議会とは 

東三河８市町村（豊橋市、豊川市、蒲郡市、新城市、田原市、設楽町、東栄町、豊根村）の自治体

及び、商工会議所・商工会にて構成されています。 

東三河広域協議会は、東三河地域が「地方拠点都市地域の整備及び産業業務の再配置の促進に

関する法律」（地方拠点法）に基づいて地方拠点都市地域に指定されたことを受け、平成５年に、

東三河地域の全自治体が参加して、「東三河地方拠点都市地域整備推進協議会」として設立された

組織であり、これまで様々な広域交流・連携活動を通じて東三河地域の一体感を醸成してきまし

た。平成１８年度からは、広域交流を主体とした活動から広域課題の研究を主体とした活動にシ

フトすることとし、平成１９年度には名称も「東三河広域協議会」に変更されました。 



 

  

Page 109 
 

5.3. 情報セキュリティ対策及び個人情報の保護対策 

市民が安心してICTの恩恵を享受できるようにするためには、情報資産の保全を目的とした情報セキ

ュリティ確保への取り組みが重要です。この取り組みを組織的に行うための基本方針である情報セキュリ

ティポリシーを継続的に運用していくとともに、行政機関の資産であると同時に市民の資産でもある市の

情報データベースを不正やトラブルによる情報の漏えい、改ざん、消失等の情報リスクから守る取り組み

を徹底して実施していく必要があります。 

今後も、庁内の情報資産を明確に定義した上での盗難などに対する物理的な対策や、手口が多様

化する不正アクセス、ウイルス攻撃に対する技術的対策はもちろんですが、クラウド化による情報システ

ムのデータセンター利用などシステム運用形態の変化を契機とした、セキュリティポリシーの見直しなど

の組織的対策やそれを利用する人の育成など人的対策なども合わせて多面的な対策を講じていきま

す。 
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5.4. 情報リテラシーの向上 

情報システムをより多くの市民が利活用していくためには、分かりやすいしくみで、情報提供の充実を

図ることはもちろんですが、市民の側にもそれを使いこなすための情報リテラシー（利活用能力）の向上

が求められます。 

具体的には、システム整備やサービス提供といった一方通行の取り組みだけにとどまらず、利活用を

意識した説明会や「まちなみ情報センター」などにおける講座の開催などを通して、市民が情報化の恩

恵を享受できる環境整備を行っていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表5-3 情報リテラシー向上のイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

まちなみ情報センタ ー

市役所

小学校・ 中学校

【 講習テーマ例】
●メ ール配信システムの登録・ 利用方法
●携帯電話・ スマート フ ォ ンの使用方法
●イ ンタ ーネッ ト の安全な利用の仕方 など

【 講習テーマ例】
●イ ンタ ーネッ ト の安全な利用の仕方
●相手の立場を考えたメ ールの書き 方
●パスワード について考えよう など

【 講習テーマ例】
●システムから の安全なデータ 抽出方法
●個人情報の取り 扱い
●分かり やすいホームページと は など
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5.5. 施策実施時期とその見直し 

４．２に記載した各情報化施策並びに具体的取り組みの実施時期については、上位計画や市民の情

報化への要望、情報化施策の「実現性」「緊急性」などの要因に基づき優先的に実現すべき事項を個別

に決定します。 

また、行政を取り巻く環境がめまぐるしく変化する中で、市民のさまざまな要望に対し、迅速かつ柔軟

に対応し、効果的な取り組みを進めていくためには、本計画の管理と必要に応じた見直しが必要となり

ます。 

そのため、全体の計画に基づいて年度ごとの計画（Ｐｌａｎ）を立て、それを実施、運用（Ｄｏ）し、その結

果を評価、点検（Ｃｈｅｃｋ）した上で、十分でない部分を見直し（Ａｃｔion）、再度計画を立てて取り組むしく

み（ＰＤＣＡマネジメントサイクル）を構築し、本計画による継続的な情報化施策の実現を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 5-4 施策実施におけるＰＤＣＡマネジメントサイクル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｐ la n

計画

D o

実施・ 運用

C h eck

評価・ 点検

A ctio n

見直し
PD CA

マネジメ ント サイ ク ル



 

  

Page 112 
 

5.6. 地域情報化の推進における留意事項 

本市における情報システムについて、それぞれのシステム毎の方向性の検討を行い、「クラウド利用」、

「庁内サーバルーム設置」の大きく2つに方向性を定めました。 

方向性の決定にあたり、7つの選定基準をもとに検討しました。 

対象システムの選定基準を以下に示します。 

 

図表 5-5 再構築対象システムの選定基準 

No 全体最適化の方向性 区分 対象システム選定基準 選定の理由 

1 クラウド利用検討 

Ａ 基幹系システム 

本市のホストコンピュータは平成27年9月を

もってリース満了であり、既存システム保守

業者も今後のバージョンアップ等は行わない

方針である。また、東三河グループでの対

象システムでもあることから、原則全てクラ

ウド利用とする。 

Ｂ 上記（区分Ａ）以外のシステム 

東三河グループでの対象外システムである

が、①基幹系システムと密接な関係がある

システム、②クラウド利用することでコスト

面・保守面からメリットがあると想定されるシ

ステム。 

2 本庁舎設置検討 

C 
専門性が高い・PC単独で動作

するシステム 

他のシステムとのデータ連携が少なく、専門

性を有するシステム、PC単体で動作するシ

ステムについては、本庁舎に設置する。 

D 国や県が主導するシステム 

国や愛知県、外部団体などが主導している

システムであり、設置場所の仕様等の制約

があるもの。 

E 認証系システム 
認証系システムなど、クライアント端末に近

い場所に設置することが望ましいシステム。 

F データ量が大きいシステム 

ファイルサーバなど、データの移動が多く、

仮にクラウド利用とした場合、大きなNW帯域

を必要とするもの。 

G 外部からの利用の多いシステム 
公開サーバなど、グローバルアドレスに近い

場所に設置すべきもの。 
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5.6.1. 本市におけるクラウド利用イメージ 

前項での検討結果を元に、本市におけるシステム構成イメージを示します。データセンターと接続す

るネットワークはＬＧＷＡＮを想定し、インターネットとは、従来通り本庁舎からの接続を想定しています。 

 

 

図表 5-6 本市におけるクラウド利用イメージ 

 

5.6.2. 本庁舎設置サーバの削減 

本庁舎（新庁舎）に残るサーバ類については、仮想環境に置き換えることでサーバ数を減らすことが

可能です。そのためには、全システムを仮想サーバとしてシステムの一括調達を図り、仮想環境（サー

バ・ストレージ類）を一括購入し、各ベンダは仮想サーバ上にシステムを導入するなどの方法を講じる必

要があります。 

 

5.6.3. ＩＣＴガバナンスの整備 

ガバナンスとは、「統治・支配」を意味する言葉であり、ICTガバナンスとは、「ICTの利用を組織的に

統制（コントロール）すること」を示しています。 

平成１９年に総務省が公表した「地方自治体におけるITガバナンスの強化ガイド」によれば、ICTガバ

ナンス（ITガバナンス）を「組織体・共同体がITを導入・活用するにあたり、目的と戦略を適切に設定し、

その効果やリスクを測定・評価して、理想とするIT活用を実現するメカニズムをその組織の中に確立する

こと」と定義し、その強化に必要な６分野における取り組みを示しています。 

本市としても政策目的達成の手段として、ICTの活用を位置づけ、組織的、体系的なシステム整備が

行えるように具体的な取り組みを全庁的に強化していく必要があります。 
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図表 5-7 ICTガバナンス強化の6分野とその取り組み 

分野 取り組み 

１．基本戦略 
１－１．IT利用の基本方針策定 

１－２．全体最適化の取組 

２. 推進体制 
２－１．組織体制の確立 

２－２．人材の確保・配置 

３．予算・実行計画・評価 
３－１．予算・実施計画の策定 

３－２．評価の実施 

４．調達・開発・運用 ４－１．調達・開発・運用 

５．情報セキュリティ ５－１．情報セキュリティの確保 

６．標準化・知識共有・人材育成 
６－１．標準化・知識共有 

６－２．人材の育成 

 

5.6.4. ＩＣＴ‐ＢＣＰの整備 

ＢＣＰはBusiness Continuity Plan（事業継続計画）の略語であり、天災なども含めた大きなトラブルの際

に、職員等の安全確保を図りながら自治体業務、市民サービス提供を迅速に再開させるために、必要な

体制や復旧手順などを規定したものです。 

特にIＣTを活用した業務システムについて、具体的な復旧方法を定めることがBCPでは重視されてい

ます。システムの整備を進めるにあたり、その設置場所、クラウドも含めた利用形態、重要度と復旧の優先

順位、職員参集や教育などを考慮して本市に相応しい業務の継続計画を策定する必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



  

  

用語 1 

 

 

 

用語解説 



  

  

 
 

頭
文
字 
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Ａ 

ADSL 
（Asymmetric  
Digital Subscriber Line） 

米国のＢｅｌｌｃｏｒｅ社の開発した既存の電話回線を利用する通信技術
のこと。既存の電話と共存できる利点がある一方、電話音声より高い
周波数帯域を利用するので、電話局からの伝送距離に制限がある。 

ASP・SaaS 
(Application Service Provider) 
(Software as a Service) 

両者は、ともにネットワークを通じてアプリケーションやサービスあるい
はこうしたサービスを提供するビジネスモデルと定義される。地方自
治体がこれらのサービスを導入する場合においては、特に両者の差
異を意識しないことが多い。 

ＡＲ技術 
（Augmented Reality） 

インターネット上のサービスや企業の情報システムから取得したデー
タを現実の世界に重ね合わせて表示する技術、あるいはその技術に
よって実現した環境を指す。拡張現実とも呼ばれ、スマートフォンの
アプリにもこの技術を用いたものがある。 

C 

CATV 
（Cable Television） 

テレビの有線放送サービス。山間部など、地上波テレビ放送の電波
が届きにくい地域でもテレビの視聴を可能にするという目的で開発さ
れた。本市も第１次地域情報化計画の主眼の一つである、地域情報
化基盤整備にて実施している。 

CMS 
(Contents 
Management System） 

ホームページについて、テキストデータとウェブページのテンプレート
（デザイン）を、それぞれデータベースに登録しておき、条件に添って
テキストデータとテンプレートから新しいウェブページを自動的に生
成するシステム。本市も市役所、市民病院、学校のホームページに
おいて導入している。 

F 

FeliCa 

ソニーが開発した、非接触型ＩＣカード技術方式。情報を蓄積してお
くＩＣカード内にアンテナとＩＣチップを搭載。一方、情報を読み書きす
るリーダー／ライター側にアンテナとコントロールボードを搭載してい
る。 

FTTH 
（Fiber To The Home） 

各家庭まで光ファイバケーブルを敷設して、電話やＩＳＤＮ、さらには
ＣＡＴＶまで含めた各種の通信サービスを提供する加入者網光化の
総称である。 

ＦＭ文字データ放送 
音声信号とともに文字データを同時に送信するFM放送。ニュースや
天気予報、放送中の曲に関する情報などを提供する。 

G 
GIS 
(Geographic 
Information System) 

地図に関する情報をコンピュータを利用して解析する地理情報シス
テム。都市計画や土地管理、マーケティングなど幅広い用途で利用
されている。 
統合型ＧＩＳとは、自治体組織の中で、道路、固定資産、上下水道、
農地などそれぞれが保有する地図のベースの地形図を共有して同じ
ものを使い、効率化を図るためのしくみのことをいう。 

I 

ICT 
（Information and Communication 
Technology） 

情報通信技術と訳される。IT（Information Technology）の「情報」に加
えて「コミュニケーション」（共同）性が具体的に表現されている点に特
徴がある。 

ＩＰ電話システム 
(Internet Protocol) 

インターネットで利用されるパケット通信プロトコルの IP(Internet 
Protocol)を利用して提供される電話サービス。 
音声を電話機でデジタルデータに変換し、パケットと呼ばれる単位に
分割した上で、ＩＰネットワーク上を通話相手まで送ることで音声通話
を行う。 

ＩＰＡｍｊ明朝フォント 

独立行政法人情報処理推進機構（IPA）が平成２５年２月に公開した
６万字の漢字を収録した文字フォント。これにより、行政機関や行政
機関内のシステム毎に外字を作成していた文字の相互参照が可能
になり、住民の利便性向上や行政機関の効率化が期待されている。 

ISDN 
(Integrated Serviceｓ 
Digital Network） 

総合デジタル通信網。電話、データ、ファクシミリなど性格の異なるサ
ービスを総合的に取り扱うデジタル統合網である。 

L 

LAN 
(Local Area Network) 

ひとつの建物や敷地内など、せまい範囲でコンピュータや周辺機器
を接続するネットワーク。接続媒体には、光ファイバ、ツイストペアケ
ーブル、無線などが使われる。 
 

LGWAN 
(Local Government 
Wide Area Network) 

 

⇒総合行政ネットワーク 
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用語 用語解説 

P 

PDA 
(Personal Degital Assistant) 

個人用の携帯情報端末の総称。手のひらに収まるくらいの大きさの
電子機器で、パソコンのもつ機能のうちいくつかを実装したものをい
う。 

PHS 
（Personal  
Handyphone System） 

簡易型携帯電話。従来の携帯電話より小出力であり、１つの無線基
地局における通信エリアは、１５０ｍ～５００ｍと狭いため、自動車など
の高速移動中の利用には向かない。 

Q QR コード 

１９９４年にデンソーの開発部門（現在は分離しデンソーウェーブ）が
開発したマトリックス型二次元コードのこと。なお、ＱＲコードという名
称（および単語）はデンソーウェーブの登録商標。 
ＱＲはＱｕｉｃｋ Ｒｅｓｐｏｎｓｅに由来し、高速読み取りができるように開発
された。当初は自動車部品工場や配送センターなどでの使用を念頭
に開発されたが、現在ではスマートフォンの普及などにより日本に限
らず世界的に普及している。 

T TIMELY 
平成２７年１月まで、本市が利用を行う予定の株式会社ヒミカの市町
村総合行政情報システムの総称。 

ア 
アナログ（情報） 

文字や絵や音など、手を加えられていない、さまざまな姿をした生の
情報のこと。 

アプリケーション 
ワープロや表計算、データベース、グラフィックス、ゲームなど、利用
者が目的に応じて使うソフトの総称。 

イ 
インターネットカフェ 

店内に設置されているパソコンの端末を使ってインターネットに接続
できる飲食店のこと。 

インターネットバンキング 
コンピュータを使ってインターネット経由で銀行などの金融機関のサ
ービスを利用すること。オンラインバンキングとも呼ぶ。 

ウ 
ウイルス感染 

電子ファイル、電子メールなどを介して次々と他のコンピュータに自
己の複製プログラムを潜伏させて、コンピュータの中のデータやソフト
ウェアを破壊するなどの害を及ぼすプログラム(コンピュータウイルス)
に感染すること。 

ウェブサイト（Ｗｅｂサイト） 
１冊の本のように、ひとまとまりに公開されているインターネットのホー
ムページ群のこと。 

オ 

オープンガバメント 
透明でオープンな政府を実現するための政策とその背景となる概念
のこと。透明性、市民参加、政府内および官民の連携の３つを基本
原則としている。 

オンラインショッピング 
インターネットなどの通信サービス上に開設されている仮想店舗から
商品を購入すること。 

カ 

外字 

システムで使用できる文字セットに存在しない文字を使用するために
使われる文字のこと。任意に字形を登録するため、どんな文字でも登
録できるが、登録したコンピュータ以外で外字を正しく読むことはでき
ない。 

カスタマイズ 
ソフトウェアの設定や設計を調整し、利用者の要望に合わせて作り変
えること。 

仮想化技術 

プロセッサやメモリ、ディスク、通信回線など、コンピュータシステムを
構成する資源やそれらの組み合わせを、物理的構成に拠らず柔軟
に分割したり統合したりする技術の総称。１台のサーバコンピュータ
をあたかも複数台のコンピュータであるかのように論理的に分割し、
それぞれに別のＯＳやアプリケーションソフトを動作させる「サーバ仮
想化」などがその代表である。 

キ 

キオスク端末 街頭や各種施設などに設置するマルチメディア情報端末のこと。 

基幹系ネットワーク 
自治体の住民記録、税、福祉、国民健康保険など基幹となる業務を
行うシステム同士を接続するネットワークのこと。 

業務継続計画（BCP） 

（Business Continuity Plan） 
組織が、災害や事故を受けても、重要業務をなるべく中断させず、中
断してもできるだけ早急に復旧させるための計画のこと。 

業務パッケージソフトウェア 
自治体の特定業務（税、福祉など）のためにあらかじめ作成され、販
売されているソフトウェアのこと。 
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ク 

クラウドコンピューティング 

ネットワーク上で提供されるサービスを共同で利用する形態のこと。
利用者自身においてシステムを構築・管理する必要がないため、コス
ト削減や管理負担の軽減、短期間での導入・利用開始が可能である
点がメリットとして挙げられる。 

クライアント 
クライアントサーバシステムにおいて、ネットワーク上でサービスを提
供するサーバコンピュータに対して、サービスを受け取る側のコンピ
ュータのこと。 

グループウェア 

共通の目的をもったグループの作業を支援するＬＡＮ環境の基盤的
なソフトウェア（または、そのソフトウェアを含むシステムの総称）。シス
テム例は、庁内メール、電子掲示板、電子会議室、スケジュール管
理、施設予約、共用文書管理をはじめ非常に多岐に渡る。 

コ 

高度道路交通システム（ITS） 
（Intelligent  
Transport Systems) 

IT（Ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎ Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ）を利用して交通の輸送効率や快適
性の向上に寄与する一連のシステムの総称。 

コミュニティ FM局 
平成４年に制度化された市町村単位を放送エリアとするFM放送のこ
と。従来のＦＭ放送が都道府県単位であったのと比べると放送エリア
が小さく、より地域に密着した番組が提供されていることが特徴。 

コンビニ納付 
納税をコンビニエンスストアで行える制度のこと。２００３年度の税制改
正によって、地方税の納税に関する規制緩和が進み、コンビニでの
納税が許可されるようになった。 

コンプライアンス 
日本においては「法令遵守」、特に最近では「組織が法律や組織の
倫理を遵守すること」という意味で使われることが多い。 

サ サーバ 
クライアントサーバシステムにおいて、ネットワーク上でサービスを受
け取る側のコンピュータに対し、サービスを提供する側のコンピュー
タのこと。 

シ 

自治体クラウド 

地方自治体における情報システムのクラウド化の総称。地方自治体
の情報システムを耐震性やセキュリティ等に優れたデータセンターに
集約し、業務パッケージソフトウェアを市町村が共同で利用すること
によって、割り勘による利用を促進し、情報システムの効率的な構築
と運用の実現を目標としている。 

冗長化 
システムの一部に何らかの障害が発生した場合に備え、障害発生後
でもシステム全体の機能を維持し続けられるように予備装置を平常
時からバックアップとして配置し運用しておくこと。 

情報セキュリティ 
コンピュータで使われている情報(データ)や、コンピュータ間で通信
される情報を守ること。技術的なものや人的なものなど様々な面から
の対策が求められる。 

情報リテラシー 
インターネットなどのネットワークやパソコンなどの情報通信機器を利
用して、情報やデータを使いこなす能力・知識のこと。 

住民基本台帳カード 

市区町村で、簡単に交付が受けられるセキュリティに優れた IC カー
ドのこと。行政手続をインターネットで申請などができる電子政府・電
子自治体の基盤ともなるものであり、利便性の向上、行政事務の効
率化に役立つ。 

シンクライアント 
組織の情報システムにおいて、コンピュータ(クライアント)の利用者に
最低限の機能しか持たせず、サーバ側でアプリケーションソフトやフ
ァイルなどの資源を管理するシステムの総称。 

新世代・光ネットワーク 
「新たな情報通信技術戦略」において我が国の強みを有する技術分
野の研究開発の例として掲げられた新世代ネットワークの総称。具体
的にはネットワーク仮想化、オール光通信などが例示されている。 

次世代ワイヤレス 

「新たな情報通信技術戦略」において我が国の強みを有する技術分
野の研究開発の例として掲げられた新世代ワイヤレス通信の総称。
具体的には光ファイバ級の伝送速度を実現するワイヤレスブロード
バンドが例示されている。 
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ス 

スマートエナジー化 
エネルギー利用の形態などを工夫して、賢く、効率的に使用するこ
と。 

スマートグリッド 
ネットワークを活用した未来的な電力供給システム全般を指す。次世
代送電網などとも呼ばれる。 

スマートフォン 

携帯電話とＰＤＡ（携帯情報端末）が一体化した機器の総称。通常の
携帯電話と比較して画面が大きく通信機能も強化されているほか、ウ
ェブサイトの閲覧が容易で、音楽を聴くことや動画を閲覧することもで
きるなどパソコンに近い機能を持っている。 

セ ゼロエネルギーオフィス 

エネルギー利用を工夫することで、一次エネルギーの年間消費量が
ゼロ、またはおおむねゼロとなるオフィスのこと。 
工夫の方法としては、省エネルギーの推進（自然採光・高断熱・低燃
費搬送・高効率照明・省電力ＯＡ機器など）や、再生可能エネルギー
の導入（太陽光発電など）等がある。 

ソ 

総合行政ネットワーク（LGWAN） 

自治体のコンピュータネットワークを相互接続した広域ネットワークの
こと。都道府県、市区町村の庁内ネットワークが接続されており、中
央省庁の相互接続ネットワークである霞ヶ関 WAN にも接続されてい
る。 

ソーシャルメディア 

個人がインターネット上で不特定多数の人に情報を発信することで、
それを閲覧した多くの人々が参加し、双方向でのユーザ同士のつな
がりを創造していくメディアのこと。ＳＮＳ・ツイッター・ブログ・フェイス
ブックなどがその代表例である。 

タ 
ダウンロード 

パソコンやスマートフォンなどを使いネットワーク上に接続されたサー
バからソフトウェアやデータを取り寄せること。 

タブレット（型）端末 
スマートフォンよりも大きな画面を直接触って操作する、平板型の携
帯情報端末の総称。用途もよりパソコンに近いものとなっている。 

チ 
地域情報プラットフォーム 

さまざまなシステム間の連携（電子情報のやりとり等）を可能にするた
めに定めた、各システムが準拠すべき業務面や技術面のルール（標
準仕様）のこと。自治体は、これを活用したシステム再構築を行うこと
で、業務・システムの効率化を実現する。 

中間標準レイアウト仕様 
自治体業務システム間におけるデータ移行時に必要となる移行レイ
アウト仕様を表形式で整理したもの。 

テ 

デジタル（情報） アナログ情報を０と１の数値に置き換えられた情報のこと。 

データセンター 

サーバを設置し、管理運用を行う設備のこと。各種防災設備（耐震構
造、無停電電源装置など）や、高度なセキュリティ管理（入退室管
理、監視など）を提供していることが多い。 
行政事業の継続性確保や業務継続計画（ＢＣＰ）を検討する上で、地
方自治体が堅牢なデータセンターに情報システムを設置してクラウド
化する動きが進んでいる。 

テロップ放送 
字幕放送のこと。災害発生や発生の危険がある場合、CATV にて気
象情報や避難指示などを字幕で緊急放送する。 

電子会議室 
電子掲示板などのシステムを利用して、離れた場所からでも電子的
に会議や意見交換を行うシステム、しくみのこと。 

電子タグ 

ＩＣチップとアンテナを内蔵した小さな札のようもの。この中に個別の
識別情報等を格納しておくことで、電波を利用し、接触することなく近
接した距離において格納されたデータを読み書きすることが可能とな
る。  

ト 
豊橋ケーブルネットワーク（株）[テ
ィーズ] 

新城市のほか、豊橋市、田原市を放送エリアとするケーブルテレビ局
の名称。 

ナ 内部情報系ネットワーク 
自治体内部の財務会計、人事給与、文書管理業務を行うシステム同
士を接続するネットワークのこと。 

ヒ 光ファイバ 
グラスファイバまたはプラスチックファイバを使用したデジタル伝送路
となるケーブル。銅線と比べて大容量で電気的障害に影響されない
正確な情報を超高速で送ることができる。 

フ ブロードバンド 
ＡＤＳＬや光ファイバなど、放送や通信にも利用される高速の通信方
法のこと。（Ｂｒｏａｄ＝広い、Ｂａｎｄ＝帯域）概ね５００Kbps 以上の速度
をさす。 
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ホ ポータルサイト 
各種サービスやコンテンツなどへ案内する役割を持ったＷｅｂサイト
のこと。ポータル（ｐｏｒｔａｌ）という語は、元々、「玄関口」や「出発点」と
いった意味を持っている。 

マ 
マイラー 

半透明シートに転記された公図のこと。和紙に書かれた公図は長年
の使用で汚れや毀損が生じたため、その後に半透明シートに転記さ
れた。 

マルチコピー機 
コピー機能以外にも、ファックス、デジタル画像プリント、ネットワーク
プリントなどの機能を有するコピー機のこと。 

メ 
メール配信システム 

Ｅメールアドレスや名前などの個人データをシステム内のデータベー
スに登録し、システムの操作によってメールを配信するしくみのこと。 

メールマガジン 
電子メールを利用して、発行者が購読者に定期的にメールで情報を
届けるシステムのこと。 

モ 文字情報基盤漢字 
独立行政法人情報処理推進機構（IPA）が文字活用の共通基盤とし
て広く普及することを目指し、平成２５年２月に公開した文字フォント
および文字情報一覧の総称。 

リ 
リソース 

コンピュータの場合は何らかのソフトウェアやハードウェアを動作させ
るのに必要な資源のこと。 

リモート・システム 
物理的に分離されており、通信回線などのネットワークによって接続
された状態にあるシステムなどのこと。 

ワ ワンストップサービス 
一度の手続きで、必要となる行政手続きをすべて完了させられるよう
に設計されたサービスのこと。 
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提言にあたって 

平成１８年１２月に「新城市地域情報化計画」を策定し、光ファイバネットワーク整備

によるブロードバンド環境など情報格差是正の実現に取り組まれてきました。 

この計画は策定からすでに６年が経過し、次のステップへ進むべく、情報化施策を

計画的に進めていく指針となる新たな計画を検討するため、平成２４年６月にＩＴ識見

者、市民からの公募委員、地域に根ざした各種団体等から推薦のあった者及び市職

員の計１２名から成る「第２次新城市地域情報化計画策定委員会（以下「本委員会」

という。）」が設置されました。 

本委員会は、平成２４年７月から４回の委員会を開催して、新城市の情報化の推

進にかかる基本的な方向性を示すために審議を重ねて、このたび、「第２次新城市

地域情報化計画（案）」を取りまとめることができました。 

新城市におかれましては、本日提言する本案を基本に「第２次新城市地域情報

化計画」を早急に決定し、計画を着実に推進することにより、上位計画であります

「第１次新城市総合計画」の基本構想や中期基本計画で目指す電子自治体の構

築や、情報技術を活用した行政サービスが実現されることを期待してこの提言とし

ます。 

なお、多くの委員から意見が出されました情報資産の保全については、安全か

つ確実に守られる情報セキュリティ対策の向上に、組織を挙げて取り組んでいかれ

るよう希望します。 

 

平成２５年２月２１日 

 

第２次新城市地域情報化計画策定委員会 

委 員 長   安 田 孝 美 



 
  

  

 
 

１ 第２次新城市地域情報化計画策定委員会の開催状況 

 

第１回委員会【平成２４年７月２７日（金）】本庁舎 政策会議室 

・ 第２次新城市地域情報化計画策定について 

・ 第２次新城市地域情報化計画の構成概要（案）について 

・ 第２次新城市地域情報化計画策定スケジュール（案）について 

 

第２回委員会【平成２４年９月２８日（金）】本庁舎 政策会議室 

・ 第２次新城市地域情報化計画（案）について 

第１章 地域情報化計画策定にあたって 

第２章 地域情報化の現状と課題 

第３章 地域情報化の基本方針 

 

第３回委員会【平成２４年１１月１５日（木）】市民体育館 第１会議室 

・ 第２次新城市地域情報化計画（案）について 

第３章 地域情報化の基本方針 

第４章 地域情報化の施策 

第５章 地域情報化の推進に向けて 

 

第４回委員会【平成２５年１月１７日（木）】市民体育館 第１会議室 

・ 第２次新城市地域情報化計画（案）について 

第４章 地域情報化の施策 

第５章 地域情報化の推進に向けて 

 

 

２ 提言における基本的な視点 

(1) 情報化の基本理念 

「山の湊を 市民（ひと）でつなぐ 交流架け橋の実現」 

 市内に整備された情報通信基盤を活用し、情報化を推進していくことで、交流の架け

橋を実現し、市民や観光客のにぎわいを生みだし、本市に関わる全ての人々がつながる

「山の湊を 市民（ひと）でつなぐ 交流架け橋の実現」を目指します。 

 

(2) 情報化の基本方針 

情報化推進のための方針として、次の３つの項目を掲げ推進します。 



 
  

  

 
 

 方針１ 市民の「安全・安心」につながる情報化  

市内に整備された情報基盤を活用し、防災・防犯、保健・福祉等について、老若

男女を問わず、それぞれのライフスタイルに対応した情報提供等を充実させ、地域

の安全を守り、市民のだれもが安心して暮らせるまちづくりを支援します。 

 

 方針２ 市民の「にぎわい・もてなし」につながる情報化  

市内に整備された情報基盤を活用し、観光、教育、地域産業や環境等について、

市民同士の交流や、観光客への情報提供等を充実させ、にぎわいの創出・もてな

しを実現し、人と地域がひびき合うまちづくりを支援します。 

 

 方針３ 市民の交流を支える庁内情報化  

市民や地域のつながり・交流を支えるべく、市として手厚く、きめ細やかな市民サ

ービスをスピーディーに提供し、情報セキュリティや業務継続性に配慮しながら、新

庁舎等において行政事務や市民サービス提供が効率的に行える情報化環境を整

えます。 

情報化は多くの市民がその恩恵を感じることができることから、利用しやすい、人

にやさしいインターフェースを考慮し、システムなどのハード整備、情報伝達や運用

のしくみづくりに注力をし、ユビキタスの普及を実施することで、市民の交流の拡大

や発展を図ります。 

 

(3) 地域情報化の施策 

本委員会では、「自治体クラウドの整備」と６つで構成される「具体的な施策」を提言

しています。 

○自治体クラウドの整備 

○具体的な施策 

① 電子市役所の推進 

② 地域情報通信基盤の利活用 

③ 災害に強く安心・安全な市民生活の実現 

④ 行政事務の高度化・効率化の推進 

⑤ 地域の絆と活力あるまちづくりの推進 

⑥ 環境に配慮した情報化整備 

 

３ 第２次新城市地域情報化計画（案） 

 

別添のとおり 

 



 
  

  

 
 

【資 料】 

第２次新城市地域情報化計画策定委員会設置要綱 

 

 （趣旨） 

第１条  電子市役所の構築や情報化施策を計画的に進めていく指針となる「第２次新城市

地域情報化計画」を策定するため、新城市地域情報化計画策定委員会(以下｢策定委員

会｣という。)を設置する。 

 

 （組織） 

第２条 策定委員会の委員は、地域情報化に関し識見を有する者のうちから、市長が委嘱

する。 

２ 策定委員会に、委員長及び副委員長を置く。 

３ 委員長及び副委員長は、策定委員会委員のうちから互選する。 

４ 委員長は、会務を総理する。 

 

 （会議） 

第３条 策定委員会は、必要に応じて委員長が招集する。 

２ 委員長に事故あるとき、又は委員長が欠けたときは副委員長がその職務を代理する。 

３ 委員長が必要と認めたときは、策定委員会委員以外の者の出席を求め、意見を聞くこと

ができる。 

 

 （業務） 

第４条 策定委員会は、次の業務を行う。 

 （１）情報化計画策定のため総括的な審議及び調整 

 （２）庁舎情報システム整備・利活用の審議 

 （３）住民サービス向け情報システム整備・利活用の審議 

 （４）その他情報化計画の推進 

 

 （庁内検討会） 

第５条 策定委員会の下に、新城市地域情報化計画策定庁内検討会（以下「庁内検討会」

という。）を置く。 

 （１）庁内検討会は、副課長相当職以下の職員のうちから選任された者で構成する。 

 （２）庁内検討会に前号の規定により選任された者のうちから、必要に応じて庁内検討会長

を置く。 

２ 庁内検討会は、次の業務を行う。 

 （１）情報化計画策定のため必要な企画、調査及び研究 

 （２）情報化の事業別計画の立案及び調整 

 （３）その他情報化計画の推進  



 
  

  

 
 

 

 （解散） 

第６条 策定委員会は、情報化計画の市長への報告完了をもって解散する。 

 

 （庶務） 

第７条  策定委員会及び庁内検討会の事務局は、企画部情報システム課が行う。 

 

 （委任） 

第８条  この要綱に定めるもののほか、策定委員会の運営について必要な事項は、委員長

が定める。 

 

   附 則 

 この要綱は、平成２４年６月８日から施行する。 

 



 
  

  

 
 

第２次新城市地域情報化計画策定委員会委員名簿 

 

（※市職員を除き五十音順、敬称略） 

互 選 区  分 氏  名 備  考 

 
地域 

（コミュニティー） 
大谷 至弘 【公募】市民（農業） 

 社会活動 坂部 晃司 
社団法人 新城青年会議所 

副理事長 

 農林 塩瀬 秀一 
愛知東農業協同組合 

経理電算課長 

 メディア 柴田 憲宣 
豊橋ケーブルネットワーク株式会社 

企画部長 

 
地域 

（コミュニティー） 
髙橋 達哉 

【公募】市民 

（システム経営コンサルタント） 

副委員長 学識 牧野 暢二 作手中学校長 

 観光 松下 直樹 新城市観光協会 事務局 

 商工 森本 稔史 鳳来商工会 経営指導員 

委員長 学識 安田 孝美 
名古屋大学 

大学院情報科学研究科教授 

 市 村田  治 新城市 企画部長 

 市 原田 哲夫 
新城市 

鳳来総合支所長兼地域振興課長 

 市 佐宗 常治 
新城市 

作手総合支所長兼地域振興課長 
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